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１．大気汚染防止法解説 

１）大気汚染防止法制定・改正の背景と経緯 
          大気汚染に関して国の規制法がない当時は地方条例で規制されてきたが、１９６２年に「ば

い煙の排出の規制等に関する法律」（ばい煙規制法）が制定され、初めて大気汚染の規制に

関する国の法律が制定された。この法律では指定地域でのばい煙濃度規制であった。１９６

８年にばい煙規制法に代えて大気汚染防止法が制定され、指定地域でのＫ値規制が導入され

た。１９７０年１２月のいわゆる公害国会で大気汚染防止法が大幅に改正された。従来法と

の主な違いは、①経済との調和条項が削除された、②指定地域を廃止し規制が全国に拡大さ

れた、③条例による上乗せ・横出しが可能になった、④排出基準違反に直罰制が導入された、

などである。１９７２年の改正により無過失損害賠償責任が導入された。１９７４年の改正

によりいおう酸化物総量規制が導入された。２００４年の改正により揮発性有機化合物排出

規制が導入された。１９８１年の改正により窒素酸化物総量規制が導入された。２０１７年

８月１６日の水俣条約の発効を受けて、２０１８年４月１日付で改正大気汚染防止法が施行

された。建築物等の解体等工事における石綿の飛散防止に関する改正大気汚染防止法が２０

２０年６月５日付で公布され、２０２１年４月１日付で施行された。大気汚染防止法は、略

して大防法と呼ばれることがある。 

    ２）大気汚染防止法の目的等 

・法の目的は、①工場・事業場における事業活動並びに建築物の解体等に伴うばい煙、揮発

性有機化合物及び粉じんの排出等の規制、②水銀に関する水俣条約の的確かつ円滑な実施

を確保するため工場・事業場における事業活動に伴う水銀等の排出の規制、③自動車排出

ガスに係る許容限度を定めること等により、大気の汚染に関し、国民の健康を保護すると

ともに生活環境を保全し、並びに大気汚染に関して人の健康被害が生じた場合の事業者の

損害賠償の責任を定めて被害者の保護を図ることである。（法1条） 

・上記の内③については、法第3章（「自動車排出ガスに係る許容限度等」）おいて、下記８)

を除いて主として行政のするべき事項が定められており、また、第4章（「大気の汚染の状

況の監視等」）でも行政のするべき事項が定められているので、この資料では、上記①及

び②の規制内容について、この資料使用時の利便性を考え箇条書きにまとめた。また、法

令を参照しやすいように、規制内容ごとに、それを定めている法令の箇条を示した。以下、

大気汚染防止法を法、大気汚染防止法施行令を令、大気汚染防止法施行規則を規則と略し

て記載する。  

３）大気汚染防止法の適用を受ける工場・事業場等 

       （１）ばい煙発生施設を設置している工場・事業場及び設置しようとする工場・事業場（法6
条、法7条） 

・ばい煙：物の燃焼等により発生する、ⅰ）いおう酸化物（SOX）、ⅱ）ばいじん及びⅲ）

有害物質（①カドミウム及びその化合物、②塩素及び塩化水素、③弗素、弗化水素及

び弗化珪素、④鉛及びその化合物及び⑤窒素酸化物（NOx）の5分類の物質）をいう。

（法2条1項、令1条） 

・ばい煙発生施設：ボイラー（伝熱面積10㎡以上、又はバーナーの燃焼能力が重油換算

で50ℓ /h以上のもの）、廃棄物焼却炉（火格子面積2㎡以上、又は焼却能力200kg/h以上
のもの）等、定められた規模以上の計33施設（法2条2項、令2条、令別表第一） 

（２）揮発性有機化合物排出施設を設置している工場・事業場及び設置しようとする工場・

事業場（法17条の5、法17条の6） 

・揮発性有機化合物：大気中に排出・飛散した時に気体である有機化合物（浮遊粒子状

物質及びオキシダントの生成の原因とならない物質として政令で定める物質（メタン 

等）を除く。）（法2条4項、令2条の2）。「ＶＯＣ」と略すことがある。 
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・揮発性有機化合物排出施設：ⅰ）揮発性有機化合物を溶剤として使用する化学製品の

製造の用に供する乾燥施設（揮発性有機化合物を蒸発させるものに限る。）で送風機・

排風機の送風・排風能力が3,000㎥/h以上のもの、ⅱ）塗装施設（吹付塗装を行うもの

に限る。）で排風機の排風能力が100,000㎥/h以上のもの、ⅲ）印刷の用に供する乾燥

施設（オフセット輪転印刷に係るものに限る。）で送風機の送風能力が7,000㎥/h以上
のもの、ⅳ）印刷の用に供する乾燥施設（グラビア印刷に係るものに限る。）で送風

機の送風能力が27,000㎥/h以上のもの、ⅴ）ガソリン、原油、ナフサその他の温度37.8℃
おいて蒸気圧が20kPaを超える揮発性有機化合物の貯蔵タンク（密閉式及び浮屋根式の

ものを除く。）で容量1,000kℓ 以上のもの等の計9施設（法2条5項、令2条の3、令別表

第一の二） 

（３）一般粉じん発生施設を設置している工場・事業場及び設置しようとする工場・事業場

（法18条、法18条の2） 

・一般粉じん：特定粉じん以外の粉じん（法2条7項、8項） 

・一般粉じん発生施設：定められた規模以上の［コークス炉］、［鉱物又は土石の堆積

場］、「破砕機及び摩砕機」等計5施設（法2条9項、令3条、令別表第二） 

（４）特定粉じん発生施設を設置している工場・事業場及び設置しようとする工場・事業場

（法18条の6、法18条の7） 

・特定粉じん：石綿（法2条8項、令2条の4） 

・特定粉じん発生施設：定められた規模以上（原動機の定格出力が3.7kW以上）の解綿用

機械等計9施設(法2第10項、令3条の2、令別表第二の二） 

（５）特定粉じん排出等作業を伴う建設工事（「特定工事」）の発注者又は特定工事を自ら

施工する者（自主施工者）（法18条の15） 

        ・特定粉じん排出等作業：特定建築材料が使用されている建築物その他の工作物（「建
築物等」という。）の解体・改造・補修する作業（法2条11項、令3条の4） 

・特定建築材料：「吹付け石綿」、「石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材」

（法2条11項、令3条の3）であったが、改正大気汚染防止法（2020年6月5日公布、2021
年4月1日施行）により、特定建築材料の定義が「吹付け石綿、その他の石綿を含有す

る建築材料」となり、いわゆる非飛散性の石綿含有成形板（スレート、Pタイル）を含

む全ての石綿含有建材が規制されることになった。 

（６）建築物等を解体・改造・補修する作業を伴う建設工事（以下「解体等工事」という。）

の受注者、自主施工者及び特定工事を施工する者（法18条の17） 

       ・特定工事に該当しないことが明らかな建設工事：①H18年9月1日以後に設置工事に着手
した建築物を解体・改造・補修する作業を伴う建設工事、②建築物等の内、H18年9月1

日以後に改造又は補修の工事に着手した部分を改造し、又は補修する作業を伴う建設

工事。この場合は法18条の17は適用されない。（規則16条の5） 

       （筆者注）建築物等とは、法2条11項で「特定建築材料が使用されている建築物その他の
工作物」と定義されているが、ここでいう建築物等とは、4)の(4)に記載する一定規模

以上の「全ての建築物その他の工作物」と解釈する方が合理的である。 

（７）水銀排出施設を設置している工場・事業場及び設置しようとする工場・事業場（法18

条の23、法18条の24）（2018年4月1日施行の改正大気汚染防止法で追加された。） 

    ・水銀等：水銀及びその化合物（法2条12項） 

          ・水銀排出施設：ⅰ）ボイラー（①小型石炭混焼ボイラー（ばい煙発生施設であってバ
ーナーの燃焼能力が重油換算で10万ℓ /h未満）、②石炭専焼ボイラー及び大型石炭混
焼ボイラー（ばい煙発生施設であってバーナーの燃焼焼能力が重油換算で10万ℓ /h以
上のもの））、ⅱ）廃棄物焼却炉（①大気汚染防止法に規定する廃棄物焼却炉（火格
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子面積が2㎡以上のもの又は焼却能力が200kg/h以上のもの）、②廃棄物処理法に規定

する一般廃棄物焼却炉若しくは産業廃棄物焼却炉（火格子面積が2㎡以上のもの又は

焼却能力が200kg/h以上のもの等で、専ら自ら産業廃棄物の処分を行う場合で且つ規

定された一部のものを除く。）等の計9分類の施設（法2条13項、令3条の5、規則5条

の2、規則別表第三の三） 

（８）特定施設を設置している工場・事業場（法17条1項） 

           ・特定施設：物の合成、分解その他の化学的処理に伴い特定物質を発生する施設（ばい
煙発生施設を除く。規模若しくは発生量による裾切り規定なし。）（法17条1項） 

・特定物質：アンモニア、弗化水素、ホルムアルデヒド、メタノール、塩化水素、塩素、

ベンゼン、フェノール、硫酸、メルカプタン等計28物質（法17条1項、令10条） 

（９）条例による横出し規定の適用を受ける工場・事業場等（法32条） 

・条例により、上記(1）～(7）の対象施設・作業の拡大、また、(1）～(7）に規定された
規制内容等を拡大する規定が定められている場合がある。（法4条に規定されているば

いじん及び有害物質についての「上乗せ規定」とは別。） 

   （10）事業者（法17条の2、法17条の14、法18条の33、法18条の37） 

    ・「事業者」の定義なく、規模も規定されていないが、事業者は、その事業活動に伴う

ばい煙、揮発性有機化合物、水銀等、有害大気汚染物質の大気中への排出・飛散の状

況を把握するとともに当該排出を抑制するために必要な措置を講ずるようにしなけれ

ばならない。 

    ・有害大気汚染物質：該当する可能性のある物質として248物質がリストアップされ、

そのうち、特に優先的に対策に取り組むべき物質（優先取組物質）として23種類の物

質（アクリロニトリル、アセトアルデヒド、塩化ビニルモノマー等）がリストアップ

されている。（法2条15項、平成22年6月の「中央環境審議会答申（第9次答申）」の中

の「有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質」） 

（11）指定物質排出施設を設置する工場・事業場（法附則9項） 

          ・指定物質：当分の間、その排出又は飛散を早急に抑制しなければならないものとして
ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレンの3物質が政令で定められてい

る。（令附則3項） 

・指定物質排出施設：①ベンゼン（体積百分率で60％以上のものに限る。）を蒸発させ

るための乾燥施設であって、送風機の送風能力が1,000㎥/h以上のもの、②原料の処理

能力が20トン/h以上のコークス炉、③ベンゼン回収用の蒸留施設（常圧蒸留施設を除

く。）等の計11施設で、工場・事業場に設置されるものに限る。（令附則4項、令別表

第六） 

（12）工場・事業場における事業活動に伴う健康被害物質（ばい煙、特定物質又は粉じん）
の大気中への排出・飛散により、人の生命又は身体を害した者（法25条） 

         ・工場・事業場の定義はなくまた規模の規定もないが、事業活動に伴う健康被害物質（ば
い煙、特定物質又は粉じん）の大気中への排出・飛散により、人の生命又は身体を害

した者は、これによって生じた損害を賠償する責任が課される（無過失損害賠償責任）。 

４）大気汚染防止法に基づき届出を要する事項 

（１）ばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生

施設及び水銀排出施設の設置届又はそれらの構造等変更届（法6条第1項、法8条第1項、

法17条の5 1項、法17条の7 1項、法18条1項及び3項、法18条の6 1項及び3項、法18条の

23及び法18条の25）（経過措置規定：法7条、法17条の6、法18条の2、法18条の7他） 

・伝熱面積が10㎡未満でバーナーの燃焼能力が重油換算で50ℓ /h以上のボイラー（以下、
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「小型ボイラー」と記す。）もばい煙発生施設の設置届が必要。（S60.06.10付の環境

庁大気保全局長通達） 

・届出が受理されてから60日経過後でなければ設置・変更の工事に着手してはならない。

(法10条1項、法17条の9、法18条の9、法18条の27) 但し、短縮願により期間短縮可（法

10条2項、法17条の13、法18条の13、法18条の31） 

・法施行時に既に該当施設を設置している者（設置工事をしている者を含む。）は法施

行日から30日以内に届出要。(法7条、法17条の6、法18条の2、法18条の7、法18条の24) 

（２）ばい煙発生施設が設置されている工場・事業場の総量規制に係る届出（法5条の2、法

5条の3、令7条の2、令7条の3） 

・「指定ばい煙」ごとに定められている「指定地域」において、ばい煙発生施設を設置

し、原料・燃料使用量の合計量を重油に換算した量が、定められた量以上の工場・事

業場（「特定工場等」）は、条例に基づき「総量規制に係るばい煙発生施設使用計画

届出」により届け出なければならない。 

小型ボイラーも総量規制の対象となる。（S60.06.10付の環境庁大気保全局長通達） 

    ・指定ばい煙：いおう酸化物（SOx）と窒素酸化物（NOx）（法5条の2、令7条の2） 

・指定地域： 

(1) いおう酸化物総量規制の指定地域：千葉市・市川市・市原市他の地域、東京都特

別区他の地域、横浜市・川崎市他の地域、名古屋市他の地域、四日市市他の地域、

京都市他の地域、大阪市他の地域、姫路市他の地域、和歌山市他の地域、倉敷市の

地域、大竹市の地域、宇部市他の地域、北九州市他の地域、大牟田市の地域等、全

国主要24地域。（法5条の2、令7条の3、令別表第三の二） 

       (2) 窒素酸化物総量規制の指定地域：［東京都特別区、武蔵野市、三鷹市他の地域］、
［横浜市、川崎市及び横須賀市の地域］、［大阪市、堺市、高石市、門真市他の地

域］の全国で3地域。（法5条の2、令7条の3、令別表第三の三） 

・いおう酸化物総量規制の対象となる工場・事業場の規模は、原料・燃料の使用量（定

格）の合計量を重油に換算した量が1.0kℓ /h以下～0.1kℓ /h以上の間で都道府県知事が
定める。 

例えば、［大阪市他の地域］では0.8kℓ /h以上と定められている。尚、指定地域内
にあり、すべてのばい煙発生施設についての原料・燃料使用量の合計量を重油に換算

した量が1.0kℓ /h以上である特定工場等には、すべていおう酸化物総量規制が適用さ
れる。（法5条の2、規則7条の2 1項、規則7条の3 2項若しくは3項） 

・窒素酸化物総量規制の対象となる工場・事業場の規模は、原料・燃料の使用量（定格）

の合計量を重油に換算した量が10kℓ /h以下～1.0kℓ /h以上の間で都道府県知事が定め
る。 

例えば、［大阪市他の地域］では2.0kℓ /h以上と定められている。尚、指定地域内
にあり、すべてのばい煙発生施設についての原料・燃料使用量の合計量を重油に換算

した量が10ｋℓ /h以上である特定工場等には、すべて窒素酸化物総量規制が適用され 

る。（法5条の2、規則7条の2 2項、規則7条の4 2項若しくは3項） 

（３）特定粉じん排出等作業の実施届（法18条の15、規則10条の4） 

・「特定粉じん排出等作業」の発注者又は自主施工者は、「特定粉じん排出等作業」の 

開始の日の14日前までに都道府県知事に届け出なければならない。 

（４）解体等工事の調査結果の知事への報告（法18条の17） 

・解体等工事の受注者及び自主施工者は、当該解体等工事が特定工事に該当するか否か
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について、工事開始前に図面及び目視により調査しなければならない。 

・一定規模以上の建築物（＊）の解体等工事の元請業者又は自主施工者は、上記の調査

結果について、特定建築材料使用の有無にかかわらず、都道府県等に報告しなければ

ならない。（2021年4月1日施行の改正大気汚染防止法における新たな要求事項。ただ

し、ここでいう都道府県知事への報告義務が生じるのは2022年4月1日から） 

（＊）建築物：解体部分の床面積合計が80㎡以上の解体工事又は請負代金の合計が100

万円以上の改造又は補修工事 
工作物：請負代金の合計が100万円以上の解体、改造又は補修工事 

 （５）氏名等の変更届（法11条、法17条の13 2項、法18条の13 2項、法18条の31 2項、規則

11条、規則13条） 

・ばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生

施設及び水銀排出施設の届出をした者は、法人の名称変更、代表者の氏名変更、各施

設の使用廃止をしたときは、その日から30日以内に届け出なければならない。 

（６）ばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出施設、特定粉じん発生施設及び水銀排出施設

の届出をした者の地位承継の届出（法12条、法17条の13、法18条の13） 

・地位を承継した者は、承継の日から30日以内に届け出なければならない。 

５）大気汚染防止法に基づく排出基準・作業基準 

  （１）ばい煙に係る排出基準（法3条、法13条） 

（ⅰ）排出基準（法3条） 

 ①いおう酸化物：ばい煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出されるい

おう酸化物の量ｑ（N㎥/h）＝K×10－３He２ （qが許容されるいおう酸化物排出量の
上限、Kは政令で定める地域ごとの値、Heは有効煙突高さ（m）） 

・大気汚染防止法によるいおう酸化物の排出基準は、濃度規制ではなく、K値規制   
（K値に応じた排出量の規制）。（法3条1項、2項1号、令5条、令別表第三、規則

3条、規則別表第一） 

・K値は政令で定める地域の区分（16区分）に応じて、3.0～17.5の間で定められ

ている。また、新たに設置されるばい煙発生施設（昭和43年法施行日以降に設置

される施設）については特別排出基準として政令で定める地域の区分に応じて

1.17～2.34の間で定められている。（法3条第3項、令6条、規則7条1項、規則別

表第四）。 

・昭和60年9月9日以前に設置されていたか、設置工事が着手された小型ボイラー

については、いおう酸化物の排出基準（即ちK値規制）は適用されない。

（S60.06.10付の環境庁大気保全局長通達） 

②ばいじん：ばい煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出されるばいじ

んの濃度の基準（法3条1項、2項2号、規則4条、規則別表第二、別表第五）。 

・特定の地域に限り新たに設置されるばい煙発生施設については、特別排出基準が

適用される。（法3条第3項、規則7条2項、規則別表第五） 

・ばいじんの排出基準、特別排出基準とも、ばい煙発生施設の種類、規模によって

異なる。例えば、①ガス専焼ボイラーについては、排ガス量が4万N㎥/h以上の場

合は0.05g/N㎥以下（特別排出基準：0.03g/N㎥以下、以下同様に表示する。）（い

ずれも排ガスの酸素濃度5％換算値、以下同様）、排ガス量が4万N㎥/h未満の場

合は0.10g/N㎥以下（0.05g/N㎥以下）、②重油その他の液体燃料を燃焼させるボ

イラーについては、排出ガス量が20万N㎥/h以上の場合は0.05g/N㎥以下（0.04g/N

㎥以下）（いずれも酸素濃度4％換算値、以下同様）、排出ガス量が20万N㎥/h未
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満～4万N㎥/h以上の場合は0.15g/N㎥以下（0.05g/N㎥以下）、排出ガス量が4万N

㎥/h未満～1万N㎥/h以上の場合は0.25g/N㎥以下（0.15g/N㎥以下）、排出ガス量

が1万N㎥未満の場合は0.30g/N㎥以下（0.15g/N㎥以下）。なお、規則の附則によ

り上記とは別の基準が定められている場合があるので要注意。  

・条例により上乗せ基準が定められている場合がある。（法4条） 

・昭和60年9月9日以前に設置されていたか、設置工事が着手された小型ボイラーに

ついては、ばいじんの排出基準は適用されない。また、昭和60年9月9日以降に設

置された小型ボイラーの内、ガスを専焼させるもの、軽質液体燃料（灯油、軽油

又はA重油）を専焼させるもの並びにガス及び軽質液体燃料を混焼させるものに

ついても、ばいじんの排出基準が適用されない。（S60.06.10付の環境庁大気保

全局長通達） 

③有害物質（④に記す特定有害物質を除く。）：ばい煙発生施設において発生し、

排出口から大気中に排出される有害物質の濃度の基準（法3条2項3号、規則5条、

規則別表第三（NOxを除く有害物質の排出基準）、規則別表第三の二（NOxの排出

基準）） 

・NOxを除く有害物質の排出基準：有害物質の種類ごとに、また、ばい煙発生施設

の種類ごとに定められている（規則別表第三）。例えば、ばい煙発生施設に該

当する廃棄物焼却炉では、塩化水素濃度は700mg/N㎥以下（排ガスの酸素濃度

12％換算値）。 

    ・NOxの排出基準：ばい煙発生施設の種類、規模によって異なる（規則別表第三の

二）。小型ボイラーについては、②と同様昭和60年9月9日以前に設置されてい

たか、設置工事が着手された小型ボイラーについては、NOxの排出基準は適用さ

れない。（S60.06.10付の環境庁大気保全局長通達） 

例えば、重油その他の液体燃料を燃焼させるボイラーについては、排出ガス

量が50万N㎥/h以上の場合は、排出ガス中の酸素濃度を規則別表第三の二の備

考に示された濃度に換算した値（この例の場合は酸素濃度4％に換算した値、

以下同様）が130ppm/N㎥以下、排ガス量が50万N㎥/h未満～1万N㎥/h以上の場

合は150ppm/N㎥以下、排出ガス量が1万N㎥未満の場合は180ppm/N㎥以下。なお、

規則の附則により上記とは別の基準が定められている場合があるので要注意。  

・条例により上乗せ基準が定められている場合がある。（法4条） 

④燃料その他の物の燃焼に伴い発生する有害物質で環境大臣が定めるもの（「特定有

害物質」）に係るばい煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出される

特定有害物質に関して、種類と排出口の高さに応じて定められる許容限度（法3条2

項4号）（注：2021年3月31日現在未制定） 

（ⅱ）ばい煙の排出の制限（法第13条） 

             ・ばい煙排出者は、ばい煙量又はばい煙濃度が当該ばい煙発生施設の排出口におい

て排出基準に適合しないばい煙を排出してはならない。 

（２）指定ばい煙に係る総量規制基準（法5条の2、法13条の2） 

（ⅰ）総量規制基準（法5条の2、規則7条の3、規則7条の4） 

       ・総量規制基準は全国一律ではなく、都道府県ごとに定められる。 

・指定ばい煙に関しての総量規制基準の規制方式には、原料・燃料使用量方式（規

則7条の3 1項1号）と規制前いおう酸化物排出量をもとに算出する方式（「最大重

合地上濃度」方式）（規則7条の3 1項2号）とがある。 

・指定ばい煙の総量の算出式は、例えば原料・燃料使用量方式では、いおう酸化物、

窒素酸化物とも、Q（N㎥/h）＝a・Wｂ  
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新たにばい煙発生施設が設置されるとき（SOx総量規制に関しては昭和49年11月30

日以降、NOx総量規制に関しては昭和56年9月30日以降に設置されるとき）は、Q＝

a・Wｂ+r・a[（W＋Wi）b－Wb]。 

Wはすべてのばい煙発生施設で使用する原料・燃料の合計量（重油に換算したkℓ /h）、

Wiは新たに設置されるばい煙発生施設で使用する原料・燃料の合計量（重油に換算

したkℓ /h）。a、b及びrは都道府県知事が定める定数。 

・上記をもとに、工場・事業場ごとに「総量規制に係るばい煙発生施設使用計画届

出」により届け出たSOx又はNOxの排出量以下で操業することが必要。（法5条の2、

規則7条の3、規則7条の4） 

（ⅱ）指定ばい煙の排出の制限（法13条の2） 

       ・総量規制基準に適合しない指定ばい煙を排出してはならない。 

（３）燃料使用基準（法15条、法15条の2） 

（ⅰ）いおう酸化物に係るばい煙発生施設で季節により燃料の使用量に著しい変動があ

るものが密集して設置されている地域（令9条、令別表第四=14地域）では、ばい煙

発生施設で燃料使用基準に適合しない燃料を使用していると都道府県知事が認めた

ときは、燃料使用基準に従うべきことを勧告されることがある。（法15条、規則14

条、昭46厚・通告1「大気汚染防止法第15条第3項の規定に基づく燃料使用に関する

基準」） 

（ⅱ）いおう酸化物に係る指定地域において、特定工場等以外の工場・事業場における

燃料の使用が燃料使用基準に適合していないと都道府県知事が認めるときは、燃料

使用基準に従うべきことを勧告されることがある。（法15条の2、規則14条、昭51

環告1「大気汚染防止法第15条の2第3項の規定に基づく燃料使用に関する基準」） 

（４）揮発性有機化合物の排出基準（法17条の4、規則15条の2、規則別表第五の二） 

（ⅰ）排出基準（規則別表第五の二） 

揮発性有機化合物排出施設ごとに排出基準が定められている。例えば、揮発性有

機化合物を溶剤として使用する化学製品の製造の用に供する乾燥施設（送風機若し

くは排風機の能力が3,000㎥/h以上）では、600ppmC/㎥以下。 

（ⅱ）排出基準の順守義務（法17条の10） 

（５）水銀等の排出基準（法18条の22、規則16条の11、規則別表第三の三、規則附則2条1項、

3項、4項、5項、規則附則別表第一、規則附則別表第二） 

（ⅰ）排出基準（規則16条の11、規則別表第三の三、規則附則別表第一、規則附則別表

第二） 

・法施行日（2018年4月1日）以降に設置された水銀排出施設の排出基準は、規則別

表第三の三による。 

 例えば、廃棄物焼却炉では、30μg/N㎥以下（排ガスの酸素濃度12％換算値） 

・法施行日（2018年4月1日）に設置されている水銀排出施設（設置工事中のものを

含む。）の排出基準は、当分の間、規則附則別表第一の基準が適用される。 

 例えば、廃棄物焼却炉では、50μg/N㎥以下（排ガスの酸素濃度12％換算値） 

 なお、この規定は、法施行日（2018年4月1日）から2年間は適用されない。 

（ⅱ）排出基準の順守義務（法18条の28） 

（６）水銀等に係る要排出抑制施設設置者の自主的取り組み（法18条の32、令10条の2、令別

表第四の二）    
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    水銀等の排出量が相当程度多い施設で、排出を抑制することが適当である要排出抑制施

設（製銑の用に供する焼結炉（ペレット焼成炉を含む。）と製鋼の用に供する電気炉）の

設置者は、排出抑制のための自主的取組として、自ら遵守すべき基準の作成、水銀の濃度

の測定・記録・保存等を行うとともに、その実施状況及び評価を公表しなければならない。 

（７）一般粉じん発生施設の構造並びに使用及び管理に関する基準順守義務（法18条の3、規

則16条、規則別表第六） 

        ・一般粉じん発生施設の種類によって、一般粉じんが飛散しにくい構造の建築物内に設

置、散水設備によって散水、防じんカバーで覆うなど、どれか一つを講じることが規

定されている。 

・一般粉じんについて、排出口や敷地境界線での規制基準はない。 

（８）特定粉じん発生施設の敷地境界における基準（法18条の5、法18条の10、規則16条の2） 

（ⅰ）敷地境界基準（法18条の5、規則16条の2） 

     ・大気中の石綿10本／ℓ 以下 

（ⅱ）敷地境界基準の順守義務（法18条の10） 

（９）特定粉じん排出等作業の作業基準（法18条の14、法18条の18、規則16条の4、規則別表

第七） 

         （筆者注）特定粉じん排出等作業には、排出基準はなく、以下の作業基準を順守するこ
とが規定されている。 

・作業場所に法定記載事項（特定粉じん排出等作業の実施届の届出年月日及び届出先、届

出者の氏名又は名称並びに法人にあっては、その代表者の氏名／特定工事を施工する者

の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名／特定粉じん排出等

作業の実施の期間等）を記載した「掲示板」を設置しなければならない。 

・特定粉じんが飛散しないような措置（規則別表第七に規定されている。）を講じなけれ

ばならない。 

・元請業者には、石綿含有建材の除去等作業結果の発注者へ報告、作業結果の記録の作成 

と記録の3年間保存が義務付けられた。また、元請業者又は自主施工者には、特定粉じ

んに関する知識を持つ者（石綿作業主任者又は事前調査における一定の知識を有する

者）による作業終了時の目視による確認が義務付けられた。（2021年4月1日施行の改正

大気汚染防止法における新たな要求事項） 

 （10）解体等工事の調査結果の発注者への報告（法18条の17、規則16条の5～規則6条の10） 

・解体等工事の受注者（元請業者）又は自主施工者は、当該解体等工事が特定工事に該

当するか否かについて事前に調査（＊）し、解体等工事の開始日までに（特定工事に

該当する場合は特定粉じん排出等作業の開始日の14日前までに）、受注者（元請業者）

は当該解体等工事の発注者に当該調査結果について書面を交付して説明しなければな

らない。（法18条の17、規則16条の6、規則16条の7） 

 （＊）2023年10月1日からは、必要な知識を有する者により調査させることが必要にな

る。 

・上記の調査を行った者は、当該調査に係る解体等工事を施工するときは、調査結果等

を解体等工事の場所に掲示しなければならない（「掲示板」の設置）。（法18条の17 4

項、規則16条の9、規則16条の10） （筆者注：特定工事に該当しないことが判明した

場合でも、掲示板を設置しなければならない。） 

（11）指定物質抑制基準：指定物質、指定物質排出施設・規模ごとに定められている。（法

附則第9項、環境庁告示第5号「大気汚染防止法附則第９項の規定に基づく指定物質抑制



9 

基準」（平成9年4月1日以前に設置されているか設置工事中の指定物質排出施設には適用

せず。）、環境庁告示第6号「大気汚染防止法附則第９項の規定に基づく指定物質抑制基

準」（平成9年4月1日以前に設置されているか設置工事中の指定物質排出施設に適用））

（法附則9項） 

６）大気汚染防止法に基づく測定・記録 

（１）ばい煙量等の測定・記録（法16条、規則15条） 

ばい煙発生施設に係るばい煙量又はばい煙濃度を測定・記録し、その記録を3年間保存。 

①いおう酸化物 

・大気中に排出されるいおう酸化物が10N㎥/h以上のばい煙発生施設：2ｹ月に1回以

上測定。 

    ・総量規制基準が適用されているばい煙発生施設：常時測定。 

②ばいじん 

    ・ガス専焼ボイラー、ガスタービン、ガス機関等：5年に1回以上測定。 

・排ガス量が4万㎥/ｈ未満のばい煙発生施設及び焼却能力が4,000kg/h未満の廃棄

物焼却炉：年2回以上測定。 

   ・上記以外のばい煙発生施設：2ｹ月に1回以上測定。  

③窒素酸化物 

・水性ガス又は油ガスの発生の用に供するガス発生炉及び加熱炉の内、水蒸気改質

方式の改質器（水素の製造能力1,000N㎥/h未満で、気体状の燃料及び原料のみを

使用するもの限る。）及び燃料電池用改質器：5年に1回以上測定。 

・排ガス量が4万㎥/h以上のばい煙発生施設：2ｹ月に1回以上測定。 

   ・排ガス量が4万㎥/h未満のばい煙発生施設：年2回以上測定。 

    ・総量規制基準が適用されているばい煙発生施設：常時測定。 

④窒素酸化物以外の有害物質 

・排ガス量が4万㎥/h以上のばい煙発生施設：2ｹ月に1回以上測定。 

・排ガス量が4万㎥/h未満のばい煙発生施設：年2回以上測定。 

（２）揮発性有機化合物濃度の測定・記録（法17条の12、規則15条の3） 

揮発性有機化合物排出施設に係る揮発性有機化合物濃度を年1回以上測定・記録し、そ

の記録を3年間保存。 

（３）特定粉じん濃度の測定・記録（法18条の12、規則16条の3） 

敷地境界線における大気中の特定粉じん濃度を1回/6月以上測定し、その記録を3年間

保存。 

（４）水銀濃度の測定・記録（法18条の30、規則16条の12） 

         例えば、ボイラー、廃棄物焼却炉等の水銀排出施設で排ガス量が4万㎥/h以上の場合は

4ｹ月を超えない作業期間ごとに1回以上（3回/年以上）、排ガス量が4万㎥/h未満の場合は

6ｹ月を超えない作業期間ごとに1回以上（2回/年以上）、専ら銅・鉛・亜鉛の硫化鉱を原

料する乾燥炉並びに廃鉛蓄電池又は廃はんだを原料とする溶解炉では年1回以上測定し、

その記録を3年間保存。 

７）大気汚染防止法に基づく事故時の措置（法17条） 
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（１）事故時に都道府県知事に通報しなければならない工場・事業場 

   以下の工場・事業場は、ばい煙発生施設又は特定施設について故障・破損その他の事

故が発生し、ばい煙又は特定物質が大気中に排出されたときは、直ちに事故の状況を都

道府県知事に通報しなければならない。但し、石災法の規定による通報をした場合は、

本規定による通報は不要。  

ⅰ）ばい煙発生施設を設置している工場・事業場 

ⅱ）物の合成、分解その他の化学的処理に伴い発生する特定物質を発生する施設（「特

定施設」）を設置している工場・事業場 

（２）措置内容：応急措置をし、復旧に努めるとともに、事故の状況について都道府県知事

への通報、都道府県知事から措置命令があった場合の措置 

８）大気汚染防止法に基づく緊急時の措置（法23条、令11条、令別表第五、規則17条） 

・硫黄酸化物、浮遊粒子状物質、一酸化炭素、二酸化窒素若しくはオキシダントに係る大気

の汚染が著しくなり、人の健康又は生活環境に係る被害若しくは重大な被害が生ずる場合

（行政による判断基準は令別表第五）は、都道府県知事により、ばい煙を排出する者、揮

発性有機化合物を排出・飛散させる者又は自動車の使用者・運転者に対し、ばい煙排出量

等の減少又は自動車の運行の自主的制限について協力を求められる場合と、ばい煙排出者

若しくは揮発性有機化合物排出者に対して必要な措置をとるべきことを命じられる場合と

がある。 

・法23条の規定（大気汚染による緊急時の措置手順）を受けて、条例で具体的な規制内容が

規定される。都道府県知事が工場・事業場に削減の協力を求める汚染のレベルと削減を命

じる汚染のレベルとが令別表第五に示されている。汚染のレベルによって条例で注意報、

警報、重大警報、重大緊急警報などに分類しているところもある。 

条例の例：「東京都大気汚染緊急時対策実施要綱（オキシダント）」 

９)大気汚染防止法に基づく損害賠償 

（１）事業者の無過失損害賠償責任。但し、不遡及の原則が適用される。：工場又は事業場に

おける事業活動により、人の生命又は身体を害したとき。（法25） 

（２）共同不法行為（民法719条）の場合：損害が複数の事業者の健康被害物質の大気中への

排出により生じた場合は、共同不法行為責任が問われ、連帯責任となるが、当該損害の

発生に関してその原因の程度が著しく小さいときは裁判所によって事情が斟酌される。

（法25条の2） 

（３）損害の発生に関して天災その他の不可抗力が競合したとき：裁判所によってこれが斟

酌される。（法25条の3） 

（４）損害賠償請求権の時効：被害者又はその法定代理人が損害及び賠償義務者を知った時

から5年、損害発生の時から20年（法25条の4）が経過したときは、時効によって損害賠

償請求権が消滅する。 

10）大気汚染防止法に定められている罰則（法33条～37条）（以下の(1）～(4）は、法人と行

為者の両方が罰せられる（両罰規定）） 

  （１）１年以下の懲役又は百万円以下の罰金 

・ばい煙発生施設の設置届出をした際の計画変更命令、その他改善命令・措置命令・

計画変更命令・一時停止命令等に違反した者。 

（２）６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金（過失による場合は、３月以下の禁錮又は３

０万円以下の罰金） 

・ばい煙発生施設の排出基準に違反した者、ばい煙発生施設の総量規制基準に違反した
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者。 

 （揮発性有機化合物、特定粉じん、水銀等の排出基準違反に対する罰則規定はない。） 

・事故時の措置命令に違反した者。 

・一般粉じん発生施設についての基準適合命令、一時停止命令に違反した者。 

・特定粉じん排出等作業の方法に関する計画変更命令に違反した者。 

・特定粉じん排出等作業についての作業基準順守命令に違反した者、一時停止命令に違

反した者。 

・緊急時の措置命令に違反した者。 

（３）３月以下の懲役又は３０万円以下の罰金 

・ばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出施設、特定粉じん発生施設及び水銀排出施設

の設置届出及び構造等変更届出並びに特定粉じん排出等作業の実施届出をせず、又は

虚偽の届出をした者。 

・燃料使用基準適合命令に違反した者。 

（４）３０万円以下の罰金 

・ばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生

施設及び水銀排出施設についての経過措置規定による届出をせず、又は虚偽の届出を

した者 

・一般粉じん発生施設の設置届・構造等変更届をせず、又は虚偽の届出をした者。 

・実施制限規定に違反した者。 

・ばい煙量等又は水銀濃度の測定・記録をしなかった者、虚偽の記録をした者、記録を

３年間保存しなかった者。 

・行政による報告命令に違反した者。 

（５）１０万円以下の過料 

・規定された期間内に氏名変更等届出及び承継に伴う届出をせず又は虚偽の届出をした

者。 

・規定された期間内にばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出施設、特定粉じん発生施

設、水銀排出施設の廃止届出をせず、又は虚偽の届出をした者。 

・災害その他非常の事態発生時の特定粉じん排出等作業の実施届出をせず、又は虚偽の

届出をした者。 

以上 
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２．悪臭防止法解説 

１）悪臭防止法制定・改正の背景と経緯 
         １９６７年に日本で初めて公害対策を総合的に行うための公害対策基本法が制定され、そ 

の中で典型７公害として、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭が

規定された。しかし、公害対策基本法制定後も悪臭については具体的な規制基準が制定されな

かったが、１９７１年になって悪臭防止法が制定された。当時の規制対象物質は５物質であっ

たが、その後徐々に規制対象物質が追加され、１９９３年には１０物質追加され、規制対象物

質としての特定悪臭物質の合計数が今日の２２物質となった。いずれも物質ごとの濃度規制で

あったが、１９９５年の悪臭防止法の改正（１９９６年４月１日施行）で、複合臭や未規制物

質に対応できる規制方式として臭気指数規制が追加され、また、臭気の測定方法として嗅覚測

定法（３点比較式臭袋法等）が採用された。 

なお、公害対策基本法は、１９９３年１１月の環境基本法の施行により廃止されたが、環境

基本法においてもその第２条第３項で、上記７項目を「公害」と定義している。 

２）悪臭防止法の目的 

・法の目的は、①工場・事業場における事業活動に伴って発生する悪臭について必要な規制を

行い、②その他悪臭防止対策を推進することにより、生活環境を保全し、国民の健康の保護

に資することである 

・この資料では、主として工場・事業場に適用される規制事項について、この資料使用時の利

便性を考え箇条書きにまとめた。また、法令を参照しやすいように、規制内容ごとに、それ

を定めている法令の箇条を示した。以下、悪臭防止法を法、悪臭防止法施行令を令、悪臭防

止法施行規則を規則と略して記載する。 

３）悪臭防止法の適用を受ける工場・事業場等 

 （１）規制地域内のすべての工場・事業場（法3条、法4条、法7条、法8条） 

・規制地域とは、都道府県知事（市の区域内の地域については市長）が住民の生活環境を

保全するため悪臭を防止する必要があると認め指定した地域をいう。（法3条） 

・規制地域内で事業活動に伴い悪臭原因物（特定悪臭物質を含む気体又は水その他の悪臭

の原因となる気体又は水をいう。）を排出（漏出を含む。）させるか若しくはそのおそ

れがある工場・事業場は、業種、規模及び取扱物質を問わず、すべて対象となる。（法4

条1項、2項、法7条） 

・悪臭とは「生活環境を損なうおそれのある不快な臭い。」をいう。（法8条等からの解釈） 

        ・特定悪臭物質とは、不快な臭いの原因となり、生活環境を損なうおそれがある物質とし
て悪臭防止法で定められた以下の22物質をいう。（法2条1項、令1条） 

①アンモニア、②メチルメルカプタン、③硫化水素、④硫化メチル、⑤二硫化メチル、

⑥トリメチルアミン、⑦アセトアルデヒド、⑧プロピオンアルデヒド、⑨ノルマルブチ

ルアルデヒド、⑩イソブチルアルデヒド、⑪ノルマルバレルアルデヒド、⑫イソバレル

アルデヒド、⑬イソブタノール、⑭酢酸エチル、⑮メチルイソブチルケトン、⑯トルエ

ン、⑰スチレン、⑱キシレン、⑲プロピオン酸、⑳ノルマル酪酸、㉑ノルマル吉草酸、

㉒イソ吉草酸。（法2条1項、令1条） 

（２）工場・事業場を有する者を含む全ての国民（法14条他） 

（３）条例で上乗せ規定がある場合若しくは横出しとして上記以外に別の定めがされている場

合は、その定めの対象となっている者。（法23条） 



13 

４）規制地域内の工場・事業場がしなければならない事項 

（１）規制地域内のすべての工場・事業場 

・工場・事業場や施設について、事前に届出を要する事項は何もない。 

・以下の二つの規制基準のいずれかの基準で規制することが規定されている。（法4条） 

 （筆者注）濃度規制と臭気指数規制の両方が課されることは原則としてない。 

 ①特定悪臭物質の濃度による規制基準（1号規制基準/2号規制基準/3号規制基準）（法

4条1項） 
 ②臭気指数による規制基準（1号規制基準/2号規制基準/3号規制基準）（法4条2項） 

 1号規制基準：工場・事業場の敷地境界線の地表における特定悪臭物質の濃度の許容限      

        度、又は敷地境界線の地表における大気の臭気指数の許容限度。 

2号規制基準：煙突その他の気体排出施設の排出口における排出口の高さに応じた特定

悪臭物質の流量又は排出気体中の特定悪臭物質の濃度の許容限度、又は

排出口の高さに応じた臭気排出強度又は排出気体の臭気指数の許容限

度。1号規制基準の許容限度を基礎とする。 

3号規制基準：工場・事業場の敷地外における排出水中の特定悪臭物質の濃度の許容限      

       度、又は排出水の臭気指数の許容限度。1号規制基準の許容限度を基礎

とする。 

ⅰ）特定悪臭物質の濃度による規制基準（法4条1項） 

        （ⅰ）都道府県知事は、規制地域について、その自然的、社会的条件を考慮して、必
要に応じて当該地域を区分し、特定悪臭物質の種類ごとに規制基準を定める。当

該規制地域内で特定悪臭物質を取り扱っている工場・事業場は、すべて悪臭防止

法の対象となる。 

（ⅱ）特定悪臭物質の濃度の測定方法は「昭47環告9（特定悪臭物質の測定の方法）」

による。（規則5条） その他の参考資料：「特定悪臭物質測定マニュアル」（監

修 環境庁大気保全局大気生活環境局 編集 日本環境衛生センター） 

（ⅲ）悪臭防止法には、特定悪臭物質の濃度の測定義務の規定はなく、したがって測

定頻度等についての規定もない。 

（ⅳ）特定悪臭物質の濃度による規制基準 

     ①都道府県知事等が定める敷地境界線の地表における特定悪臭物質ごとの濃度の

許容限度（1号規制基準）（法4条1項 1号、規則2条、規則別表第一） 

          ②都道府県知事が定める煙突その他の気体排出施設の排出口における特定悪臭物
質の流量又は排出気体中の特定悪臭物質の濃度の許容限度（2号規制基準）（法

4条1項 2号、規則3条） 

            ・流量の許容限度は特定悪臭物質（メチルメルカプタン、硫化メチル、二硫化
メチル、アセトアルデヒド、スチレン、プロピオン酸、ノルマル酪酸、ノル

マル吉草酸及びイソ吉草酸を除く。）の種類ごとに次の式により算出する。 
       q（N㎥/h）＝0.108×He2・Cm    

（Heは有効排出口高さ（m）、Cmは①に記載した敷地境界線の地表における定

められた規制基準（ppm）） 

・有効排出口高さ（He）が5ｍ未満の場合は、この式は適用されない。（規則 
3条1項） 

③都道府県知事が定める工場・事業場からの特定悪臭物質を含む排水の敷地外で
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の排出水中の特定悪臭物質の濃度の許容限度（3号規制基準）（法4条1項 3号、
規則4条） 

     ・特定悪臭物質（アンモニア、トリメチルアミン、アセトアルデヒド、プロピ
オンアルデヒド、ノルマルブチルアルデヒド、イソブチルアルデヒド、ノル

マルバレルアルデヒド、イソバレルアルデヒド、イソブタノール、酢酸エチ

ル、メチルイソブチルケトン、トルエン、スチレン、キシレン、プロピオン

酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸及びイソ吉草酸を除く。）の種類ごとに

次の式により排水中の濃度の許容限度を算出する。 

CLM（排水中の濃度（mg/ℓ ））＝k×Cm   

（kは規則別表第二で規定する特定悪臭物質の種類及び排出水の量ごとに定

められた値、Cm は①に示したCm と同じ。） 

    ⅱ）臭気指数による規制基準（法4条2項） 

（ⅰ）規制地域のうち、ⅰ）に示した特定悪臭物質の濃度による規制基準によっては

十分でないと認められる区域があるときは、都道府県知事等は、ⅰ）に示した規

制基準に代えて、以下の規制基準（いわゆる複合臭についての臭気指数による規

制基準）を定めることができる。業種、規模及び取扱物質に関わりなく、当該規

制区域内のすべての工場・事業場がその臭気指数規制の対象となる。 

（ⅱ）6段階臭気強度表示法で、臭気指数とリンクした臭気強度が定められている（＊）。

（「臭気指数規制ガイドライン」（平成13年3月 環境省環境管理局）） 

         （＊）０（無臭）～５（強烈なにおい） 

（ⅲ）臭気指数及び臭気排出強度の測定方法は「平7環告63（臭気指数及び臭気排出

強度の算定の方法）」による。（法2条2項、規則1条） 

臭気指数とは、３点比較式臭袋法又は３点比較式フラスコ法により、試料を臭

気が感じられなくなるまで無臭空気又は無臭水で希釈したときの希釈倍数（臭気

濃度）の対数値に10を乗じた値のことをいう。 

  臭気指数＝10×log（臭気濃度） 

（ⅳ）悪臭防止法には、臭気指数又は臭気強度の測定義務の規定はなく、したがって

測定頻度等についての規定もない。 

（ⅴ）臭気指数による規制基準 

①都道府県知事が定める敷地境界線の地表における臭気指数の許容限度（1号規

制基準）（法4条2項 1号、規則6条） 

              ・臭気指数は、10以上21以下の範囲で、都道府県知事が条例で定める。（規則

6条） 

            ②都道府県知事が定める煙突その他の気体排出施設の排出口における臭気排出
強度又は臭気指数の許容限度（2号規制基準）（法4条2項 2号、規則6の2条） 

  ・排出口の高さが15ｍ以上の施設では臭気排出強度。（規則6条の2 1項1号）   

規則6条の2 1項1号に排出ガスの臭気排出強度の許容限度の算出式が示され

ている。 

・排出口の高さが15ｍ未満の施設では臭気指数。（規則6条の2 1項 2号）    

規則6条の2 1項2号に排出ガスの臭気指数の許容限度の算出式が示されてい

る。 

 ・参考文献：「よくわかる臭気指数規制２号基準」（環境省水・大気環境局大

気生活環境室） 
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③都道府県知事が定める工場・事業場からの排出水の敷地外での臭気指数の許容

限度（3号規制基準）（法4条2項 3号、規則6の3条） 
          ・排出水の臭気指数の許容限度の算出式：IW（排出水の臭気指数）＝L（上記ⅱ）

の（ⅴ）①の敷地境界線の地表における臭気指数の許容限度）＋16 

ⅲ）共通 

（ⅰ）規制地域内に工場・事業場を設置している者は、当該規制地域についての規制

基準を順守しなければならない。（法7条） 

（ⅱ）市町村長による改善勧告、改善命令に従う。（法8条）  

            事業活動に伴って発生する悪臭原因物の排出が規制基準に適合しない場合にお
いて、その不快な臭いにより住民の生活環境が損なわれていると市町村長が認め

るときは、必要な措置を執るべきことを勧告されることがあり、勧告に従わなか

った場合は当該措置を執るよう命令されることがある。この命令に違反した場合

は、1年以下の懲役又は百万円以下の罰金が科される。（法24条） 

    （ⅲ）事故時の措置（法10条） 

             ・規制地域内に工場・事業場を設置している者は、当該工場・事業場において事
故が発生し、悪臭原因物の排出が規制基準に適合せず、又は適合しないおそれ

が生じたときは、直ちに応急措置を講じるとともに、速やかに復旧する。（法

10条1項） 

・当該事故を発生させた者は、直ちに、その事故の状況を市町村長に通報する。

ただし、大気汚染防止法他の法令に基づいて通報した場合は、この通報はしな

くてもよい。（法10条2項） 

（２）工場・事業場を有する者を含む全ての国民 
ⅰ）国民の責務（法14条） 

     何人も、住居が集合している地域では、飲食物の調理、愛がんする動物の飼育その
他その日常生活における行為に伴い悪臭が発生し、周辺地域における住民の生活環境

が損なわれることのないように努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する悪臭

の防止による生活環境の保全に関する施策に協力する。 

ⅱ）悪臭が生ずる物の焼却禁止（法15条） 

   何人も、住居が集合している地域おいては、みだりに、ゴム、皮革、合成樹脂、廃

油その他の焼却に伴って悪臭が生じるものを野外で多量に焼却してはならない。 

 ⅲ）水路等における悪臭の防止（法16条） 

         下水溝、河川、池沼、港湾その他の汚水が流入する水路又は場所の管理者は、その
管理する水路又は場所から悪臭が発生し、周辺地域における住民の生活環境が損なわ

れることのないように、その水路又は場所を適切に管理しなければならない。 

５）罰則 

（１）1年以下の懲役又は百万円以下の罰金 
    法8条2項の規定（市町村長による改善命令）に違反した者 

（２）6ｹ月以下の懲役又は50万円以下の罰金 
       法10条3項の規定（事故時の市町村長による措置命令）に違反した者 

（３）30万円以下の罰金 
         法20条1項の規定（市町村長への報告、市町村長による検査）による報告をせず、若

しくは虚偽の報告をし、又は、検査を拒み、妨げ、忌避をした者 
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（４）（１）～（３）について、行為者の他、法人も罰金刑が科される。 

（筆者注）特定悪臭物質の濃度による規制基準の逸脱及び臭気指数による規制基準の逸脱に

対する罰則規定はない。 
以上 
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３．水質汚濁防止法解説 

１）水質汚濁防止法の制定・改正の背景と経緯 

１９世紀後半に足尾銅山鉱毒事件に代表される鉱山開発による水質汚濁が大きな社会問

題となり、２０世紀には特に戦後になって、日本の産業の急速な発展とともにイタイイタイ

病、水俣病、第二水俣病（新潟水俣病）などが深刻な社会問題となったが、その他にも全国

の都市或いは都市近郊の河川や海域の水質汚濁とそれに伴う異臭が深刻になってきた。１９

５８年に「公共用水域の水質の保全に関する法律」（水質保全法）及び「工場排水などの規

制に関する法律」（工場排水規制法）の水質２法が制定され、指定された水域における排水

規制が導入された。１９７０年１２月のいわゆる公害国会では旧水質２法に代えて水質汚濁

防止法が制定された。従来法との主な違いは、①経済との調和条項が削除された、②個別水

域指定を廃止し全国一律の排水規制が導入された、③条例による上乗せ・横出しが可能にな

った、④排水基準違反に対する直罰制が導入された、などである。１９７２年に無過失損害

賠償責任が導入された。１９７３年に水質汚濁防止法の特別法である瀬戸内海環境保全臨時

措置法が制定され、瀬戸内海海域において日本で最初のＣＯＤ総量規制が始まった。１９７

８年の水質汚濁防止法の改正により閉鎖性水域である東京湾及び伊勢湾にもＣＯＤ総量規

制が導入され、第一次ＣＯＤ総量規制が始まった。１９８９年に地下浸透規制が導入された。

２００１年に富栄養化の原因物質である窒素とリンの総量規制（第五次総量規制）が導入さ

れた。２０１９年４月１日からはＣＯＤ、窒素及びリンについて第八次総量規制が適用され

ている。水質汚濁防止法は、略して水濁法と呼ばれることがある。 

２）水質汚濁防止法の目的等 

・水質汚濁防止法の目的は、①工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び

地下に浸透する水の浸透を規制するとともに、②生活排水対策の実施を推進すること等

によって、公共用水域及び地下水の水質の汚濁の防止を図り、もって国民の健康を保護

するとともに生活環境を保全し、並びに工場及び事業場から排出される汚水及び廃液に

関して人の健康被害が生じた場合の事業者の損害賠償の責任を定めて被害者の保護を図

ることである。（法1条） 

・上記②に関しては、法第2章の2（生活排水対策の推進）に於いて主として行政のするべき

事項が定められており、工場・事業場が直接係わることが少ないので、この資料では、①

に係る規制内容について、この資料使用時の利便性を考え箇条書きにまとめた。また、法

令を参照しやすいように、規制内容ごとに、それを定めている法令の箇条を示した。以下、

水質汚濁防止法を法、水質汚濁防止法施行令を令、水質汚濁防止法施行規則を規則と略し

て記載する。 

３）水質汚濁防止法の適用を受ける工場・事業場の設置者等 

（１）工場・事業場から公共用水域に水を排出する者で特定施設の設置者及び設置しようと

する者（汚水等を含む水を公共用水域に排出する有害物質使用特定施設を含む。）。（法

5条1項、法6条） 

・特定施設：令別表第一で業種等により1から74までに区分（枝番を数え、削除番号を除

くと100区分）し、それぞれの区分において水洗施設、洗浄施設、ろ過施設、廃ガス洗

浄施設、湿式集じん施設等を特定施設として定義している。（法2条2項、令1条、令別

表第一） 法2条6項で、指定地域特定施設（令3条の2で、指定地域にある201人以上500

人以下のし尿浄化槽と定義している。）も特定施設に含むと規定している。 

        ・特定施設を設置している工場・事業場を特定事業場という。（法2条6項） 

    ・排出水：特定事業場から公共用水域に排出される水をいう。（法2条6項） 

・汚水等：特定施設から排出される汚水又は廃液をいう。（法2条7項） 

    ・有害物質使用特定施設：次の(2)において定義する。 
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（２）工場・事業場から地下に特定地下浸透水を浸透させる者で有害物質使用特定施設の設

置者及び設置しようとする者。（法5条2項、法6条）。 

・特定地下浸透水：有害物質使用特定事業場から地下に浸透する水で、有害物質使用

特定施設に係る汚水等（これを処理したものを含む。）を含むものをいう。（法2条

8項） 

・有害物質使用特定事業場：有害物質使用特定施設を設置する特定事業場。（法2条8

項） 

・有害物質使用特定施設：有害物質をその施設において製造し、使用し、又は処理す

る特定施設（指定地域特定施設を除く。）。（法2条8項） 

・有害物質：カドミウム及びその化合物、シアン化合物、鉛及びその化合物、水銀及び

アルキル水銀その他の水銀化合物、PCB、ベンゼン、ふっ素及びその化合物、アンモ

ニア・アンモニウム化合物・亜硝酸化合物及び硝酸化合物、塩化ビニルモノマー等の

計28区分の物質。（法2条2項1号、令2条） 

（３）工場・事業場から公共下水道に排水する者で有害物質使用特定施設の設置者及び設

置しようとする者又は有害物質貯蔵指定施設の設置者及び設置しようとする者。（法5

条3項、法6条） 

・有害物質貯蔵指定施設：指定施設であって当該指定施設から有害物質を含む水が地

下に浸透するおそれがある液状の物を貯蔵する施設。貯蔵量の裾切り規定はない。

（法5条3項、令4条の4） 

・指定施設：①有害物質（上記(2）参照）を貯蔵・使用するか、②指定物質を製造・

貯蔵・使用・処理する施設（法2条4項）をいうが、ここでは有害物質を貯蔵するも

のに限る。（令4条の4） 

・指定物質：次の(4)を参照 

（４）指定施設を設置する工場・事業場（「指定事業場」という。）の設置者。（法14条

の2 2項） 

・指定施設：上記(3）参照（ただし、有害物質を貯蔵するものに限らない。）。 

・指定物質：ホルムアルデヒド、過酸化水素、塩化水素、水酸化ナトリウム、水酸化

カリウム、次亜塩素酸ナトリウム、酢酸エチル、硫酸、トルエン、スチレン、キシレ

ン、フェノール類及びその塩類等の計56区分の物質。（法2条4項、令3条の3） 

（５）貯油施設等を設置する工場・事業場（貯油事業場等）の設置者。（法14条の2 3項）  

           ・貯油施設等：原油、重油、潤滑油、軽油、灯油、揮発油及び動植物油を貯蔵する施

設、又は油を含む水を処理する油水分離施設。貯蔵量又は処理量の裾切り規定はな

い。（法第2条第5項、令3条の4、令3条の5） 

（６）特定施設、有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の届出をした者からそ

の地位を承継した者（法11条） 

   ・承継があった日から30日以内に都道府県知事に届け出る。 

（７）事業者（法14条の4） 

           「事業者」の定義なく規模による裾切り規定もないので、ここでは、業種や規模の

大小を問わず、すべての事業者が対象になると解釈すべきであろう。事業者は法第2 

         章（排出水の排出の規制等）に規定する排出水の規制に関して必要な措置を講じるこ

とが求められている他、その事業活動に伴う汚水又は廃液の公共用水域への排出又は

地下への浸透の状況を把握するとともに、当該汚水又は廃液による公共用水域又は地

下水の水質の汚濁の防止のために必要な措置を講ずることが求められている。 
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（８）条例による横出し規定が適用される工場・事業場の設置者等（法29条） 

         ⅰ）排出水の水質について法で規定する生活環境項目以外の汚染項目（有害物質による
ものを除く。）が規制項目として追加されている場合（特定事業場が対象）。 

ⅱ）特定地下浸透水について法に定める有害物質以外の物質が汚染項目として追加され

ている場合（特定事業場が対象）。（特定地下浸透水の定義は、3）の(2)参照） 

ⅲ）特定事業場以外の工場・事業場から公共用水域に排出される水についての規制が設

けられている場合。 

ⅳ）特定事業場以外の工場・事業場から地下に浸透する水について、法に定める有害物

質についての規制が定められている場合。 

４）届出を要する事項 

（１）特定施設、有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の設置又はその構造等の

変更。（法5条、法7条、規則3条1項、2項、3項、4項、） 

・届出が受理されてから60日経過後でなければ設置・変更の工事等に着手してはなら

ない。但し、短縮願により短縮可。（法9条） 

・法施行時に既に設置しているときは、法施行日から30日以内に届出必要。（法6条） 

（２）特定施設、有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の設置者の代表者の氏名

等の変更、特定施設・有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設の廃止。（法10

条） 

・変更若しくは廃止した日から30日以内に届出必要。 

（３）総量規制対象工場・事業場の指定項目についての汚濁負荷量の測定手法 

・総量規制対象工場・事業場：指定地域内の特定事業場で、1日当たりの平均的な排出

水の量（「日平均排水量」という。）が50㎥以上の工場・事業場（「指定地域内事業

場」という。）。（法4条の5、規則1条の4） 

・指定地域内事業場の設置者は、あらかじめ指定項目について汚濁負荷量の測定手法

を届け出なければならない（「汚濁負荷量測定手法届出」）。測定手法を変更すると

きも同様。（法14条3項、規則9条の2 2項） 

・指定項目：COD、窒素又はリン（法4条の2、令4条の2） 

・指定水域：CODについては東京湾と伊勢湾（瀬戸内海のCOD総量規制については瀬戸

内海環境保全特別措置法に拠る）。窒素又はリンについては東京湾、伊勢湾及び瀬戸

内海。（法4条の2、令4条の2） 

・指定地域：指定水域の水質汚濁に影響を及ぼす地域。（法第4条の2、令第4条の2、

令別表第二） 

▢ 東京湾、伊勢湾に係る指定地域：COD並びに窒素又はリンに関して、東京湾に係る

指定地域は埼玉県／千葉県／東京都／神奈川県でその河川の水が東京湾に流れ出

る地域、伊勢湾に係る指定地域は岐阜県／愛知県／三重県でその河川の水が伊勢

湾に流れ出る地域。 

▢ 瀬戸内海の窒素又はリンに係る指定地域：京都府／大阪府／奈良県／和歌山県／

岡山県／広島県／山口県／徳島県／香川県／愛媛県／福岡県／大分県でその河川 

の水が瀬戸内海に流れ出る地域。（法4条の2、令4条の2） 

・汚濁負荷量許容限度の計算式 

ⅰ）COD汚濁負荷量（法4条の5 1項、2項、規則1条の5） 

       ・Lc＝Cc・Qc×10-3    
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Lc：排出が許容される汚濁負荷量（kg/D）、Cc：都道府県知事が定める一定のCOD

（mg/L）、Qc：特定排出水の量（m3/D） 

特定排出水：工場・事業場からの排出水から間接冷却水等汚濁負荷量が増加しな

い用途に使用された水を引いたもの。（規則1条の5 1項））  

・新たに特定施設が設置される場合などでは、Lc＝（Ccj・Qcj＋Cci・Qci＋Cco・

Qco）×10-3    

 Lc：排出が許容される汚濁負荷量（kg/D）、Ccj、Cci：都道府県知事が定める

一定のCOD（mg/L）、Cco：都道府県知事が定める一定のCOD（mg/L）（Ccと同じ。）、

Qcj：都道府県知事定める日以後に増加する特定排出水の量（m3/D）、Qci：都道

府県知事が定める日からQcjの都道府県知事が定める日の前日までの間増加する

特定排出水の量（m3/D）、Qco：特定排出水の量（Qcj及びQciを除く。）（m3/D） 

ⅱ）N汚濁負荷量（法4条の5 1項、2項、規則1条の6） 

・Ln＝Cn・Qn×10-3     

Ln：排出が許容されるN分の汚濁負荷量（kg/D）、Cn：都道府県知事が定める一

定のN含有量（mg/L）、Qn：特定排出水の量（m3/D） 

     ・新に特定施設が設置される場合は別計算式による。規則1条の6 2項参照。 

ⅲ）P汚濁負荷量（法4条の5 1項、2項、規則1条の7） 

      ・Lp＝Cp・Qp×10-3   

 Lp：排出が許容される汚濁負荷量（kg/D）、Cp：都道府県知事が定める一定のP

含有量mg/L）、QP：特定排出水の量（㎥/日） 

      ・新に特定施設が設置される場合は別計算式による。規則1条の7 2項参照。 

（４）(1)～(3)の届出をした者の地位を承継した者 

・特定施設、有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の届出をした者からそれ

らを譲受・借受した者及び相続・合併・分割によってそれらを承継した者は、その承

継等があった日から30日以内にその旨を都道府県知事に届け出る。（法11条 3項） 

５）排水基準等の順守 

（１）公共用水域（法2条 1項）への排水基準 

・公共用水域への排水基準は「排水基準を定める省令」に定められている。都道府県に

よって上乗せ基準が定められている場合がある。（法3条1項、3項、法29条） 

 ⅰ）有害物質の排水基準は「排水基準を定める省令」の別表第一に規定されている。

（「排水基準を定める省令」第1条） 

ⅱ）有害物質以外の項目（pH、BOD、COD、SS、油分等の生活環境項目他）の排水基準

は「排水基準を定める省令」の別表第二に規定されている。 

▢ 海域・湖沼への排出水はCOD規制、それ以外（河川等）への排出水はBOD規制。（「排

水基準を定める省令」別表第二の備考の5） 

▢ pH、BOD、COD、SS、油分等の生活環境項目他についての排水基準は、1日当たり

の平均的な排出水の量が50㎥/日以上の工場・事業場に適用される。（「排水基

準を定める省令」別表第二の備考の2） 

▢ 条例により、法の規制基準の上乗せ基準、法の規制項目以外への項目の横出し基

準、特定事業場以外の工場・事業場への規制の横出し基準が定められている場合

がある。（法3条3項、法29条）。 
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・排出水を排出する者は、その汚染状態が当該特定事業場の排出口において排水基準に

適合しない排出水を排水してはならない。（法12条 1項）。 

（２）特定地下浸透水の排水基準：有害物質が検出されないこと。（法12条の3、規則6条の

2）。 

（３）COD、N、Pの総量規制基準：指定地域内事業場の設置者は、当該指定地域内事業場に

係る総量規制基準を順守しなければならない。（法12条の2） 

６)排出水等の水質等の測定・記録・記録の保存 

（１）特定事業場から公共用水域に排出水を排出する者、又は特定地下浸透水を地下に浸透

させる者 

・排出水又は地下浸透水の汚染状態を届け出た項目について1回/年以上、その他の項目

については必要に応じて測定し、その測定結果を記録し、これを3年間保存しなければ

ならない。（法14条 1項、規則9条1号、3号、4号、6号、7号） 

・測定結果は、規則9条8号に定める様式第八による水質測定記録表に記録し、測定に伴

い作成したチャートその他の資料（いわゆる野帳）又は計量証明事業者が作成した証

明書とともに保存しなければならない。（規則9条8号、9号） 

        ・条例で測定回数が定められているときは、当該回数で行うこと。（規則9条2号、5号） 

（２）COD、N、Pの総量規制対象工場・事業場 

・特定排出水のCOD、N及びPの濃度及び特定排出水の量を測定（＊）し、1日当たり汚濁

負荷量を算出すること。（法14条2項、規則9条の2 1項1号、2号） 

・（＊）日平均排水量が400㎥以上は毎日、400㎥未満で200㎥以上は1回/7日以上、200

㎥未満で100㎥以上は1回/14日以上、100㎥未満で50㎥以上は1回/30日以上測定し、そ

の結果を記録し、これを3年間保存しなければならない。測定結果の記録は規則9条の

2 1項3号で定める様式第九の汚濁負荷量測定記録表によること。（法14条2項、規則9

条の2 1項2号、第3号）。 

・条例で測定回数が定められているときは、その回数で行うこと。（規則9条2号、5号） 

７）有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の構造基準等の順守義務（法12条の4、

規則8条の2～8条の7） 

（１）施設本体の床面、周囲の構造等（規則8条の3） 

       ・床面はコンクリート等の不浸透性を有する材料であること。防液堤、側溝等若しくは

これらと同等以上の機能を有する装置が設置されていること等。 

（２）配管等の構造等（規則第8条の4） 

・配管等を地上に設置する場合は、必要な強度を有すること、配管等の外面には腐食を

防止するための措置が講じられていること、漏洩が目視により容易に確認できるよう

に床面から離して設置されていること等。 

・配管等を地下に設置する場合は、トレンチの中に設置され、トレンチの底面及び側面 

はコンクリート等の不浸透を有する材料によること、必要な強度を有すること、配管

等の外面には腐食を防止するための措置が講じられていること等。 

（３）排水溝等の構造等（規則第8条の5） 

      ・有害物質を含む水の地下への浸透の防止に必要な強度を有すること、有害物質により

容易に劣化するおそれがないものであること、排水溝等の表面は必要な場合は耐薬品

性及び不浸透性を有する材料で被覆されていること等。 

（４）地下貯蔵施設の構造等（規則第8条の6） 



22 

          ・タンク室内に設置されていること、二重殻構造であること、地下貯蔵施設の外面には

腐食を防止するための措置が講じられていること、地下貯蔵施設内部の有害物質を含

む水の量を表示するための装置の設置若しくは同等の措置がされていること等。 

（５）使用の方法（規則8条の7） 

・使用の方法並びに使用の方法に関する点検の方法及び回数を定めた管理要領が明確に

定められていること。（規則8条の7 2号） 

８）有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の定期点検（法14条5項、規則9条の2の2

～9条の2の3） 

         （１）施設毎の点検内容、点検回数：床面、防液堤、施設本体、配管等のひび割れ、漏洩、

損傷等を点検し、点検結果を記録しなければならない。点検内容及び点検回数は規則別

表第1（大体は1回/年以上、内容によっては1回/月以上）に従う。（法14条5項、規則9

条の2の2 1項、規則別表第一） 

（２）使用の方法に関する点検：管理要領からの逸脱の有無及びこれに伴う有害物質を含む

水の飛散、流出又は地下への浸透の有無について、1回/年以上点検する。（法14条5項、

規則9条の2の2 2項）。 

（３）点検結果の記録及び保存：点検年月日、点検方法、点検結果、点検の実施者、点検実

施責任者等。記録は3年間保存（法14条5項、規則9条の2の3） 

          異常等が確認されたときは、施設の名称、異常が確認された月日、異常等の内容、異
常等を確認した者の氏名、補修その他の必要な措置を講じたときはその内容を記録し、

その記録を3年間保存しなければならない。 

９）事故時の措置（法14条の2 1項～3項） 

（１）事故時に都道府県知事に届け出なければならない事業場：特定事業場、指定事業場、

貯油事業場等。 

（２）届出を要する場合：施設の破損その他の事故が発生し、排水基準に適合しないおそ

れがある水が公共用水域に排出された場合、有害物質を含む水が地下に浸透した場合及

び有害物質・指定物質・油を含む水が公共用水域に排出した場合／地下に浸透した場合

で、生活環境に係る被害を生ずるおそれがある場合 

（３）措置内容：速やかな届出、応急措置。都道府県知事の命令を受けた場合はその措置。

（法14条の2 4項） 

10）地下水の水質の浄化に係る措置命令等（法14条の3、規則9条の3、規則別表第二） 

都道府県知事は、特定事業場又は有害物質貯蔵指定施設を設置する工場・事業場（「有害

物質貯蔵指定事業場」という。）において有害物質に該当する物質を含む水の地下への浸透

があったことにより、現に人の健康に係る被害が生じ、又は生じるおそれがあると認めると

きは、当該特定事業場又は有害物質貯蔵指定事業場の設置者に対し、地下水の水質の浄化の

ための措置をとることを命ずることができる。当該浸透があった時において当該特定事業場 

又は有害物質貯蔵指定事業場の設置であった者と異なる場合はこの限りでない。その場合は、

当該浸透があった時において当該特定事業場又は有害物質貯蔵指定事業場の設置者であっ

た者に対しても地下水の水質の浄化のための措置をとることを命ずることができる。 

11）損害賠償 

  （１）事業者の無過失損害賠償責任。但し、不遡及の原則が適用される。（法19条） 

         工場又は事業場における事業活動に伴う有害物質が汚水又は廃液に含まれた状態で

の排出又は地下への浸透により、人の生命又は身体を害したときは、当該排出又は地

下への浸透に係る事業者は、損害を賠償する責任を負わなければならない。事業者の

種類、規模についての規定がないので、すべての事業者に本件要求事項が適用される
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と解釈できる。 

      （２）共同不法行為（民法719条）の場合：損害が複数の事業者の有害物質の汚水又は廃液
に含まれた状態での排出又は地下への浸透により生じた場合は共同不法行為とみなさ

れ、連帯責任を負う。当該損害の発生に関してその原因の程度が著しく小さいときは、

裁判所によって事情が斟酌される。（法20条） 

（３）損害の発生に関して天災その他の不可抗力が競合したときは、裁判所によってこれが

斟酌される。（法20条の2） 

（４）損害賠償請求権の時効：被害者又はその法定代理人が損害及び賠償義務者を知った時

から5年間権利を行使しないとき又は損害発生の時から20年を経過して損害賠償請求権

を行使しないときは、時効によって損害賠償請求権が消滅する。（法20条の3） 

12)罰則（法30条～35条）（以下の1）～4)は、法人と行為者の両方が罰せられる（両罰規定）） 

    （１）1年以下の懲役又は百万円以下の罰金 

改善命令・計画変更等命令・一次停止命令等の違反をした者 

（２）6月以下の懲役又は50万円以下の罰金 

・公共用水域への排水基準違反をした者（過失による排水基準違反の場合は、3月以下の

禁固又は30万円以下の罰金） 

（特定地下浸透水排水基準違反及び総量規制基準違反に対しては罰則規定がない。） 

・事故時の特定事業場・指定事業場・貯油事業場等の設置者に対する応急措置命令に違

反した者 

・公共用水域での緊急時、排出水を排水する者への措置命令に違反した者 

（３）3月以下の懲役又は30万円以下の罰金 

特定施設／有害物質使用特定施設／有害物質貯蔵指定施設の設置又は構造等の変更 

の届出をせず、又は虚偽の届出した者 

（４）30万円以下の罰金 

  ・特定施設・有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設の経過措置規定（30日以内

に届出）に基づく届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

  ・特定施設／有害物質使用特定施設／有害物質貯蔵指定施設の設置又は構造等の変更 

の届出時の実施制限規定に違反した者 

  ・排出水・特定地下浸透水・汚濁負荷量の測定結果の記録をせず、虚偽の記録をし、又

は記録を保存しなかった者 

  ・有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設の定期点検の結果の記録をせず、虚偽 

の記録をし、又は記録を保存しなかった者 

  ・都道府県知事から求められた報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はその職員に

よる立入り検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

（５）以上については、行為者の他、法人も罰金刑が科される。 

（６）10万以下の過料 

  ・特定施設・有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設の設置届出に係る代表者の

氏名変更等の届出、特定施設・有害物質貯蔵指定施設の使用を廃止したときの廃止届

出について、規定された期間内に届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

  ・特定施設・有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設の承継届出を規定された期

間内にしなかった者 
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  ・あらかじめ総量規制の汚濁負荷量測定手法の届出をしなかった者 

以上 
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４．下水道法解説 

１）下水道法制定・改正の背景と経緯 

        １８１５年から１８３３年を舞台に書かれたヴィクトル・ユーゴー作の「レ・ミゼラブル」
では、主人公のジャンバルジャンがパリ地下の大下水道網の中を逃亡するシーンが描かれ、ま

た、パリの下水道の整備状況が詳しく描かれているが、このことによっても欧米では早くから

近代的下水道が整備されてきたことが窺える。日本では１９００年に旧下水道法が制定された。

１９２２年に日本で初めての下水処理場である東京三河島汚水処理場が作られた。１９３０年

には名古屋市で日本初の活性汚泥法による下水処理が始まった。１９５０年代から日本の産業

が急速に発展するとともに国内主要都市の河川や都市近郊の河川或いは海の汚濁が激しくな

り、このような状況を受けて１９５８年に旧下水道法の抜本的な改正が行われ、現行下水道法

が制定された。１９７０年１２月のいわゆる公害国会で下水道法が改正され、〝公共用水域の

水質の保全に資する。〞という文言が法の目的に加えられた。 

２）下水道法の目的 

・下水道法の目的は、要約すれば「公共下水道、流域下水道及び都市下水路の設置その他の管

理の基準等を定めて、下水道の整備を図り、もって都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に

寄与し、あわせて公共用水域の水質の保全に資すること。」である。法1条） 

・この資料では、主として法が適用される事業者に関する事項を、この資料使用時の利便性を

考え箇条書きにまとめた。また、法令を参照しやすいように、規制内容ごとに、それを定め

ている法令の箇条を示した。以下、下水道法を法、下水道法施行令を令、下水道法施行規則

を規則と略して記載する。 

３）下水道法の適用を受ける工場・事業場等 

（１）公共下水道若しくは流域下水道を使用して継続的に下水を排出する以下のいずれかに該

当する工場・事業場等 

（ⅰ）特定施設を設置する工場・事業場（特定事業場）（法11条の2 2項他） 

    ・特定施設を設置していれば、水量あるいは水質に関係なく、法が適用される。 

・特定施設とは、水質汚濁防止法第2条第2項に規定する特定施設又はダイオキシン類対

策特別措置法第12条第1項第6号に規定する水質基準対象施設（以下単に「特定施設」

という。）をいう。（法11条の2 2項） 

・公共下水道とは、下水を排除し又は処理するために地方公共団体が管理する下水道で

終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続するものをいう（雨水のみを排除して

公共用水域に放流する場合又は流域下水道に接続する公共下水道の場合では終末処

理場のないものもある）。(法2条3号） 

          ・流域下水道とは、地方公共団体が管理する下水道で、二つ以上の市町村の区域におけ

る下水を処理するためのものであり、かつ、終末処理場を有するものをいう（雨水の

みを排除して公共用水域に放流する場合では終末処理場のないものもある）。（法2

条4号） 

           ・下水とは、生活若しくは事業（耕作の事業を除く。）に起因し若しくは付随する廃水
（以下「汚水」という。）又は雨水をいう。（法2条1号） 

（ⅱ）特定事業場でない工場・事業場で、下水道法又は条例で定める水質基準に適合しな

い水質の下水を排出する工場・事業場（法11条の2 1項、令8条の2 1項、令9条1項4号、

令9条の10、令9条の11 1項3号、6号、令9条の11 2項1号、2号、3号～5号） 

    ・特定施設がなく且つ水量が50㎥/日未満であっても、下水道法又は条例で定める以下 
の水質基準に適合しない排水を排出する工場・事業場には、法が適用される。 
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・下水道法で定める水質基準とは以下をいう。 

イ）①沃素消費量 220mg/ℓ 未満、②ノルマルヘキサン抽出物含有量（鉱油類含有量
5mg/ℓ 以下、動植物油脂類含有量 30mg/ℓ 以下）、③温度 40度C未満、④アンモニ

ア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性含有窒素 125mg/ℓ 未満、⑤pH 5.7を超え8.7未
満、⑥BOD300mg/ℓ 未満（5日間培養）、⑦SS 300mg/ℓ 未満  

ロ）特定事業場からの下水の排除の制限に係る水質の基準 
①カドミウム及びその化合物 0.03mg/ℓ 以下、②シアン化合物 シアン1mg/ℓ 以    
下、③有機燐化合物 1mg/ℓ 以下、④鉛及びその化合物 鉛 0.1mg/ℓ 以下、⑤六価

クロム化合物 六価クロム 0.5mg/ℓ 以下、⑥砒素及びその化合物 砒素0.1mg/ℓ 以

下、⑦水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀0.005mg/ℓ 以下、⑧アルキ

ル水銀化合物 検出されない、⑨PCB 0.003mg/ℓ 以下、⑩トリクロロエチレン 0.1mg/

ℓ 以下、⑪テトラクロロエチレン 0.1mg/ℓ 以下、⑫ジクロロメタン 0.2mg/ℓ 以下、

⑬四塩化炭素 0.02mg/ℓ 以下、⑭一・二-ジクロロエタン 0.04mg/ℓ 以下、⑮一・

一-ジクロロエチレン 1mg/ℓ 以下、⑯シス-一・二-ジクロロエチレン 0.44mg/ℓ 以

下、⑰一・一・一-トリクロロエタン3mg/ℓ 以下、⑱一・一・二-トリクロロエタン 

0.06mg/ℓ 以下、⑲一・三-ジクロロプロペン 0.02mg/ℓ 以下、⑳チウラム 0.06mg/

ℓ 以下、㉑シマジン 0.03mg/ℓ 以下、㉒チオベカルブ 0.2mg/ℓ 以下、㉓ベンゼン 

0.1mg/ℓ 以下、㉔セレン及びその化合物 セレン0.1mg/ℓ 以下、㉕ほう素及びその

化合物 最終放流先が河川等ではほう素10mg/ℓ 以下、最終放流先が海域では230mg/

ℓ 以下、㉖ふっ素及びその化合物 最終放流先が河川等ではふっ素8mg/ℓ 以下、最

終放流先が海では15mg/ℓ 以下、㉗一・四-ジオキサン 0.5mg/ℓ 以下、㉘フェノー

ル類 5mg/ℓ 以下、㉙銅及びその化合物 銅3mg/ℓ 以下、㉚亜鉛及びその化合物 亜

鉛2mg/ℓ 以下、㉛鉄及びその化合物（溶解性） 鉄10mg/ℓ 以下、㉜マンガン及びそ

の化合物（溶解性） マンガン10mg/ℓ 以下、㉝クロム及びその化合物 クロム2mg/

ℓ 以下、㉞ダイオキシン類10pg/ℓ  

ハ）公共下水道又は流域下水道の放流水に窒素及び燐の水質基準が適用される場合は、

窒素 150mg/ℓ 未満、燐 20mg/ℓ 未満 
ニ）以下の項目に関して、条例でより厳しい基準が定められているときは、その基準 
・令9条の4 1項各号に掲げる物質（有害物質等）以外の物質について排水基準が定

められているときはその基準（横出し） 

・令9条1項各号に掲げる物質（温度、pH、ノルマルヘキサン抽出物質、沃素消費量）

についての基準より厳しい基準が定められているときはその基準（上乗せ） 

・令9条の5 1項各号に掲げる物質（アンモニア性窒素他、pH、BOD、SS、ノルマル

ヘキサン抽出物質、沃素消費量）についての基準より厳しい基準が定められてい

るときはその基準（上乗せ） 
  （ⅲ）50㎥/日以上の下水を排出して公共下水道若しくは流域下水道を使用する者（法11条

の2 1項、令8条の2 1項） 
            ・50㎥/日以上とは、公共下水道若しくは流域下水道を使用する者が最も多量に排除する

1日の量をいう。（令8の2） 
              ・地方公共団体によっては、上記の排水量を平均的な排水量としているところもあり、

また、排除する1日の排水量が50㎥/日未満のものも規制対象としているところもある

ので、注意が必要である。 

（２）上記（１）の（ⅰ）から（ⅲ）以外に下水道法の適用を受ける者として、 

（ⅰ）公共下水道又は流域下水道の排水区域内の土地の所有者、使用者又は占有者（法10
条） 

公共下水道又は流域下水道の供用が開始された場合は、当該公共下水道又は流域下
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水道区域内の土地の所有者、使用者又は占有者は、遅滞なく、その土地の下水を公共

下水道又は流域下水道に流入させるために必要な排水管等の排水設備を設置しなけれ

ばならない。 

（ⅱ）公共下水道若しくは流域下水道への排水に関する受忍義務を負う者（法11条） 

      排水管等の排水設備を設置しなければならない者が、他人の土地又は排水設備を使
用しなければ下水を公共下水道若しくは流域下水道に流入させることが困難であると

きは、他人の土地に排水設備を設置し、又は他人が設置した排水設備を使用すること

ができる。当該土地又は排水設備の所有者等は受忍義務を負う。 

（ⅲ）公共下水道若しくは流域下水道の処理区域内にくみ取便所が設けられている建築物

の所有者（法11条の3） 

     公共下水道若しくは流域下水道の処理区域内にくみ取便所が設けられている建築物

を所有する者。公示された下水処理開始の日から3年以内に水洗便所に改造すること。 

（ⅳ）都市下水路に特定排水を排出する者（法30条、令1条） 

          ・都市下水路とは、主として市街地の下水を排除するために地方公共団体が管理して
いる下水道（公共下水道及び流域下水道を除く。）で、その規模が令21条で定める

規模（＊）以上のものであり、かつ、当該地方公共団体が指定したものをいう。（法

2条5号、令21条                            

（＊）イ）主として製造業、ガス供給業又は鉱業の用に供する施設から排除される汚

水を排除・処理するために設けられたもので、排水管の内径が250ｍｍ以                   
上であり、排除することができる下水の量が1万㎥/日以上。 

ロ）上記以外のその他のものとして 、管渠の内径500ｍｍ以上で、雨水を排除
することができる地域の面積が10ha以上。 

・当該法的要求事項が適用される事業者 

     イ）工場その他の事業所（一団地の住宅経営、社宅その他これらに類する施設を含
む。）で、汚水の排水量100㎥/日以上の下水を同一都市下水路に排水するもの。 

ロ）工場その他の事務所で、令9条の5 1項等の基準に適合しない汚水を50㎥/日以上
排水する者。 

     ・以上は、法2条5号による都市下水路の定義に基づいた記述であるが、国交省のホー
ムページでは、「都市下水路とは、主として市街地公共下水道の排水区域外におい

て、専ら雨水排水を目的とするもので、終末処理場を有しないものをいう。」と定

義されている。 

４）下水道法の適用を受ける工場・事業場等がしなければならないこと。 

（１）共通事項 

  （ⅰ）排水設備の設置等 

    公共下水道又は流域下水道の供用が開始されたら、遅滞なく、その下水を公共下水

道又は流域下水道に流入させるために必要な排水管、排水渠その他の排水設備を設置

する。（法10条1項） 

（ⅱ）使用開始届 

・令で定める量（＊1）又は水質（＊2）の下水を排除（排水）して公共下水道又は流

域下水道を使用しようとする者（注：3）の(1)の(ⅱ)又は(ⅲ)に該当する者）は、

あらかじめ、公共下水道管理者又は流域下水道管理者に下水の量及び水質、使用開

始の時期を届け出る。その届出に係る下水の量又は水質を変更しようとするときも

同様。（法11条の2、令8条の2、規則6条） 
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（＊1）下水の量は、最も多いときの排水量が50㎥/日以上（令8条の2 1項） 

（＊2）下水の水質は、3)の(1)の(ⅱ)に示した水質基準に適合しない水質 

・水質汚濁防止法に規定されている特定施設又はダイオキシン類対策特別措置法に規

定されている水質基準対象施設の設置者は、水量・水質に関係なく、あらかじめ、

規則6条に規定されている様式を使用して、使用開始の時期を公共下水道管理者又は

流域下水道管理者に届け出る。（法11条の2、規則6条） 

（ⅲ）水洗便所への改造 

   公共下水道又は流域下水道の公示された処理開始日から3年以内に、くみ取便所を水

洗便所に改造する。（法11条の3） 

   （ⅳ）除害施設の設置 

     著しく公共下水道若しくは流域下水道の施設の機能を妨げ、又は公共下水道若しく

は流域下水道を損傷するおそれがある下水（＊）を継続して公共下水道若しくは流域

下水道に排水する者について、条例で除害施設の設置が必要と定められている場合は、

その定めに従って除害施設を設け、又は必要な措置を講ずる。（法12条、令9条） 

（＊）以下の水質の下水 
  ①温度                    45°C以上 

②pH                          5以下又は9以上 

  ③油分（ノルマルヘキサン抽出物質含有量） 

   イ）鉱油類含有量              5mg/ℓ を超えるもの 

   ロ）動植物油脂類含有量           30mg/ℓ を超えるもの 

           ④沃素消費量                  220mg/ℓ 以上 

（ⅴ）工事負担金の負担 

     令11条の規定により算出した量（＊）以上の下水を排除（排水）することができる

排水設備を設けたことにより、公共下水道又は流域下水道を改築することが必要とな

ったときは、公共下水道管理者又は流域下水道管理者が当該工事に要した費用の一部

を負担させられることがある。（法19条、令11条） 

（＊）公共下水道又は流域下水道へ当該汚水が流入すべき部分の計画水量の1/5以上の

水量。 

（ⅵ）条例で下水の量及び水質によって定められる公共下水道又は流域下水道の使用料の

支払い。（法20条） 

（２）特定施設を設置する工場・事業場（特定事業場） 

（ⅰ）特定事業場からの下水の排除の制限（法12条の2） 

  イ）特定事業場から下水を排除して公共下水道又は流域下水道を使用する者は、その水

質が当該公共下水道又は流域下水道への排出口において、政令で定める基準に適合し

ない下水を排除してはならない。 

・政令で定める基準とは、令9条の4に規定されている特定事業場からの下水の排除の

制限に係る水質基準のことをいい、上記3)の(1)の(ⅱ)のロ）に示した水質基準のこ

とである。（法12条の2 1項、令9条の4） 

ロ）イ）に記載した項目（有害物質等）以外の項目については条例で水質基準（排除基

準）が定められるが、その条例の基準に適合しない下水を排除してはならない。（法

12条の2 3項、令9条の5） 

・条例の定めは、令9条の5 1項に示されている値（＊）より厳しいものであってはな

らない。（法12条の2 3項、5項、令9条の5 1項） 
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   （＊）① アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素 
及び硝酸性窒素                 380mg/ℓ 未満 

        ② pH                                5を超え9未満 
        ③ BOD                           600mg/ℓ 未満 
             ④ SS                                600mg/ℓ 未満 
            ⑤ n-Hex抽出物質含有量 
         ・鉱油類含有量                   5mg/ℓ 以下 
              ・動植物油脂類含有量             30mg/ℓ 以下 
             ⑥ 窒素含有量                       240mg/ℓ 未満 
             ⑦ 燐含有量                         32mg/ℓ 未満 

    ・製造業又はガス供給業の用に供する施設から公共下水道又は流域下水道へ排除（排
水）される下水の合計量が公共下水道又は流域下水道で処理される汚水の量の1/4以

上で、他の汚水により十分に希釈されないとき、その他のやむを得ない理由がある

ときは、当該製造業又はガス供給業の用に供する施設からの排水の排水基準（排除

基準）については、条例で、上記の水質基準（令9条の5 1項）より厳しい水質基準

を定めることができる。この場合でも、その水質は以下に示す値（＊）より厳しい

ものであってはならない。（令9条の5 2項） 

（＊）① アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素 
及び硝酸性窒素                 125mg/ℓ 未満 

        ② pH                               5.7を超え8.7未満 
        ③ BOD                              300mg/ℓ 未満 
        ④ SS                               300mg/ℓ 未満 
             ⑤ 窒素含有量                      240mg/ℓ 未満 
             ⑥ 燐含有量                        150mg/ℓ 未満 
             ⑦ 燐含有量                        20mg/ℓ 未満 

（ⅱ）継続して下水を排除して公共下水道又は流域下水道を使用しようとする特定施設の設

置者は、あらかじめ、使用の開始時期を公共下水道管理者又は流域下水道管理者に届け

出なければならい。（法11条の2 2項） 

（ⅲ）特定施設の設置の届出（法12条の3） 

  ・工場又は事業場から継続して下水を排除して公共下水道又は流域下水道を使用する者

が、当該工場又は事業場に特定施設を設置しようとするときは、公共下水道管理者又

は流域下水道管理者に届け出なければならない。この届出が受理された日から60日を

経過した後でなければ当該特定施設を設置してはならない。ただし、期間短縮願の規

定がある。（法12条の3 1項、法12条の6 1項、2項） 

  ・一つの施設が特定施設になった際現にその施設を設置している者（設置工事をしてい 

る者を含む。）は、当該施設が特定施設となった日から30日以内に公共下水道管理者

又は流域下水道管理者に届け出なければならない。（法12条の3 2項） 

  ・特定施設の設置者が、当該特定施設を設置している工場又は事業場から継続して下水

を排除して公共下水道又は流域下水道を使用することになったときは、その日から30

日以内に公共下水道管理者又は流域下水道管理者に届け出なければならない。（法12

条の3 3項） 

（ⅳ）特定施設の構造等の変更の届出（法12条の4） 

   特定施設の届出をした者は、その届出に係る事項を変更しようとするときは、公共下

水道管理者又は流域下水道管理者に届け出なければならない。この届出が受理された日

から60日を経過した後でなければ構造等の変更をしてはならない。ただし、期間短縮願
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の規定がある。（法12条の4、法12条の6 1項、2項） 

（ⅴ）氏名の変更等の届出（法12条の7） 

  ・特定施設の届出事項のうち、氏名・名称・代表者の氏名・工場又は事業場の名称・住

所を変更したときは、その日から30日以内に公共下水道管理者又は流域下水道管理者

に届け出なければならない。 

  ・特定施設の使用を廃止したときは、その日から30日以内に届け出なければならない。 

（ⅵ）承継（法12条の8） 

  ・特定施設の設置届をした者から、その届出に係る特定施設を譲り受け、借り受けた者

は、当該届出をした者の地位を承継し、その承継があった日から30日以内に公共下水

道管理者又は流域下水道管理者に届け出なければならない。   

  ・特定施設の設置届をした者について、相続、合併又は分割があったときは、相続人、

合併後存続する法人又は分割により当該特定施設を承継した法人は、当該届出をした

者の地位を承継し、その承継があった日から30日以内に公共下水道管理者又は流域下

水道管理者に届け出なければならない。 

（ⅶ）事故時の措置（法12条の9） 

  ・人の健康に係る被害又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質又は油（＊）

を含む下水が特定事業場から排出され、公共下水道又は流域下水道に流入する事故が

発生したときは、直ちに、当該下水の排出を防止するための応急措置を講ずるととも

に、速やかに、その事故の状況及び講じた措置の概要を公共下水道管理者又は流域下

水道管理者に届け出なければならない。 

（＊）水質汚濁防止法施行令2条各号に掲げる物質（有害物質等28物質）及びダイオキ

シン類並びに水質汚濁防止法施行令3条の4各号に定める物質（原油、重油、潤滑

油、軽油、灯油、揮発油、動植物油）（令9条の8） 

   （ⅷ）水質の測定義務（法12条の12、規則15） 

          継続して下水を排除して公共下水道又は流域下水道を使用する特定施設の設置者は、
規則15条で定めるところ（＊）により、当該下水の水質を測定し、その結果を記録し、そ

の記録を5年間保存しなければならない。 

ただし、条例に水質の測定回数について別の定めがあるときは、その条例の定めの回数

に従い測定する。 

（＊）イ）水質測定回数 

①温度         1回/日以上 
②pH                   1回/日以上 

        ③BOD                  14日に1回以上 
        ④ダイオキシン類    1回/年以上 

⑤その他の項目      7日に1回以上 

ただし、ダイオキシン類以外の測定項目について条例に別の定めがあるときは、

その条例の定める項目について、条例で定める頻度で測定する。 

ロ）測定のための試料の採取条件 

測定のための試料は、下水の水質が最も悪いと推定される時刻に、水深の中層

部から採取する。 

ハ）測定のための試料の採取場所 

測定のための試料は、公共下水道又は流域下水道への排出口ごとに、公共下水
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道又は流域下水道に流入する直前で、公共下水道又は流域下水道による影響の及

ばない地点で採取する。 

（ⅸ）汚染原因者負担金の負担（法18条の2） 

    公害健康被害の補償等に関する法律(公害健康被害補償法)第6条に規定されている指

定疾病（＊）に影響を与える水質汚濁の原因物質を当該公共下水道又は流域下水道に排

除した特定施設の設置者（過去の設置者を含む。）は、公共下水道管理者又は流域下水

道管理者が特定賦課金を徴収された場合、当該賦課金の納付に要する費用の全部又は一

部を負担させられることがある。 

   （＊）[新潟県の指定された区域→水俣病（新潟水俣病）]、[富山県の指定された区域→
イタイイタイ病]、[島根県の指定された区域→慢性砒素中毒症]、[熊本県の指定され

た区域→水俣病]、[宮崎県の指定された区域→慢性砒素中毒症] 

（ⅹ）改善命令を受けたときの処置（法37条の2） 

    公共下水道管理者又は流域下水道管理者が特定事業場からの排水が、令9条の4で定め

る基準（特定事業場からの下水の排除の制限に係る水質の基準（有害物質等））及び令9

条の5で定める基準（特定事業場からの下水の排除の制限に係る水質の基準を定める条例

の基準）に従い条例で定める排除基準（排水基準）に適合しない下水を排除するおそれ

があると認めたときは、その特定事業場に対し、該当する特定施設の使用若しくは当該

公共下水道又は流域下水道への下水の排除の停止を命ずことができる。 

（３）特定事業場以外の工場・事業場で、下水道法又は条例で定める水質の下水を排出する工

場・事業場 

（ⅰ）4)の(1)の（ⅰ）～（ⅵ）に記載した共通事項 

（ⅱ）特定事業場以外の工場・事業場から継続して令9条の4で定める基準（特定事業場か

らの下水の排除の制限に係る水質の基準（有害物質等の基準））に適合しない下水及

び令9条の11で定める基準（除害施設の設置等に関する条例の基準）に従い条例で定

める基準を超える（筆者注：ここでは〝超えるおそれがある〞と解釈するのが合理的

と思われる。）下水を排除して公共下水道又は流域下水道を使用する者に対して、条

例で除害施設を設け、又は必要な処置をしなければならないと規定されているときは、

その規定に従って、除害施設を設け又は必要な処置をしなければならない。（法12

条の11）  

（ⅲ）水質の測定義務（法12条の12、規則15） 

4）の(2)の（ⅷ）と同様。 

（４）50㎥/日以上の下水を排出して公共下水道若しくは流域下水道を使用する者（法11条の
2  1項、令8条の2 1項） 

（ⅰ）4)の(1)の（ⅰ）～（ⅵ）に記載した共通事項 

（ⅱ）除害施設の設置等についても、上記(3)の（ⅱ）と同様。 

（ⅲ）水質の測定義務についても、(3)の（ⅲ）と同様。 

５）罰則 

（１）1年以下の懲役又は百万円以下の罰金（法45条） 
  ・特定施設の設置届又は特定施設の構造等の変更届をした際の当該特定施設の構造・使

用の方法・特定施設から排出される汚水の処理法方法に関する計画の変更命令又は特

定施設の設置計画の廃止命令に違反した者 
  ・水質基準に適合しない下水を排除するおそれがあるとして、特定施設の構造・使用の

方法・特定施設から排出される汚水の処理法方法に関する計画の変更命令に違反した

者、当該特定施設の使用若しくは当該公共下水道又は流域下水道への下水の排除の停
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止命令に違反した者 

  ・下水道法の規定によってなされた許可若しくは承認の取り消し、条件変更命令、行為

若しくは工事中止命令、その他の措置命令に違反した者 

（２）6ｹ月年以下の懲役又は50万円以下の罰金（法46条） 

  ・下水排除基準（排水基準）に違反した者（過失によった場合は、3ｹ月以下の禁固又は

20万円以下の罰金） 

  ・事故時に当該下水の排出を防止するための応急措置命令に違反した者 

（３）3ｹ月年以下の懲役又は20万円以下の罰金（法47条の2） 

  ・特定施設の設置届又は特定施設の構造等の変更届をせず、又は虚偽の届出をした者 

（４）30万円以下の罰金（法48条） 

  ・水洗便所への改造命令に違反した者 
（５）20万円以下の罰金（法49条） 
  ・公共下水道又は流域下水道の使用開始届出をせず、又は虚偽の届出をした者 
  ・経過措置として一つの施設が特定施設となったとき規定された期間内に届出をせず、

又は、虚偽の届出をした者 
・特定施設の設置届又は特定施設の構造等の変更届をした者が、届出が受理されてから

60日経過しないで設置・変更等をした者 
  ・排水口での下水の水質測定記録を作成せず、又は虚偽の記録をした者 
  ・公共下水道管理者又は流域下水道管理者から求められた報告をせず、又虚偽の報告を

した者 
（６）法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関して（１）～（５）の違反行為をしたときは、行為者が罰せられる他、

その法人又は人に対しても罰金刑が科される。（法50条） 

（７）10万円以下の過料 

・特定事業場の名称・住所等の変更の届出をしなかった者、法人の代表者の氏名変更の

届出をしなかった者 

・特定施設の廃止届出をしなかった者 

  ・承継届出を定められた期間内にしなかった者（法51条） 

以上 



33 

５．浄化槽法解説 

１）浄化槽法制定・改正の背景と経緯 

      明治初期から便所・汚物処理を規制する法令があったが、１９００年（明治３３年）に日本
最初の廃棄物処理に関する法律として汚物掃除法が制定された。１９５０年に制定された建築

基準法の施行令の中で便所・汚物浄化槽の構造基準が定められた。１９５４年清掃法が制定さ

れたのを受けて汚物掃除法は廃止された。清掃法では汚物の収集・処分は市町村の責務とされ

る一方、同法第１３条で、し尿浄化槽の設置に届出を義務付け、厚生省令の定める基準に従っ

て維持管理することが規定された。１９７０年１２月のいわゆる公害国会において清掃法を全

面的に改める形で廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法若しくは廃掃法）が制定

された。１９８３年５月に浄化槽法が制定・公布され、１９８５年１０月１日より全面施行さ

れた。２０００年６月の浄化槽法の改正（２００１年４月１日施行）で、合併処理浄化槽のみ

が浄化槽として定義され、単独処理浄化槽の新設は原則禁止されることとなった。 

２）浄化槽法の目的 

      ・法の目的は、要約すると「公共用水域等の水質の保全等の観点から浄化槽によるし尿及び雑

排水の適正な処理を図り、もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上に資すること。」であ

る。（法1条） 

・この資料では、主として工場・事業場に適用される規制事項について、この資料使用時の利

便性を考え箇条書きにまとめた。また、法令を参照しやすいように、規制内容ごとに、それ

を定めている法令の箇条を示した。以下、浄化槽法を法、浄化槽法施行令を令、浄化槽法施

行規則を規則と略して記載する。 

３）浄化槽法の適用対象者 

 ・浄化槽法の適用対象者は、①公共用水域にし尿及び雑排水を放流しようとする者、②浄化槽

使用者、③公共浄化槽を設置する市町村、④浄化槽製造業者、⑤浄化槽工事業者、⑥浄化槽

保守点検業者、⑦浄化槽清掃業者、⑧指定検査機関などである。 

 ・この内、浄化槽を使用する工場・事業場は、上記①及び②に該当するので、主として浄化槽

使用者等についての規制事項を次の4)以下に記載する。他の適用対象者についての規制事項

は、本資料では省略する。 

４）浄化槽を設置し使用する工場・事業場がしなければならない事項 

（１）浄化槽設置等の届出 

  ・浄化槽を設置し、又はその構造若しくは規模の変更をしようとする者は、その旨を都道

府県知事（保健所を設置する市又は特別区では市長又は区長）に届け出なければならな

い。届出が受理された日から21日を経過した後でなければ、当該届出に係る浄化槽工事

に着手してはならない。知事等が認めたときは制限期間の短縮可。（法5条1項、4項） 

・浄化槽とは、便所と連結してし尿及びこれと併せて雑排水（工場排水、雨水その他の特

殊な排水を除く。）を処理し、下水道以外に放流するための設備をいう。（法2条1号） 

・浄化槽は、単独処理浄化槽と区別するため合併処理浄化槽（若しくは合併浄化槽）と呼

ばれることもあるが、浄化槽法上の浄化槽と言えば合併処理浄化槽のことを指す。（法2

条1号） 

・2000年の浄化槽法の改正で、単独処理浄化槽（若しくは単独浄化槽とも言い、し尿のみ

を処理する浄化槽）が浄化槽法での浄化槽の定義から外された。2000年の改正法附則2

条及び規則1条3号で単独処理浄化槽は「みなし浄化槽」と呼ばれることになり、改正法

附則3条で改正法施行日である2001年4月1日以降は新法で規定する浄化槽（即ち合併処理 

浄化槽）の設置に努めなければならないとされ、また、法3条の2で、2001年4月1日以降

は単独処理浄化槽の設置は原則禁止とされた。みなし浄化槽の保守点検等については、
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浄化槽に準じた扱いがされる。（法3条の2 1項、2項、法附則2条、法附則3条、規則1条3

号） 

  ・浄化槽工事は、浄化槽工事の技術上の基準に従って行わなければならない。都道府県知

事は、その技術基準のみによっては生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止し難い

と認めるときは、条例で特別の定めをすることができる。（法6条、昭和60年厚生省・

建設省令第1号「浄化槽工事の技術上の基準並びに浄化槽の設置等の届出及び設置計画

に関する省令」） 

・浄化槽から公共用水域に放流する水の水質の技術上の基準として、BOD20mg/ℓ 以下、BOD

除去率90％以上が定められている。みなし浄化槽にはこの規定は適用されない。（法4

条1項、規則1条の2） 

・浄化槽の構造基準は、建築基準法並びにこれに基づく命令及び条例で定める。（法4条2

項 

・何人も、終末処理下水道又は廃掃法に基づくし尿処理施設で処理する場合を除き、浄化

槽で処理した後でなければ、し尿及び雑排水を公共用水域等に放流してはならない。浄

化槽を使用する者は、浄化槽の機能を正常に維持するため、規則で定める準則を順守し

なければならない。（法3条、規則1条） 

（２）浄化槽使用開始報告 

・浄化槽管理者（当該浄化槽の所有者、占有者その他の者で当該浄化槽の管理について権

原を有する者）は、浄化槽使用開始日から30日以内に、使用開始日などを記載した報告

書を都道府県知事に提出しなければならない。（法10条の2 1項、規則4条、規則8条の2） 

（３）浄化槽設置後の最初の水質検査 

・新たに設置し、又はその構造若しくは規模を変更した浄化槽については、使用開始後3ｹ

月を経過した日から5ｹ月間の期間内に、浄化槽管理者は、指定検査機関の行う水質検査

を受けなければならない。水質検査項目は①pH、②汚泥沈殿率（SV）、③溶存酸素量（DO）、

④透視度、⑤塩化物イオン濃度、⑥残留塩素量、⑦BODの7項目である。指定検査機関は、

その水質検査の結果等を遅滞なく都道府県知事に報告しなければならない。（7条検査） 

（法7条1項、2項、規則4条1項、2項、環境省通知衛浄33号「浄化槽法第7条及び第11条
に基づく浄化槽の水質に関する検査の項目、方法その他必要な事項について」、環境省

通知衛浄34号「浄化槽法第7条及び第11条に基づく浄化槽の水質に関する検査の検査内容

及び方法、検査票、検査結果の判定等について」） 

  ・環境省通知衛浄34号において、浄化槽の処理水々質の望ましい範囲が示されている。 

    ・pH               5.8～8.6 

    ・汚泥沈殿率   
      単独浄化槽          10％以上60％以下 

      合併浄化槽          10％以上 

    ・溶存酸素量     

      単独浄化槽           0.3mg/ℓ 以上 

      合併浄化槽       1.0mg/ℓ 以上 

    ・透視度 

      BOD処理性能       透視度 

      90mg/ℓ 以下    7度以上 （単独浄化槽の場合） 

      60mg/ℓ 以下     10度以上 （合併浄化槽の場合。以下同様） 

       

 

30mg/ℓ 以下    15度以上 

20mg/ℓ 以下     20度以上 
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・塩化物イオン 
    単独浄化槽のみ     90mg/ℓ 以上140mg/ℓ 以下 
  ・残留塩素         検出されること。 

  ・BOD                      処理性能以下 

（４）浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃等 

  ・浄化槽管理者は、最初の保守点検を、浄化槽の使用開始直前に行わなければならない。

（法10条1項、規則5条1項、2項、8項） 

・浄化槽管理者は、毎年1回（規則で保守点検の回数が定められている場合（(＊1)、(＊2)）

は、その定めに従う。）浄化槽の保守点検及び浄化槽の清掃をしなければならない。使

用休止届をした浄化槽についてはこの保守点検及び清掃はしなくてよい。浄化槽の保守

点検は規則2条に定める保守点検の技術上の基準に従って行い、清掃は規則3条に定める

清掃の技術上の基準に従って行う。（10条点検）（法10条1項、法8条、法9条、規則2条、

規則3条、規則6条、規則7条） 

         (＊1)・通常の使用状態における保守点検の回数は、みなし浄化槽については規則6条1

項において、例えば全ばっ気方式のものでは、処理対象人員が20人以下のもの

で3ｹ月に1回以上、21人以上300人以下のもので2ｹ月1回以上などと定められ、浄

化槽については規則6条2項において、例えば分離接触ばっ気方式のものでは、

処理対象人員が20人以下のもので4ｹ月に1回以上、21人以上50人以下のもので3ｹ

月に1回以上などと定められている。（規則6条1項、2項） 

     ・駆動装置又はポンプ設備の作動状況の点検及び消毒剤の補給は、必要に応じて

行う。（規則6条5項） 

(＊2)全ばっ気式の浄化槽の清掃の回数は、おおむね6月に1回以上とする。（規則7条） 

・上記の保守点検は、都道府県知事の登録を受けた浄化槽保守点検業者、登録制度が設け

られていない場合には浄化槽管理士に委託できる。清掃は、市長村長の許可を受けた浄

化槽清掃業者に委託できる。（法10条3項、法35条、法48条1項、） 

・処理対象人員が501人以上の浄化槽については、その保守点検及び清掃に関する技術上の

業務を行う技術管理者を置かなければならない。この技術管理者は、浄化槽管理士の資

格を持ち、かつ、業務経験が2年以上ある者、又は、これと同等以上の知識及び技能を有

すると認められる者であること。（法10条2項、規則8条） 

・浄化槽管理者は保守点検又は清掃の記録を作成し、3年間保存しなければならない。保守

点検又は清掃を委託した場合は、委託を受けた者（受託者）が保守点検又は清掃の記録

を作成し、浄化槽管理者に交付しなければならない。受託者は、保守点検の記録を交付

するとき、その内容を浄化槽管理者に説明しなければならない。（法10条3項、規則5条） 

  ・処理対象人員501人以上の浄化槽についての技術管理者を変更したときは、変更の日か

ら30日以内に、変更後の技術管理者の氏名、変更年月日などを記載した報告書を都道府

県知事に提出しなければならない。（法10条の2 2項、規則8条の2 2項） 

  ・浄化槽管理者に変更があったときは、変更の日から30日以内に、変更前の浄化槽管理者

の氏名、変更年月日などを記載した報告書を都道府県知事に提出しなければならない。

（法10条の2 3項、規則8条の2 3項） 
（５）浄化槽の定期検査 

・浄化槽管理者は、毎年1回（環境省令で定める浄化槽については環境省令で定める回数）

指定検査機関による水質検査を受けなければならない。指定検査機関は、その水質検

査の結果等を遅滞なく都道府県知事に報告しなければならない。（11条検査）（法11

条、規則9条） 使用休止届をした浄化槽についてはこの検査を受けなくてよい。 

・定期検査項目：①外観検査、②水質検査、③書類検査（保守点検・清掃の記録） 
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・水質検査項目：①pH、②溶存酸素量（DO）、③透視度、④残留塩素濃度、⑤BODの5項目

である。 

・処理水々質の望ましい範囲は、上記(3)に示した。（法11条、規則9条、環境省通知衛浄

33号「浄化槽法第7条及び第11条に基づく浄化槽の水質に関する検査の項目、方法その

他必要な事項について」、環境省通知衛浄34号「浄化槽法第7条及び第11条に基づく浄

化槽の水質に関する検査の検査内容及び方法、検査票、検査結果の判定等について」） 

（６）浄化槽の使用休止届、使用再会届出、使用廃止届 

     ・浄化槽管理者は、浄化槽の使用の休止に当たって当該浄化槽の清掃をしたときは、当該
浄化槽の休止を都道府県知事に届け出ることができる。この届け出た浄化槽については、

その後の保守点検、清掃及び水質検査はしなくてよい。（法11条の2 1項、規則9条の3） 

       ・浄化槽管理者は、使用の休止の届出に係る浄化槽の使用を再開したとき又は使用が再開
されていることを知ったときは、使用を再開した日又は使用が再開されていることを知

った日から30日以内にその旨を都道府県知事に届け出なければならない。（法11条の2 2

項、規則9条の4） 

・浄化槽管理者は、浄化槽の使用を廃止したときは、廃止した日から30日以内にその旨を

都道府県知事に届け出なければならない。（法11条の3） 

    ５）罰則 

     （１）3月以下の懲役又は50万円以下の罰金（法63条） 

  ・法5条1項の規定による届出（浄化槽の設置届、構造若しくは規模の変更届）をせず、又

は虚偽の届をした者 

  ・法5条3項の規定による命令（浄化槽の設置届、構造若しくは規模の変更届をしたとき、

当該届出に係る浄化槽の設置、構造若しくは規模の変更の計画の変更又は廃止の命令）

に違反した者 

（２）30万円以下の罰金（法64条） 

  ・法5条4項の規定（浄化槽の設置等の届出が受理されてから21日間は工事に着手してはな

らない。）に違反して浄化槽工事を施工した者 

・法10条2項の規定（501人以上の規模の浄化槽の浄化槽管理者は技術管理者を置く）に違

反して技術管理者をおかなかった者 

（３）30万円以下の過料（法66条の2） 

・法7条の2 3項の規定（7条検査（浄化槽設置後の水質検査）に関する命令）、法12条の2 3

項の規定（11条検査（浄化槽の定期検査）に関する命令）の規定に違反した者 

（４）5万円以下の過料（法68条） 

  ・法11条の2 1項の規定（浄化槽の休止届）による届をする場合に虚偽の届をした者 

  ・法11条の2 2項の規定（浄化槽使用再開時の届）、法11条の3の規定（浄化槽廃止届）に 

よる届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

（筆者注）法10条の2で定める浄化槽使用開始届、法7条で定める浄化槽設置後の最初の水質

検査、法10条で定める浄化槽の保守点検・清掃（使用開始直前の最初の保守点検を含む）及

び法11条で定める浄化槽の定期検査をしなかった場合の罰則規定はない。ただし、法12条で

保守点検又は清掃について都道府県知事は改善勧告及び命令をすることができると規定され

ており、その命令に違反した者は、6月以下の懲役又は百万円以下の罰金に処することが規定

されている（法62条）。また、法7条の2で浄化槽設置後の水質検査（7条検査）について都道

府県知事により改善勧告・命令、又は法12条の2において定期検査（11条検査）について都道

府県知事により改善勧告・命令をすることができると規定され、その命令に違反した者は、
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上記5)の(3)に記したとおり、30万円以下の過料に処することが規定されている（法66条の2）。 

以上 
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6．省エネ法解説 

１）省エネ法制定・改正の背景と経緯 

１９５１年に燃料資源の保全及び企業のエネルギー使用の合理化に寄与することを目的に

熱管理法が制定された。１９７３年（第一次オイルショック）と１９７９年（第二次オイルシ

ョック）の２度のオイルショック（原油の供給逼迫及び原油価格の高騰に伴う世界経済全体の

混乱のことをいい、石油危機又は石油ショックとも呼ばれる。）を経て、熱管理法に代えて、

１９７９年に省エネ法が制定された。このときエネルギー管理指定工場の指定制度も創設され

た。１９９３年の改正で定期報告制度が導入された。２０１３年に電気の平準化の取り組みを

促すことを主な内容とする改正があった。２０１８年には大幅に改正（２０１８年１２月１日

施行）され、①連携省エネルギー計画の認定制度創設、②認定管理統括事業者の認定制度創設、

③ネット小売り業者を規制対象とするなど規制対象を拡大、④荷主の定義の見直しと準荷主

（貨物の到着日時などを指示することができる荷受け側）を創設、⑤中長期計画の提出頻度の

軽減などが行われた。省エネ法の正式な名称は、「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」

である。 

２）省エネ法の目的 

・法の目的は、要約すると「①工場・事業場、輸送、建築物及び機械器具等についてのエネル

ギーの使用の合理化に関する所要の措置、②電気の需要の平準化に関する所要の措置、③そ

の他のエネルギーの使用の合理化、等を総合的に進めるために必要な措置を講ずること。」

である。（法1条） 

・この資料では、法が適用される事業者に関する事項を、この資料使用時の利便性を考え箇条

書きにまとめた。また、法令を参照しやすいように、規制内容ごとに、それを定めている法

令の箇条を示した。以下では、省エネ法を法、省エネ法施行令を令、省エネ法施行規則を規

則と略して記載する。 

３）省エネ法の適用を受ける事業者 

（１）特定事業者 

・特定事業者とは、当該事業者が設置する全ての工場・事業場のエネルギーの年度（4月1

日～翌年3月31日）の使用量の合計量が原油換算で1,500kℓ 以上の事業者（連鎖化事業者、

認定管理統括事業者及び管理関係事業者を除く。）であって、経済産業大臣の指定を受

けているものをいう。（法7条1項、令2条1項） 

・エネルギーの年度の使用量とは、その年度に使用した燃料の量、その年度に他人から供

給された熱及び電気の量を、それぞれ原油に換算した量の合計量（「原油換算エネルギ

ー使用量」という。）をいう。（令2条2項） 

・太陽光発電、風力発電等の電気を自ら使用するか、他からその電気の供給を受けて使用

する電気の量は、上記の電気の量に含まれない。（法2条1項、令1条2項） 

・使用した燃料の量の原油の数量への換算は、規則別表第一で燃料ごとに示されている発

熱量（単位はギガジュール）を用いて行う。（法7条2項、規則4条1項） 

・他人から供給された熱の量の原油の数量への換算は、規則別表第二に示された換算係数

を用いて行う。（令2条2項、規則4条2項） 

     ・特定事業者は、第一種特定事業者（第一種エネルギー管理指定工場等（年度のエネルギ
ー使用量が原油換算で3,000kℓ 以上で、経済産業大臣の指定を受けている工場等）を設

置している者）と第二種特定事業者（第二種エネルギー管理指定工場等（年度のエネル

ギー使用量が原油換算で1,500kℓ 以上で、経済産業大臣の指定を受けている工場等）を 

設置している者）に区分されている。（法10条1項、2項、法13条1項、2項、令3条、令6

条） 
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（２）特定連鎖化事業者 

・特定連鎖化事業者とは、フランチャイズチェーン事業（連鎖化事業）を行う者（連鎖化

事業者）の内、当該連鎖化事業者が設置している全ての工場・事業場及びフランチャイ

ズチェーン事業の加盟者が設置している当該連鎖化事業に係る全ての工場・事業場にお

けるエネルギーの年度の使用量の合計量が原油換算で1,500kℓ 以上である連鎖化事業者

であって、経済産業大臣の指定を受けているものをいう。（法18条1項、2項） 

（３）認定管理統括事業者 

・認定管理統括事業者とは、特定事業者グループ企業の一体的な省エネの取組みを統括し

て管理する事業者（親会社）で、当該工場等を設置している者及びその認定に係る密接

関係者（以下「管理関係事業者」という。）が設置している全ての工場等の前年度のエ

ネルギー使用量の合計量が1,500kℓ 以上であり、経済産業大臣の認定を受けているもの

をいう。（法29条1項、2項、規則43条、規則46条） 

・管理関係事業者とは、認定管理統括事業者及びその認定に係る密接関係者をいう。（法

29条2項2号） 

（４）連携省エネルギー計画の認定に係る事業者 

・連携省エネルギー計画認定に係る事業者とは、他の工場等を設置している者と連携して

工場等におけるエネルギーの使用の合理化の推進のための省エネルギー計画（「連携省

エネルギー計画」）を作成し、経済産業大臣に提出し、その認定を受けている者をいう。

（法46条1項） 

（５）特定貨物輸送事業者 

  ・特定貨物輸送事業者とは、貨物輸送事業者（本邦内の各地間において発着する他人又は
自らの貨物の輸送を、業として、エネルギーを使用して行う者をいう。）の内、貨物輸

送用鉄道車両300両以上、事業用貨物自動車200台以上、自家用貨物自動車200台以上、内

航運送事業用船舶合計総トン数2万トン以上を保有する事業者で、国土交通大臣の指定を

受けているものをいう。（法99条、法101条1項、2項、令10条） 

（６）荷主、準荷主、特定荷主 

  ・荷主（1号荷主）とは、自らの事業に関して継続して貨物輸送事業者に輸送させる      

者をいう。（法105条1項1号） （注：荷主が貨物の輸送の方法等を決定する。） 

・荷主（2号荷主）とは、自らの事業に関して他の事業者との契約その他の取決めにより

当該貨物の受取又は引渡しの日時、場所、貨物の輸送の方法等を実質的に決定している

者をいう。（法105条1項2号、規則73条）（注：ネット小売り業者などが該当する。） 

・準荷主とは、自らの事業に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を継続して受け取り

又は引き渡す者（荷主を除く。）であって、当該貨物の受取又は引渡しを行う日時及び

場所の指示行うことができるものをいう。（法106条3項） （注：荷主（例：組立部品

製造工場）が輸送方法を決定し、準荷主（例：組立工場）が到着日時等を指示する場合

などが該当する。） 

・特定荷主とは、貨物輸送事業者に輸送させる貨物の年度の輸送量が3,000万トンキロ以

上で、経済産業大臣の指定を受けているものをいう。（法109条1項、令12条） 

（７）認定管理統括荷主 

・認定管理統括荷主とは、荷主グループ企業の一体的な省エネ取組みを統括して管理する 

事業者（親会社）で、荷主及び「密接関係荷主」（グループ企業）の前年度の貨物輸送

事業者に輸送させる貨物の輸送量の合計量が3,000万トンキロ以上の経済産業大臣の認

定を受けているものをいう（法113条1項、2項、規則81条） 

（８）荷主連携省エネルギー計画の認定に係る事業者 
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  ・荷主連携省エネルギー計画の認定に係る事業者とは、他の荷主と連携して貨物輸送事業

者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化の推進のための省エネルギ

ー計画を作成し、経済産業大臣に提出し、その認定を受けている者をいう。（法117条1

項） 

（９）特定旅客輸送事業者 

・特定旅客輸送事業者とは、旅客輸送事業者（本邦内の各地間において発着する旅客輸送

を業としてエネルギーを使用して行う者をいう。）のうち、旅客輸送用鉄道車両300両

以上、バス200台以上、タクシー350台以上、旅客船舶合計総トン数2万トン以上を保有

する事業者で、国土交通大臣の指定を受けているものをいう。（法125条1項、2項、令

14条） 

（10）認定管理統括貨客輸送事業者 

  ・認定管理統括貨客輸送事業者とは、貨客輸送事業者グループ企業の一体的な省エネ取組

みを統括して管理する事業者（親会社）で、国土交通大臣の認定を受けているものをい

う（法130条1項、2項） 

・管理関係貨客輸送事業者とは、認定管理統括貨客輸送事業者及びその認定に係る密接関

係貨客輸送事業者をいう。（法130条2項 2号） 

（11）貨客輸送連携省エネルギー計画認定に係る事業者 

・貨客輸送連携省エネルギー計画認定に係る事業者とは、他の貨客輸送事業者と連携して

エネルギーの使用の合理化の推進のための省エネルギー計画を作成し、国土交通大臣に

提出し、その認定を受けているものをいう。（法134条1項） 

（12）特定航空輸送事業者 

・特定航空輸送事業者とは、航空輸送事業者のうち、国内各地間で発着する貨物又は旅客

の輸送を業として行う者で、過去1年間の輸送能力が年間9,000トン以上の国土交通大臣

の指定を受けているものをいう。（法139条1項、2項、3項、令16条） 

（13）建築物の建築をする者等 

       ・建築物の建築をしようとする者、建築物の所有者若しくは管理者、建築物の直接外気に

接する屋根、壁又は床の修繕又は模様替えをする者、建築物への空調設備等の設置又は

建築物に設置された空調設備の改修をする者などが対象となる。（法143条） 

（14）特定エネルギー消費機器等の製造事業者等 

・特定エネルギー消費機器等とは、エネルギー消費機器等のうち、エネルギーの消費性能

の向上を特に図る必要があるものとして令18条で規定されたものをいう。その製造事業

者等とは、特定エネルギー消費機器等の製造事業者等であって、その製造又は輸入に係

るエネルギー消費機器等の製造又は輸入量が法で定められた量（＊）以上に該当する事

業者をいう。（法145条1項、法146条1項、令18条、令19条） 

（＊）特定エネルギー消費機器等の種類と法で定められた量（令18条）：乗用自動車2

千台以上、エアコン5百台以上、照明器具5万台以上、テレビ1万台以上、電気冷蔵

庫2千台以上（家庭用以外のものは百台以上）、電気冷凍庫3百台以上、貨物自動車

2千台以上など。 

（15）特定熱損失防止建築材料の製造事業者等 

・熱損失防止建築材料とは、建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に使われる建

築材料をいい、特定熱損失防止建築材料とは、熱損失防止建築材料のうち、熱の損失の

防止のための性能を特に図る必要があるものとして令21条で規定されたものをいう。特

定熱損失防止建築材料の製造事業者等とは、特定熱損失防止建築材料の製造、加工、輸

入量が法で定められた量（＊）以上の製造事業者事業者等をいう。（法150条1項、法151
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条1項、令21条、令22条） 

（＊）断熱材18万㎡以上、サッシ9万4千窓以上、複層ガラス11万㎡以上 
（16）電気事業者 

・電気事業者とは、電気事業法に規定する小売電気事業者、一般送配電事業者及び登録特

定送配電事業者をいう。（法154条） 
（17）一般消費者に対するエネルギーの供給の事業を行う者、エネルギー消費機器等及び熱損

失防止建築材料の小売り業者（法161条） 

４）省エネ法の適用を受ける事業者等がしなければならないこと 
 （１）工場等に係る措置 
・経済産業大臣は、エネルギー使用の長期見通し、電気その他のエネルギーの需給の長期

見通し、エネルギーの使用の合理化に関する技術水準、業種別のエネルギーの使用の合

理化の状況その他の事情を勘案して、工場等においてエネルギーを使用して事業を行う

者の判断の基準となるべき事項を定め、これを公表する。（法5条1項、経済産業省告示

「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準」） 
       上記判断基準の骨子：工場等におけるエネルギー消費原単位又は電気需要平準化評価

原単位（電気の需要の平準化に資する措置を評価したエネルギー消費原単位）を管理し、

エネルギー消費原単位又は電気需要平準化評価原単位を中長期的にみて年平均1％改善

することを努力目標とする。主務大臣は必要な場合、工場等に対して指導及び助言をす

ることができる。 
 （筆者注）エネルギー消費原単位：（Ａ－Ｂ）／Ｃ 
      電気需要平準化評価原単位：｛Ａ＋ａ×（評価係数α－1）－Ｂ｝／Ｃ 
          Ａ：エネルギー使用量（燃料使用量、他人から供給された熱の使用量、他人

から供給された電気の使用量） 
      Ｂ：外販したエネルギー量 
      Ｃ：生産数量等 
      ａ：電気需要平準化時間帯の買電量 
      α：1.3 
・経済産業大臣は、工場等において電気需要の平準化に取り組むべき指針を定め、これを

公表する。（法5条2項、経済産業省告示271号「工場等における電気の需要の平準化に資

する措置に関する事業者の指針」（平成25年12月27日）） 
  上記指針の骨子：電気需要平準化時間帯（電気の需要の平準化を推進する必要がある

と認められる時間帯）は、夏季（7～9月）、冬季（12～3月）の8～22時（休日も含む。）。

主務大臣は必要な場合工場等に対して指導及び助言をすることができる。 
（２）特定事業者 
   ・工場等を設置している事業者は、設置している全ての工場等の前年度のエネルギー使用

量が原油換算で1,500kℓ 以上のときは、設置している全ての工場等の前年度におけるエ

ネルギー使用量の合計量及びその設置しているそれぞれの工場等（前年度におけるエネ 

ルギーの使用量が1,500kℓ 以上のものに限る。）の前年度におけるエネルギーの使用量

その他エネルギーの使用の状況に関し、5月末日までに経済産業大臣に届け出なければな

らない。既に特定事業者に指定されている者は、この届出はしなくてよい。（法7条3項、

規則5条、規則6条） 
・経済産業大臣は、事業者が設置している工場等のうち、エネルギーの年度の使用量が原

油換算で3,000kℓ 以上の工場等を第一種エネルギー管理指定工場等として指定する。指

定された事業者を「第一種特定事業者」という。（法10条1項、2項、令3条） 

  ・経済産業大臣は、特定事業者が設置している工場等のうち、第一種エネルギー管理指定
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工場等以外の工場等であってエネルギーの年度の使用量が原油換算で1,500kℓ 以上の工

場等を第二種エネルギー管理指定工場等として指定する。指定された事業者を「第二種

特定事業者」という。（法13条1項、2項、令6条） 

 ・特定事業者（第一種特定事業者、第二種特定事業者）は、エネルギー管理統括者を、選

任すべき事由が生じた日以後遅滞なく選任しなければならない。エネルギー管理統括者

は、特定事業者が行う事業の実施を統括管理する者をもって充てる。エネルギー管理統

括者を選任又は解任したときは、選解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣

に届け出なければならない。（法8条、規則8条、規則12条） 

・特定事業者（第一種特定事業者、第二種特定事業者）は、エネルギー管理企画推進者（エ

ネルギー管理統括者を補佐する者）を、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任

しなければならない。エネルギー管理企画推進者は、エネルギー管理士免状保有者又は

指定講習機関の講習修了者をもって充てなければならない。指定講習機関の講習修了者

をもってエネルギー管理企画推進者を選任した場合は、規則14条で定められた期間（3

年）ごとに指定講習機関が行う講習を受けさせなければならない。エネルギー管理企画

推進者を選j任又は解任したときは、選任又は解任があった日後の最初の7月末までに経
済産業大臣に届け出なければならない。（法9条、規則13条、規則14条、規則15条） 

・製造業等5業種（①製造業（物品の加工修理業を含む。）、②鉱業、③電気供給業、④ガ

ス供給業、⑤熱供給業）に属する工場等を設置している第一種特定事業者は、令4条で定

める人数（例えば、コークス製造業以外の製造業で前年度の原油換算エネルギー使用量

が2万kℓ 未満の場合は1人、2万kℓ 以上5万kℓ 未満の場合は2人）のエネルギー管理者を、

エネルギー管理士免状の交付を受けている者のうちから、第一種エネルギー管理指定工

場等ごとに、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。エネ

ルギー管理者を選j任又は解任したときは、選任又は解任があった日後の最初の7月末まで
に経済産業大臣に届け出なければならない。（法11条、令4条、令5条、規則16条、規則

17条、規則18条、規則22条） 

・第一種特定事業者のうち、製造業等5業種に属する事務所及び製造業等5業種以外の工場

等を設置している事業者（「第一種指定事業者」という。）は、エネルギー管理員をエ

ネルギー管理士免状保有者又は指定講習機関の講習修了者のうちから、当該工場等ごと

に、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。指定講習機関

の講習修了者をもって選任した場合は、規則32条で定められた期間ごとに指定講習機関

が行う講習を受けさせなければならない。エネルギー管理員を選任又は解任したときは、

選任又は解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なければならな

い。（法12条1項、2項、3項、規則23条、規則32条、規則33条） 

  ・第二種特定事業者は、エネルギー管理員を、エネルギー管理士免状保有者又は指定講習

機関の講習修了者のうちから、第二種エネルギー管理指定工場等ごとに、選任すべき事

由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。指定講習機関の講習修了者をも

って選任した場合は、規則32条で定められた期間ごとに指定講習機関が行う講習を受け

させなければならない。エネルギー管理員を選j任又は解任したときは、選任又は解任が
あった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。（法14条1項、 

2項、3項、規則23条、規則32条、規則33条） 

・特定事業者は、設置している工場等等についてのエネルギーの使用の合理化の目標に関

して、その達成のための中長期的な計画を作成し、毎年度7月末日までに主務大臣に提出

しなければならない。ただし、過去2年度以上一定の条件を満たした特定事業者は、中長

期計画の提出頻度が軽減される。（法15条1項、規則35条） 

・特定事業者は、その設置している工場等における前年度のエネルギーの使用量その他エ

ネルギーの使用の状況等を毎年度7月末日までに主務大臣に報告しなければならない。そ

の際、前年度のエネルギー使用量が原油換算で1,500kℓ 以上の工場等にあっては、その

使用量も報告する。（法16条1項、規則36条、規則37条） 
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  ・特定事業者は、申請することにより、その設置している工場等におけるエネルギーの使

用の状況（エネルギーの使用の効率及びエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素

の排出量に係る事項を含む。）並びにエネルギーを消費する設備等の設置及び改廃の状

況について、経済産業大臣の登録を受けた者（「登録調査機関」という。）が行う調査

（「確認調査」という。）を受けることができる。登録調査機関は、確認調査をした結

果、判断基準に適合していると認めるときは、その旨を示す書面を交付する。その書面

の交付を受けた特定事業者は、当該書面の交付を受けた日の属する年度においては、前

年度の実績の報告等をしなくてよい。以下の(3)特定連鎖化事業者、(4)認定管理統括事

業者及び(5)連携省エネルギー計画の認定を受けた者についても同様。（法80条、法81条、

法82条、法83条、法84条、法85条、規則58条） 

（３）特定連鎖化事業者 

    ・経済産業大臣は、連鎖化事業者のうち、当該連鎖化事業者が設置している全ての工場等

及び当該加盟者が設置している当該連鎖化事業に係る全ての工場等におけるエネルギー

の年度の使用量の合計量が原油換算で1,500kℓ 以上であり、法18条1項の定めに適合して

いる事業者を特定連鎖化事業者として指定する。（法18条1項、法7条2項、令6条） 

・連鎖化事業者は、その設置している全ての工場等及び当該連鎖化事業者が行う行う連鎖

化事業の加盟者が設置している当該連鎖化事業に係る全ての工場等の前年度におけるエ

ネルギー使用量の合計量が原油換算で1,500kℓ 以上であるときは、連鎖化事業者が設置

している全ての工場等及び当該連鎖化事業者が行う連鎖化事業の加盟者が設置している

当該連鎖化事業に係る全ての工場等の前年度のエネルギー使用量の合計量並びに連鎖化

事業者が設置しているそれぞれの工場等（前年度におけるエネルギーの使用量が原油換

算で1,500kℓ 以上のものに限る。）の前年度におけるエネルギーの使用量その他エネル

ギーの使用の状況に関し、5月末日までに経済産業大臣に届け出なければならない。既に

特定連鎖化事業者に指定されている者は、この届出はしなくてよい。（法18条2項、3項、

法7条2項、令6条、規則40条、規則41条） 

・経済産業大臣は、特定連鎖化事業者が設置している工場等のうち、エネルギーの年度の

使用量が原油換算で3,000kℓ 以上の工場等を第一種連鎖化エネルギー管理指定工場等に

指定する。指定された事業者を「第一種特定連鎖化事業者」という。（法21条1項、2項、

令3条） 

・経済産業大臣は、特定連鎖化事業者が設置している工場等のうち、第一種連鎖化エネル

ギー管理指定工場等以外の工場等であって、エネルギーの年度の使用量が原油換算で

1,500kℓ 以上の工場等を第二種連鎖化エネルギー管理指定工場等に指定する。指定され

た事業者を「第二種特定連鎖化事業者」という。（法24条1項、2項、令2条1項） 

・特定連鎖化事業者（第一種特定連鎖化事業者、第二種特定連鎖化事業者）は、エネルギ

ー管理統括者を、選任すべき事由が生じた日以後遅滞なく選任しなければならない。エ

ネルギー管理統括者は、特定連鎖化事業者が行う事業の実施を統括管理する者をもって

充てなければならない。エネルギー管理統括者を選任又は解任したときは、選解任があ 

った日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。（法19条、規則

8条、規則12条） 

・特定連鎖化事業者（第一種特定連鎖化事業者、第二種特定連鎖化事業者）は、エネルギ

ー管理企画推進者（エネルギー管理統括者を補佐する者）を、選任すべき事由が生じた

日から6ｹ月以内に選任しなければならない。エネルギー管理企画推進者は、エネルギー

管理士免状保有者又は指定講習機関の講習修了者をもって充てなければならない。指定

講習機関の講習修了者をもってエネルギー管理企画推進者を選任した場合は、規則14条

で定められた期間ごとに指定講習機関が行う講習を受けさせなければならない。エネル

ギー管理企画推進者を選任又は解任したときは、選任又は解任があった日後の最初の7

月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。（法20条1項、3項、法9条1項、規

則13条、規則15条） 
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   （筆者注）エネルギー管理統括者及びエネルギー管理企画推進者は、特定連鎖化事業者

が選任すればよく、個々の加盟者は選任しなくてよい。 

・製造業等5業種に属する工場等を設置している第一種特定連鎖化事業者は、エネルギー管

理者を、エネルギー管理士免状の交付を受けている者のうちから、第一種連鎖化エネル

ギー管理指定工場等ごとに、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければ

ならない。エネルギー管理者を選j任又は解任したときは、選任又は解任があった日後の
最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。（法22条1項、3項、令4条、

令5条、規則17条、規則19条、規則45条） 

・第一種特定連鎖化事業者のうち、製造等5業種に属する事務所及び製造等5業種以外の工

場等を設置している事業者（「第一種指定連鎖化事業者」という。）は、エネルギー管

理員をエネルギー管理士免状保有者又は指定講習機関の講習修了者のうちから、当該工

場等ごとに、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。指定

講習機関の講習修了者をもって選任した場合は、規則32条で定められた期間ごとに指定

講習機関が行う講習を受けさせなければならない。エネルギー管理員を選任又は解任し

たときは、選任又は解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なけれ

ばならない。（法23条1項、3項、規則23条、規則26条、規則32条、規則33条、規則45条） 

  ・第二種特定連鎖化事業者は、エネルギー管理員をエネルギー管理士免状保有者又は指定

講習機関の講習修了者のうちから、第二種連鎖化エネルギー管理指定工場等ごとに、選

任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選しなければならない。指定講習機関の講習修

了者をもって選任した場合は、規則32条で定められた期間ごとに指定講習機関が行う講

習を受けさせなければならない。エネルギー管理員を選j任又は解任したときは、選任又
は解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。（法

25条1項、3項、規則23条、規則32条、規則33条、規則45条） 

・特定連鎖化事業者（第一種特定連鎖化事業者、第二種特定連鎖化事業者）は、設置して

いる工場等及び特定連鎖化事業の加盟者が設置している当該連鎖化事業に係る工場等に

ついて、エネルギーの使用の合理化の目標に関して、その達成のための中長期的な計画

を作成し、毎年度7月末日までに主務大臣に提出しなければならない。ただし、過去2年

度以上一定の条件を満たした特定連鎖化事業者は、中長期計画の提出頻度が軽減される。

（法26条1項、規則35条） 

・特定連鎖化事業者（第一種特定連鎖化事業者、第二種特定連鎖化事業者）は、その設置

している工場等及び当該特定連鎖化事業者が行う連鎖化事業の加盟者が設置している当

該連鎖化事業に係る工場等における前年度のエネルギーの使用量その他エネルギーの使

用の状況等を毎年度7月末日までに主務大臣に報告しなければならない。その際、前年度

のエネルギー使用量が原油換算で1,500kℓ 以上の工場等にあっては、その使用量も報告

する。（法27条1項、規則36条、規則37条） 

  （筆者注）中長期計画の提出及び定期報告は、特定連鎖化事業者がすればよく、個々の加

盟者はしなくてよい。 

（４）認定管理統括事業者 

・工場等を設置している者は、その者を含むグループ企業が一体的に省エネに取り組むこ

とについて、①その認定の申請に係るグループ企業（「密接関係者」又は「管理関係事

業者」という。）と一体的に行うエネルギーの使用の合理化のための措置を統括して管

理している者として規則46条で定める要件に該当する者であること、②当該工場等を設

置している者及びその認定の申請に係る密接関係者が設置している全ての工場等の前年

度のエネルギー使用量の合計量が原油換算で1,500kℓ 以上であることのいずれにも適合

していることにつき、経済産業大臣の認定を受けることができる。その認定を受けた者

を認定管理統括事業者という。（法29条1項、2項、規則43条、規則44条、規則46条） 

 ・認定管理統括事業者は、エネルギー管理統括者を、選任すべき事由が生じた日以後遅滞

なく選任しなければならない。エネルギー管理統括者は、認定管理統括事業者が行う事
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業の実施を統括管理する者をもって充てなければならない。エネルギー管理統括管理者

を選任又は解任したときは、選解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届

け出なければならない。（法30条、規則8条、規則9条、規則11条、規則12条） 

・認定管理統括事業者は、エネルギー管理企画推進者（エネルギー管理統括者を補佐する

者）を、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。エネルギ

ー管理企画推進者は、エネルギー管理士免状保有者又は指定講習機関の講習修了者をも

って充てなければならない。指定講習機関の講習修了者をもって選任した場合は、規則

32条で定められた期間ごとに指定講習機関が行う講習を受けさせなければならない。エ

ネルギー管理企画推進者を選j任又は解任したときは、選任又は解任があった日後の最初
の7月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。（法31条、規則13条、規則15条） 

 （筆者注）エネルギー管理統括者及びエネルギー管理企画推進者は、認定管理統括事業

者が選任すればよく、個々の管理関係事業者は選任しなくてよい。 

・経済産業大臣は、認定管理統括事業者が設置している工場等のうち、エネルギーの年度

の使用量が原油換算で3,000kℓ 以上の工場等を第一種管理統括エネルギー管理指定工場

等に指定する。指定された事業者を「第一種認定管理統括事業者」という。（法32条1項、

2項、令3条） 

・製造業等5業種に属する第一種認定管理統括事業者は、エネルギー管理者を、エネルギー

管理士免状の交付を受けている者のうちから、第一種管理統括エネルギー管理指定工場

等ごとに、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。エネル

ギー管理者を選j任又は解任したときは、選任又は解任があった日後の最初の7月末までに
経済産業大臣に届け出なければならない。（法33条1項、2項、令4条、令5条、規則17条、

規則20条、規則45条） 

・第一種認定管理統括事業者のうち、製造等5業種に属する事務所及び製造等5業種以外の

工場等を設置している事業者（「第一種指定管理統括事業者」という。）は、エネルギ

ー管理員をエネルギー管理士免状保有者又は指定講習機関の講習修了者のうちから、当

該工場等ごとに、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。

指定講習機関の講習修了者をもって選任した場合は、規則32条で定められた期間ごとに

指定講習機関が行う講習を受けさせなければならない。エネルギー管理員を選任又は解

任したときは、選任又は解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出な

ければならない。（法34条1項、3項、規則23条、規則28条、規則32条、規則33条） 

・経済産業大臣は、認定管理統括事業者が設置している工場等のうち、第一種管理統括エ

ネルギー管理指定工場等以外の工場等であって、エネルギーの年度の使用量が原油換算 

で1,500kℓ 以上の工場等を第二種管理統括エネルギー管理指定工場等に指定する。指定

された事業者を「第二種認定管理統括事業者」という。（法35条1項、2項、令2条1項） 

・第二種認定管理統括事業者は、エネルギー管理員をエネルギー管理士免状保有者又は指

定講習機関の講習修了者のうちから、第二種管理統括エネルギー管理指定工場等ごとに、

選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。指定講習機関の講

習修了者をもって選任した場合は、規則32条で定められた期間ごとに指定講習機関が行

う講習を受けさせなければならない。エネルギー管理員を選j任又は解任したときは、選
任又は解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。

（法36条1項、3項、規則23条、規則32条、規則33条） 

・認定管理統括事業者は、設置している工場等及びその管理関係事業者が設置している工

場等について、エネルギーの使用の合理化の目標に関して、その達成のための中長期的

な計画を作成し、毎年度7月末日までに主務大臣に提出しなければならない。ただし、過

去2年度以上一定の条件を満たした認定管理統括事業者は、中長期計画の提出頻度が軽減

される。（法37条1項、規則35条） 

・認定管理統括事業者は、その設置している工場等及びその管理関係事業者が設置してい



46 

る工場等における前年度のエネルギーの使用量その他エネルギーの使用の状況等を毎年

度7月末日までに主務大臣に報告しなければならない。その際、前年度のエネルギー使用

量が原油換算で1,500kℓ 以上の工場等にあっては、その使用量も報告する。（法38条1

項、規則36条、規則37条） 

 （筆者注）中長期計画の提出及び定期報告は、認定管理統括事業者が一体的に提出すれ

ばよい。 

・経済産業大臣は、管理関係事業者が設置している工場等の内、エネルギーの年度の使用

量の合計量が原油換算で3,000kℓ 以上であるものを第一種管理関係エネルギー管理指定

工場等に指定する。指定された事業者を「第一種管理関係事業者」という。（法40条1項、

法7条1項、2項、令6条） 

・製造業等5業種に属する第一種管理関係事業者は、エネルギー管理者を、エネルギー管理

士免状の交付を受けている者のうちから、第一種管理関係エネルギー管理指定工場等ご

とに、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。エネルギー

管理者を選任又は解任したときは、選任又は解任があった日後の最初の7月末までに経済

産業大臣に届け出なければならない。（法41条1項、2項、令4条、令5条、規則17条、規

則21条） 

・第一種管理関係事業者のうち、製造等5業種に属する事務所及び製造等5業種以外の工場

等を設置している事業者（「第一種指定管理関係事業者」という。）は、エネルギー管

理員をエネルギー管理士免状保有者又は指定講習機関の講習修了者のうちから、当該工

場等ごとに、選任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。指定

講習機関の講習修了者をもって選任した場合は、規則32条で定められた期間ごとに指定

講習機関が行う講習を受けさせなければならない。エネルギー管理員を選任又は解任し

たときは、選任又は解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なけれ

ばならない。（法42条1項、3項、規則23条、規則28条、規則32条、規則33条、規則45条） 

・経済産業大臣は、管理関係事業者が設置している工場等のうち、第一種管理関係エネル

ギー管理指定工場等以外の工場等であって、エネルギーの年度の使用量が原油換算で

1,500kℓ 以上の工場等を第二種管理関係エネルギー管理指定工場等に指定する。この事

業者を「第二種管理関係事業者」という。（法43条1項、2項、令2条1項） 

・第二種管理関係事業者は、エネルギー管理員をエネルギー管理士免状保有者又は指定講

習機関の講習修了者のうちから、第二種管理関係エネルギー管理指定工場等ごとに、選 

任すべき事由が生じた日から6ｹ月以内に選任しなければならない。指定講習機関の講習

修了者をもって選任した場合は、規則32条で定められた期間ごとに指定講習機関が行う

講習を受けさせなければならない。エネルギー管理員を選j任又は解任したときは、選任
又は解任があった日後の最初の7月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。

（法44条1項、3項、規則23条、規則32条、規則33条） 

（５）連携省エネルギー計画認定に係る事業者 

・工場等を設置している者は、他の工場等を設置している者と連携して工場等におけるエ

ネルギーの使用の合理化を推進する場合には、共同で、その連携して行うエネルギーの

使用の合理化のための措置（以下「連携省エネルギー措置」という。）に関する計画（以

下「連携省エネルギー計画」という。）を作成し、経済産業大臣に提出し、その連携省

エネルギー計画が適当である旨の認定を受けることができる。（法46条、法47条、規則

47条、規則49条、規則50条） 

・連携省エネルギー計画の認定を受けた特定事業者（又は特定連鎖化事業者又は認定管理

統括事業者）は、その設置している工場等における前年度のエネルギーの使用量、連携

省エネルギー計画の認定に係る連携省エネルギー措置に係る当該工場等において使用し

たエネルギーの使用量等を毎年度7月末日までに主務大臣に報告しなければならない。

（法48条、規則36条、規則37条） 
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・上記の認定を受けた者（特定事業者、特定連携化事業者及び認定管理統括事業者を除く。）

は、毎年度7月末日までに、当該認定に係る連携省エネルギー措置に係るその設置してい

る工場等において使用したエネルギーの量、連携省エネルギー措置の実施状況等に関し、

主務大臣に報告しなければならない。（法49条、規則47条、法48条、規則52条、規則53

条） 

（６）特定貨物輸送事業者 

・国土交通大臣は、貨物輸送事業者（認定管理統括貨客輸送事業者及び管理関係貨客輸送

事業者を除く。）であって、貨物輸送用鉄道車両300両以上、事業用貨物自動車200台以

上、自家用貨物自動車200台以上、内航運送事業用船舶合計総トン数2万トン以上を保有

する事業者を、その区分ごとに特定貨物輸送事業者に指定する。（法99条1項、法101条1

項、2項、令10条） 

・貨物輸送事業者は、貨物輸送区分（貨物輸送用鉄道車両、事業用貨物自動車、自家用貨

物自動車、内航運送事業用船舶）ごとに前年度の末日における輸送能力が、貨物輸送用

鉄道車両300両以上、事業用貨物自動車200台以上、自家用貨物自動車200台以上、内航運

送事業用船舶合計総トン数2万トン以上であるときは、翌年度4月末日までに、その輸送

能力に関し、貨物輸送区分ごとに、国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に届け出

なければならない。既に特定貨物輸送事業者の指定を受けている者は、届け出なくてよ

い。（法101条2項） 

・特定貨物輸送事業者は、特定貨物輸送事業者の指定を受けた日の属する年度の翌年度以

降、毎年度6月末日までに、貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化の目標に関し、

その達成のための中長期的な計画を作成し、国土交通大臣に提出しなければならない。

（法102条） 

・特定貨物輸送事業者は、特定貨物輸送事業者の指定を受けた日の属する年度の翌年度以

降、毎年度6月末日までに、貨物の輸送に係るエネルギーの使用量その他貨物の輸送に係

るエネルギーの使用状況等に関し、貨物輸送区分ごとに、国土交通省令で定める事項を

国土交通大臣に報告なければならない。（法103条1項） 

（７）荷主、準荷主、特定荷主 

  ⅰ）荷主 

・荷主は、「エネルギー使用の合理化に関する基本方針」（経済産業省告示第268号、第

234号）の定めに留意して、モーダルシフト、輸送機器の大型化、輸送力の利用効率の

向上、電気需要平準化時間帯以外の時間帯に輸送させるなどにより、省エネに努める

とともに、電気の需要の平準化に資するよう努めなければならない（努力義務）。（法

106条1項、規則73条） 

・経済産業大臣及び国土交通大臣は、荷主の判断基準（＊）となるべき事項を定めて公

表する。（法107条1項、3項） 

（＊）「貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用に関する荷主

の判断基準」（平成30年11月30日 経済産業大臣／国土交通大臣） 

・経済産業大臣及び国土交通大臣は、荷主が取り組むべき措置に関する指針（＊）を定め

て公表する。（法107条2項、3項） 

（＊）「荷主における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針」（平

成25年12月27日 国土交通大臣告示第9号） 

   ⅱ）準荷主 

・準荷主は、「エネルギー使用の合理化に関する基本方針」（経済産業省告示第268号、

第234号）の定めに留意して、荷主が行うモーダルシフト、輸送機器の大型化、輸送力

の利用効率の向上のための措置に資するよう、貨物輸送事業者への指示を適切に行う
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よう努めなければならない（努力義務）。（法106条2項、3項、規則74条） 

・ⅰ）に記した経済産業大臣及び国土交通大臣による荷主の判断基準及び荷主が取り組

むべき措置に関する指針は、準荷主にも適用される。 

ⅲ）特定荷主 

 ・経済産業大臣は、貨物輸送事業者に輸送させる貨物の年度の輸送量が3,000万トンキロ

以上の荷主を特定荷主として指定する。（法109条1項、令12条） 

 ・荷主は、前年度における貨物輸送事業者に輸送させた貨物輸送量が3,000万トンキロ以

上であるときは、4月末までに経済産業大臣に届け出なければならない。既に特定荷主

に指定されているときは届け出なくてよい。（法109条2項、規則75条、規則76条） 

・特定荷主は、貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化の目標に関し、その達成の

ための中長期的な計画を作成し、毎年度6月末日までに主務大臣に提出しなければなら

ない。ただし、過去2年度以上一定の条件を満たした特定荷主は、中長期計画の提出頻

度が軽減される。（法110条、規則78条） 

・特定荷主は、貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用量その他

貨物の輸送に係るエネルギーの使用の状況等に関し、規則80条に定める事項を毎年度6

月末日までに主務大臣に報告しなければならない。（法111条、規則79条、規則80条） 

（８）認定管理統括荷主 

・荷主及び「密接関係荷主」（グループ企業）の前年度の貨物輸送事業者に輸送させる貨

物の輸送量の合計量が3,000万トンキロ以上の荷主は、グループ企業が一体的に貨物輸送

事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化を推進する場合には、定

められた要件に適合していることにつき、経済産業大臣の認定を受けることができる。

認定を受けた荷主を認定管理統括荷主という。（法113条1項、2項、規則81条、規則82

条、規則84条） 

・認定管理統括荷主は、貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用の

合理化の目標に関して、その達成のための中長期的な計画を作成し、毎年度6月末日まで

に主務大臣に提出しなければならない。（法114条1項、規則78条） 

・認定管理統括荷主は、認定管理統括荷主及びその管理関係荷主が貨物輸送事業者に行わ

せる貨物の輸送に係るエネルギーの使用量その他貨物の輸送に係るエネルギーの使用の

状況等に関し、毎年度6月末日までに主務大臣に報告しなければならない。（法115条、

規則79条） 

（９）荷主連携省エネルギー計画の認定に係る事業者 

・荷主は、他の荷主と連携して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの

使用の合理化を推進する場合には、共同で、その連携して行うエネルギーの使用の合理

化のための措置（「荷主連携省エネルギー措置」）に関する計画（「荷主連携省エネル

ギー計画」）を作成し、これを経済産業大臣に提出して、その荷主連携省エネルギー計

画が妥当である旨の認定を受けることができる。（法117条、規則85条、規則87条） 

・荷主連携省エネルギー計画の認定を受けた特定荷主は、貨物輸送事業者に行わせる貨物

の輸送に係るエネルギーの使用量等に関し、毎年度6月末日までに主務大臣に報告しなけ

ればならない。（法119条） 

・荷主連携省エネルギー計画の認定を受けた者（特定荷主及び認定管理統括荷主を除く。）

は、当該認定に係る荷主連携省エネルギー措置に係る当該荷主が貨物輸送事業者に行わ

せる貨物の輸送に係るエネルギーの使用量等に関し、毎年度6月末日までに主務大臣に報

告しなければならない。（法120条、規則90条、規則91条） 
（10）特定旅客輸送事業者 
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・国土交通大臣は、旅客輸送事業者（本邦内の各地間において発着する旅客輸送を、業と

して、エネルギーを使用して行う者をいう。）（認定管理統括貨客輸送事業者及び管理

関係貨客輸送事業者を除く。）であって、旅客輸送用鉄道車両300両以上、バス200台以

上、タクシー350台以上、船舶合計総トン数2万トン以上を保有する事業者を、その区分

ごとに特定旅客輸送事業者に指定する。（法125条1項、2項、令14条） 

・旅客輸送事業者は、旅客輸送区分（旅客輸送用鉄道車両、バス、タクシー、船舶）ごと

に前年度の末日における輸送能力が、旅客輸送用鉄道車両300両以上、バス200台以上、

タクシー350台以上、船舶合計総トン数2万トン以上であるときは、国土交通省令で定め

るところにより、その輸送能力に関し、旅客輸送区分ごとに、国土交通省令で定める事

項を国土交通大臣に届け出なければならない。既に特定旅客輸送事業者に指定されてい

るときは届け出なくてよい。（法125条2項） 

・特定旅客輸送事業者は、特定旅客輸送事業者の指定を受けた日の属する年度の翌年度以

降、国土交通省令で定めるところにより、毎年度6月末日までに、旅客の輸送に係るエネ

ルギーの使用の合理化の目標に関し、その達成のための中長期的な計画を作成し、国土

交通大臣に提出しなければならない。（法126条） 

・特定旅客輸送事業者は、特定旅客輸送事業者の指定を受けた日の属する年度の翌年度以

降、毎年度6月末日までに、旅客の輸送に係るエネルギーの使用量その他旅客の輸送に係

るエネルギーの使用状況等について、旅客輸送区分（旅客輸送用鉄道車両、バス、タク

シー、船舶）ごとに、国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に報告しなければなら

ない。（法127条1項） 

（11）認定管理統括貨客輸送事業者 

・貨物輸送事業者又は旅客輸送事業者（以下「貨客輸送事業者」という。）並びにその認

定の申請に係る密接関係貨客輸送事業者の輸送能力の合計が3,000万トンキロ以上の貨 

客輸送事業者は、グループ企業が一体的に省エネルギーに取り組むことについて、国土

交通大臣の認定を受けることができる。認定を受けた貨客輸送事業者を認定管理統括貨

客輸送事業者という。（法130条1項、2項） 

・認定管理統括貨客輸送事業者は毎年度6月末日までに、貨物又は旅客の輸送に係るエネル

ギーの使用の合理化の目標に関し、その達成のための中長期的な計画を作成し、国土交

通大臣に提出しなければならない。（法131条） 

・認定管理統括貨客輸送事業者は、毎年度6月末日までに、貨物又は旅客の輸送に係るエネ

ルギーの使用量その他貨物又は旅客の輸送に係るエネルギーの使用の状況等について、

国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に報告しなければならない。（法132条1項） 

（12）貨客輸送連携省エネルギー計画認定に係る事業者 

  ・貨客輸送事業者は、他の貨客輸送事業者と連携して貨物又は旅客の輸送に係るエネルギ

ーの使用の合理化を推進する場合には、共同で、その連携して行うエネルギーの使用の

合理化のための措置（「貨客輸送連携省エネルギー措置」という。）に関する計画（「貨

客輸送連携省エネルギー計画」という。）を作成し、これを国土交通大臣に提出して、

認定を受けることができる。（法134条） 

  ・貨客輸送連携省エネルギー計画の認定を受けた特定貨物輸送事業者は、毎年度6月末日ま

でに、当該指定に係る旅客輸送区分ごとに、前年度の貨客輸送連携省エネルギー計画の

実績報告をしなければならない。（法136条1項、法103条1項） 

  ・貨客輸送連携省エネルギー計画の認定を受けた特定旅客輸送事業者は、毎年度6月末日ま

でに、当該指定に係る貨物輸送区分ごとに、前年度の貨客輸送連携省エネルギー計画の

実績報告をしなければならない。（法136条2項、法127条1項） 

  ・貨客輸送連携省エネルギー計画の認定を受けた認定管理統括貨客輸送事業者は、毎年度6

月末日までに、当該指定に係る貨物輸送区分ごとに、前年度の貨客輸送連携省エネルギ
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ー計画の実績報告をしなければならない。（法136条3項、法134条1項） 

  ・貨客輸送連携省エネルギー計画の認定を受けた者（特定貨物輸送事業者、特定旅客輸送

事業者及び認定管理統括貨客輸送事業者を除く。）は、毎年度6月末日までに、前年度の

貨客輸送連携省エネルギー計画の実績報告をしなければならない。（法137条） 

（13）特定航空輸送事業者 

・国土交通大臣は、航空輸送事業者（本邦各地間で発着する貨物又は旅客の輸送を、業と

して、航空機を使用して行うもの。）の内、過去1年間の輸送能力が9,000トン以上のも

のを特定航空輸送事業者として指定する。（法139条1項、3項、令16条） 

・航空輸送事業者は、前年度の末日における輸送能力（最大離陸重量）が9,000トン以上で

あるときは、翌年度4月末日までに、その輸送能力に関し、国土交通省令で定める事項を
国土交通大臣に届け出なければならない。既に特定航空輸送事業者として指定されてい

るときは届け出なくてよい。（法139条3項、令16条） 

・特定航空輸送事業者は、特定航空輸送事業者の指定を受けた日の属する年度の翌年度以

降、毎年度6月末日までに、貨物又は旅客の輸送に係るエネルギーの使用の合理化の目標

に関し、その達成のための中長期的な計画を作成し、国土交通大臣に提出しなければな

らない。（法140条） 

・特定航空輸送事業者は、特定航空輸送事業者の指定を受けた日の属する年度の翌年度以

降、毎年度6月末日までに、貨物又は旅客の輸送に係るエネルギーの使用量その他貨物又

は旅客の輸送に係るエネルギーの使用の状況等に関し、国土交通省令で定める事項を国

土交通大臣に報告しなければならない。（法141条1項） 

（14）建築物の建築をする者等 

・建築物の建築をする者、建築物の所有者若しくは管理者、建築物の直接外気に接する屋

根、壁又は床の修繕又は模様替えをする者、建築物への空調設備等の設置又は建築物に

設置された空調設備の改修をする者などは、「エネルギー使用の合理化に関する基本方

針」（経済産業省告示第268号、第234号）の定めるところに留意して、令17条で定める

建築設備（空調設備その他の機械換気設備、照明設備、給湯設備、昇降機）に関して、

省エネルギーと電気の平準化に努めなければならない。（努力義務）（法143条） 

（15）特定エネルギー消費機器等の製造事業者等 

・エネルギー消費機器等の製造又は輸入の事業を行う者（以下「エネルギー消費機器等製

造事業者等」という。）は、「エネルギー使用の合理化に関する基本方針」（経済産業

省告示第268号、第234号）の定めに留意して、エネルギー消費機器等のエネルギー消費

性能の向上を図るなどにより、エネルギーの使用の合理化に努めなければならない。（努

力義務）（法144条1項） 

・電気を消費する機械器具等の製造又は輸入の事業を行う者は、基本方針の定めに留意し

て、機械器具の電気の使用の平準化を図ることにより、電気の需要の平準化努めなけれ

ばならない。（努力義務）（法144条2項） 

・特定エネルギー消費機器とは、乗用自動車（ガソリン、軽油又はLPGを燃料とするもの）、

貨物自動車（ガソリン又は軽油を燃料とするもの）、エアコン、照明器具（安定器又は

制御装置を有するものに限る）、テレビ受信機、電気冷蔵庫等の29分類のものをいい、

その関係機器を特定関係機器、両方併せて特定エネルギー消費機器等という。（法145

条、令18条） 

・経済産業大臣及び国土交通大臣は、トップランナー方式で、エネルギー消費機器等製造

事業者等の判断の基準を定め、公表する。経済産業大臣は、エネルギー消費機器等製造

事業者等が、エネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準に照らして、消費性能の

向上を更に行う必要があると認めるときは、生産量又は輸入量が令19条で定める要件（乗

用自動車2千台、エアコン5百台、照明器具5万台、テレビ1万台、電気冷蔵庫2千台、電気



51 

冷凍庫3百台、貨物自動車2千台、電気冷蔵庫2千台（家庭用以外のものは百台）など）に

該当する者に対して、改善するよう勧告することができる。勧告に従わなかったときは

その旨を公表することができる。正当な理由なく勧告に従った措置をとらなかった場合

は、勧告に従うよう命ずることができる。（法146条） 

・経済産業大臣は、特定エネルギー消費等機器等ごとに、エネルギー消費機器等製造事業

者等が表示すべき事項（エネルギー消費性能等）を定め、公表する。この公表に従わな

かったときは、生産量又は輸入量が令19条で定める要件（乗用自動車2千台、エアコン5

百台、照明器具5万台、テレビ1万台、電気冷蔵庫2千台、電気冷凍庫3百台、貨物自動車2

千台、電気冷蔵庫2千台（家庭用以外のものは百台）など）に該当する者に対して勧告、

公表、命令することができる。（法147条、法148条、） 

（16）特定熱損失防止建築材料の製造事業者等 

・建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止の用に使用される建築材料（以下「熱損

失防止建築材料」という。）の製造、加工又は輸入の事業を行う者（以下「熱損失防止

建築材料製造事業者等」という。）は、「エネルギー使用の合理化に関する基本方針」

（経済産業省告示第268号、第234号）の定めに留意して、熱損失防止建築材料の熱の損

失の防止のための性能の向上に努めなければならない。（努力義務）（法149条） 

  ・経済産業大臣は、特定熱損失防止建築材料（断熱材、サッシ、複層ガラス）ごとに熱損

失防止建築材料製造事業者等の判断の基準を定め、公表する。この公表に従わなかった

ときは、生産量又は輸入量が令22条で定める要件（断熱材18万㎡、サッシ9万4千窓、複 

層ガラス11万㎡）に該当する者に対して、勧告、公表、命令をすることができる。（法

150条、法151条、令21条、令22条） 

・経済産業大臣は、特定熱損失防止建築材料について、特定熱損失防止建築材料ごとに表

示すべき事項を定め、告示する。この告示に従わなかったときは、勧告、公表、命令を

することができる。（法152条、法153条） 

（17）電気事業者 

・電気事業者は、その供給する電気を使用する者から規則96条で定める情報の開示を求め

られたときは、遅滞なく、当該情報を開示しなければならない。（法154条1項） 

・電気事業者は、「エネルギー使用の合理化に関する基本方針」（経済産業省告示第268

号、第234号）の定めに留意して、電気需要の平準化のための計画を作成し、遅滞なく公

表しなければならない。（法155条1項、2項） 

（18）エネルギー消費機器等及び熱損失防止建築材料の小売り業者 

・エネルギー消費機器等及び熱損失防止建築材料の小売り業者は、一般消費者が行うエネ

ルギーの使用の合理化に資する情報を提供するよう努めなければならない。（法161条） 

     ・建築物の販売又は賃貸の事業を行う者、電気を消費する機械器具の小売業者等は、一般

消費者が行う電気の需要の平準化に資する情報の提供に努めなければならない。（法161

条） 

５）罰則 

（１）1年以下の懲役又は100万円以下の罰金 

  ・事業者が該当する事項なし。 

（２）100万円以下の罰金 

  ・エネルギー管理統括者、エネルギー管理企画推進者、エネルギー管理者、エネルギー管

理員を選任しなかった者（法170条） 

・行政による命令に違反した者（法170条） 
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（３）50万円以下の罰金 

  ・前年度のエネルギー使用量、貨物輸送能力若しくは旅客輸送能力、貨物輸送事業者に輸

送させる貨物輸送量、航空輸送能力が法で定められた量以上になっているが、法で規定

されている届出をせず、又は虚偽の届出をした者（法171条） 

  ・エネルギーの使用の合理化の目標に関し、中長期的な計画を提出しなかった者（法171

条） 

  ・エネルギーの使用量その他エネルギーの使用状況等についての定期報告をせず若しくは

虚偽の報告をした者、行政による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者（法171条） 

（４）20万円以下の過料 

・エネルギー管理統括者、エネルギー管理企画推進者、エネルギー管理者、エネルギー管

理員の選任又は解任の届出をせず、又は虚偽の届出をした者（法174条） 

以上 
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７．フロン排出抑制法解説 

１）フロン排出抑制法制定・改正の背景と経緯 

      ・１９７４年米国カリフォルニア大学のローランドとモリーナが、フロンがオゾン層を破壊
することを初めて提唱した。ローランドとモリーナ他は、この業績により、１９９５年に

ノーベル化学賞を受賞した。 

       ・オゾン層保護のためのウィーン条約（１９８５年）及びオゾン層を破壊する物質に関する
モントリオール議定書（１９８７年）などを受けて、日本では１９８８年に「特定物質の

規制等によるオゾン層の保護に関する法律」（オゾン層保護法）が制定された。 

       ・２００１年にオゾン層保護法とは別に「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の

確保等に関する法律」（フロン回収破壊法）が制定され、２０１４年には、フロン類の製

造から廃棄までのライフサイクル全体にわたり包括的に規制するため、フロン回収破壊法

に代えて「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」（通常「フロン排出

抑制法」と略称される。）が制定され、２０１５年４月１日付で施行された。 

       ・２０１９年にフロン排出抑制法が改正され、機器廃棄時の規制が強化された（２０２０年

４月１日施行）。 

２）フロン排出抑制法の目的 

・フロン排出抑制法の目的は、要約すると「オゾン層を破壊し、又は地球温暖化に深刻な影

響をもたらすフロン類の大気中への排出を抑制するため、フロン類及びフロン類使用製品

の製造業者等並びに特定製品の管理者の責任等を定めるとともに、特定製品に使用される

フロン類の管理の適正化の措置を講じること。」である。（法1条） 

・この資料では、法が適用される事業者に関する事項を、この資料使用時の利便性を考え箇

条書きにまとめた。また、法令を参照しやすいように、規制内容ごとに、それを定めてい

る法令の箇条を示した。以下、フロン排出抑制法を法、フロン排出抑制法施行令を令、フ

ロン排出抑制法施行規則を規則と略して記載する。 

３）フロン排出抑制法の適用を受ける事業者 

  （１）フロン類製造業者等 

・フロン類とは、オゾン層保護法に規定されている特定物質（オゾン層を破壊する物質

であってオゾン層保護法施行令で定めるもの（CFC、HCFC他））及び地球温暖化対策

推進法に規定されているハイドロフルオロカーボンの内、地球温暖化対策推進法施行

令で定めるもの（HFC類他）をいう。（法2条1項） 

・フロン類製造業者等とは、①フロン類若しくはフロン類代替物質又はフロン類使用製

品の製造を業として行う者、②フロン類若しくはフロン類代替物質又はフロン類使用

製品の輸入を業として行う者、③①及び②の行為（製造又は輸入）を他の者に対し業

として委託をする者をいう。（法2条7項） 

・フロン類代替物質とは、フロン類に代替する物質であってオゾン層の破壊をもたらさ

ず、かつ、地球温暖化に深刻な影響をもたらさないものをいう。（法2条6項） 

・フロン類使用製品とは、フロン類が冷媒その他の用途に使用されている機器その他の

製品をいう。（法2条2項） 

（２）指定製品製造業者等 
・指定製品とは、フロン類使用製品のうち、特定製品その他我が国において大量に使用

され、かつ、相当量のフロン類が使用されているものであって、その使用等に際して 
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のフロン類の排出の抑制を推進することが技術的に可能なものとして令1条で定める

もの（①エアコンディショナー（特定製品以外のもの）、②硬質ポリウレタンフォー

ム用原液（断熱材の成形のために用いられるものに限る。）、③断熱材（硬質ポリウ

レタンフォームを用いたものに限る。）、④冷蔵機器及び冷凍機器であって、第一種

特定製品以外のもの（冷蔵又は冷蔵の機能を有する自動販売機を含み、硬質ポリウレ

タンフォームを用いものに限る。）、⑤専ら噴射剤のみを充填した噴霧器（専ら不燃

性を必要とする状況で用いられるものを除く。））をいう。（法2条2項、令1条） 

・特定製品とは、フロン類使用製品のうち、我が国において大量に使用され、かつ、冷

媒として相当量のフロン類が充填されているものをいい、第一種特定製品と第二種特

定製品とに分類される。（法2条2項、3項、4項） 

・第一種特定製品とは、業務用機器（一般消費者が通常生活の用に供する機器以外の機

器をいう。）であって、冷媒としてフロン類が充填されている、①エアコンディショ

ナー、②冷蔵機器及び冷凍機器（冷蔵又は冷凍の機能を有する自動販売機を含む。）

をいう。（法2条3項） 

・第二種特定製品とは、使用済自動車に搭載されているエアコンディショナー（車両の

うち乗車のために設置された場所の冷房の用に供するものに限る。）であって、冷媒

としてフロン類が充填されているもの（特定エアコンディショナー）をいう。（法2

条4項、使用済自動車再資源化法（自動車リサイクル法）2条8項） 

（３）指定製品の管理者 

・管理者とは、フロン類使用製品の所有者その他フロン類使用製品の使用等を管理する

責任を有する者をいう。（法2条8項） 

（４）第一種特定製品の管理者 

・管理者の定義は、上記(3)と同じ。 

・管理第一種特定製品とは、第一種特定製品の管理者がその使用等を管理する責任を有

する第一種特定製品をいう。（法16条1項） 

（５）第一種特定製品廃棄等実施者 

・第一種特定製品廃棄等実施者とは、第一種特定製品の廃棄等を行おうとする第一種特

定製品の管理者をいう。（法41条） 

（６）第一種フロン類充填回収業者、第二種フロン類回収業者 

    ・第一種フロン類充填回収業者とは、第一種特定製品の整備をする際当該第一種特定

製品に冷媒としてフロン類を充填すること及び第一種特定製品の整備又は廃棄等の

際、当該第一種特定製品に冷媒とし使用されているフロン類を回収することを業とし

て行う者で、都道府県知事の登録を受けている者をいう。（法2条10項） 

   ・第二種フロン類回収業者とは、第二種特定製品のフロン類回収業者をいう。（法6条） 

（７）第一種特定製品整備者 

   ・第一種特定製品整備者とは、第一種特定製品の整備を行う者をいう。（法6条） 

（８）第一種フロン類引渡受託者 

   ・第一種フロン類引渡受託者とは、第一種特定製品廃棄等実施者から第一種特定製品に

冷媒として充填されているフロン類の第一種フロン類充填回収業者への引き渡しの

委託を受けた者（委託されたフロン類について順次行われる第一種フロン類充填回収

業者への引き渡しの再委託を受けた者を含む。）をいう。（法43条4項） 

（９）特定解体工事元請負業者 

   ・特定解体工事元請負業者とは、建築物その他の工作物（第一種特定製品が設置されて
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いないことが明らかなものを除く。）の全物又は一部を解体する工事を発注しようと

する第一種特定製品の管理者（「特定解体工事発注者」）から直接解体工事を請け負

う建設業者をいう。（法42条1項） 

（10）第一種特定製品引取等実施者 

   ・第一種特定製品引取等実施者とは、第一種特定製品廃棄等実施者から第一種特定製品

の解体等を目的として有償又は無償での譲受けを行う者をいう。（法45条の2 1項） 

       （筆者注）第一種特定製品引取等実施者とは、上記の定義を言い換えれば、廃棄物業
者又はリサイクル業者と理解して良いであろう。 

（11）第一種フロン類再生業者 

・第一種フロン類再生業者とは、第一種特定製品に冷媒として充填されているフロン類 

の再生を業として行う者で、主務大臣の許可を受けている者をいう。（法2条11項） 

（12）フロン類破壊業者 

・フロン類破壊業者とは、特定製品に冷媒として充填されているフロン類の破壊を業と

して行う者をいう。（法2条12項） 

 （13）情報処理センター 

４）フロン排出抑制法の適用を受ける事業者がしなければならないこと 

  （１）フロン類製造業者等 

・「フロン類の使用の合理化及び特定製品に使用されるフロン類の管理の適正化に関す

る指針」（平26経産国交環告87）に沿って、フロン類代替物質の開発その他フロン類

の使用の合理化のために必要な措置を講ずるとともに、国及び地方公共団体の施策に

協力することが求められている。（法4条1項、3項） 

・フロン類製造業者等がフロン類代替物質の開発、フロン類の使用の合理化等のために

取り組むべき措置に関する指針が定められている。（法9条1項、「フロン類の製造業

者等の判断の基準となるべき事項」（平27経産告48）） 

・特定製品（第一種特定製品＋第二種特定製品）の製造業者等は、特定製品を販売する

までに、特定製品に冷媒として使用されているフロン類に関し、当該特定製品に、見

やすく、かつ、容易に消滅しない方法で、以下の事項を表示しなければならない。（法

87条、規則94条） 

イ）当該フロン類をみだりに大気中に放出してはならないこと。 

ロ）当該特定製品を廃棄する場合には、当該フロン類の回収が必要であること。 

ハ）当該フロン類の種類及び数量 

ニ）その他主務省令で定める事項（当該特定製品が第一種特定製品である場合は、冷

媒として充填されているフロン類の地球温暖化係数他） 

（２）指定製品製造業者等 

        ・上記二つの指針に沿って、フロン類代替物質を使用した製品の開発、指定製品の使用
等等に際して排出されるフロン類によりもたらされるオゾン層の破壊及び地球温暖

化への影響の低減その他フロン類の使用の合理化のために必要な措置を講ずるよう

努めるとともに、国及び地方公共団体の施策に協力することが求められている。（法

4条2項） 

       ・指定製品の製造業者等が講ずべき措置については、法12条～15条に規定されている。 

（３）指定製品の管理者 
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   指定製品の管理者は、「平26経国交環告87（フロン類の使用の合理化及び特定製品に

使用されるフロン類の管理の適正化に関する指針）」に従い、使用フロン類の環境影響

度の小さい指定製品の使用等に努めなければならない。（法5条） 

（４）第一種特定製品の管理者 

・主務大臣が定める「第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項」（平26

経産環告13）に沿って、以下の管理をすることが求められている。（法16条、「第一

種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項」（平26経産環告13）） 

イ）管理第一種特定製品の適切な場所への設置、適正な使用環境の維持及び確保。 

ロ）全ての管理第一種特定製品の簡易点検：定格出力に関係なく全ての業務用機器に

ついて3ｹ月に1回以上の頻度で点検し、点検及び整備の結果を第一種特定製品ごと

に記録し、記録は機器廃棄のためのフロン類の引渡し完了日から3年間保存しなけ

ればならない。 （2020年4月1日施行の改正フロン排出抑制法により、記録の保存

期間が変更された。） 

エアコンの点検項目：異常音、外観の損傷、摩耗、腐食、さびその他の劣化、油洩

れ、霜の付着の有無 

   冷蔵機器・冷凍機器の点検項目：エアコンの点検項目＋冷蔵・冷凍機器の庫内若し

くは陳列棚の温度 

ハ）一定規模以上の管理第一種特定製品の定期点検（＝専門点検（十分な知見を有す

るものが、検査を自ら行い又は検査に立ち会うこと））：7.5kW以上の冷蔵・冷凍

機器及び50kW以上のエアコンは1年に1回以上、7.5kW以上50kW未満のエアコンは3年

に1回以上の頻度で点検し、点検及び整備の結果は第一種特定製品ごとに記録し、

記録は当該機器廃棄のためのフロン類の引き渡し完了日から3年間保存しなければ

ならない。（2020年4月1日施行の改正フロン排出抑制法により、記録の保存期間が

変更された。） 

   ・フロン類の年間漏えい量が1,000t-CO2以上の場合は、毎年度7月末までに、主務大臣

に報告しなければならない。連鎖化事業者（約款に加盟者（フランチャイズチェーン

店）が管理第一種特定製品に関して一体となって管理する定めがある場合）は、その

全加盟者の管理第一種特定製品を連鎖化事業者の管理第一種特定製品とみなして報

告する。（法19条1項、2項、「フロン類算定漏えい量等の報告等に関する命令」（平

26閣総務法外財文科厚労農水経産国交環防令2）） 

（５）第一種特定製品廃棄等実施者 

   ・第一種特定製品廃棄時には、第一種フロン類充填回収業者が当該第一種特定製品にフ

ロン類が充填されていないことを確認した場合を除き、自ら又は他の者に委託して、

第一種フロン類充填回収業者に対し、第一種特定製品に冷媒として充填されているフ

ロン類を引き渡さなければならない。（法41条、規則27条の2） 

・第一種特定製品廃棄時に、自ら第一種フロン類充填回収業者に引き渡すときは、引き

渡しの際に、第一種フロン類充填回収業者に「回収依頼書」を交付しなければならな

い。「回収依頼書」の写しを3年間保存しなければならない。（法43条1項、3項、規

則28条、規則29条、規則32条） 

・第一種特定製品廃棄時に、第一種フロン類充填回収業者への引き渡しを他の者に委託

する場合は、引き渡しの委託を受けた者に「委託確認書」を交付しなければならない。 

「委託確認書」の写しを3年間保存しなければならない。（法43条2項、3項、規則30条、

規則31条） 

・第一種フロン類引渡受託者が再委託をする場合には、第一種フロン類引渡受託者は、

あらかじめ、第一種特定製品廃棄等実施者から再委託について承諾をする旨を記載し
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た書面（再委託承諾書）の交付を受けなければならない。第一種特定製品廃棄等実施

者は、交付をした書面（「再委託承諾書」）の写しを3年間保存しなければならない。

（法43条4項、規則33条、規則34条） 

・第一種フロン類充填回収業者は、特定製品廃棄等実施者から直接にフロン類を引き取

ったときは、フロン類の引き取りを証する「引取証明書」をフロン類の引き取り後速

やかに当該第一種特定製品廃棄等実施者に交付しなければならない。第一種特定製品

廃棄等実施者は、「引取証明書」の交付を受けたときは、当該引き渡しが終了したこ

とを当該「引取証明書」により確認し、かつ、当該「引取証明書」は交付を受けた日

から3年間保存しなければならない。（法45条1項、3項、規則41条、規則42条、規則

43条） 

   ・第一種フロン類充填回収業者は、第一種特定製品廃棄等実施者から第一種フロン類引

渡受託者を通じてフロン類を引き取ったときは、フロン類の引き取り後速やかに、当

該第一種特定製品廃棄等実施者に当該引取証明書を送付するとともに、当該第一種フ

ロン類引渡受託者に当該引取証明書の写しを交付しなければならない。第一種特定製

品廃棄等実施者は、当該「引取証明書」の送付を受けたときは、当該引き渡しが終了

したことを当該「引取証明書」により確認し、かつ、当該「引取証明書」は送付を受

けた日から3年間保存しなければならない。（法45条2項、3項、規則44条、規則45条、

規則48条） 

・「回収依頼書」又は「委託確認書」の交付の日から30日以内（解体工事の契約に伴い

「委託確認書」を交付する場合には、「委託確認書」の交付の日から90日以内）に「引

取証明書」の交付若しくは送付を受けないとき、又は「引取証明書」に必要事項が記

載されていないとき若しくは虚偽の記載があるときは、速やかにその旨を都道府県知

事に報告しなければならない。（法45条4項、規則46条） 

・第一種特定製品の解体その他の処分を目的とした引取り又はその全部若しくは一部を

原材料若しくは部品その他の製品の一部として利用することを目的に有償若しくは

無償での譲受け（「引取り等」という。）を行おうとする者（「第一種特定製品引取

等実施者」）に第一種特定製品を引き渡すときは、第一種フロン類充填回収業者から

交付又は送付を受けた「引取証明書」の写しを、第一種特定製品を引き渡す際に第一

種特定製品引取等実施者に交付しなければならない。（法45条の2 1項、規則48条の2、

規則48条の3） 

（６）第一種フロン類充填回収業者 

・第一種フロン類充填回収業者は、その業務を行おうとする区域を管轄する都道府県知

事の登録を受けなければならない。その登録は5年ごとに更新を受けなければ、その

期間の経過によって、その効力を失う。（法27条1項、2項、法30条、規則31条） 

・第一種特定製品整備者から委託を受けてフロン類の充填をするときは、規則で定めら

れている充填に関する基準に従って行わなければならない。（法37条3項、規則14条） 

・第一種フロン類充填回収業者は、フロン類を充填したときは、充填した日から30日以

内に整備を発注した第一種特定製品の管理者に「充填証明書」を交付しなければなら

ない。（法37条4項、規則15条、規則16条） 
・第一種特定製品廃棄等実施者からフロン類の引き取りを求められたときは、正当な理

由がある場合を除き、当該フロン類を引き取らなければならない。引き取ったフロン 
類は、規則40条で定める回収に関する基準に従って回収しなければならない。（法44

条1項、2項、規則40条） 

      ・第一種特定製品廃棄等実施者から直接にフロン類を引き取ったときは、第一種特定製
品廃棄等実施者に引取証明書を交付し、第一種フロン類充填回収業者は、当該「引取

証明書」の写しを当該交付をした日から3年間保存しなければならない。（法45条1

項） 
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            ・第一種特定製品廃棄等実施者から第一種フロン類引渡受託者を通じてフロン類を引き
取ったときは、第一種特定製品廃棄等実施者に引取証明書を送付するとともに、第一

種フロン類引渡受託者に「引取証明書」の写しを交付しなければならない。第一種フ

ロン類充填回収業者は「引取証明書」の写しを3年間保存しなければならない。（法

45条2項、規則44条、規則45条、規則48条） 

          ・フロン類を回収するときは、規則で定められているフロン類の回収に関する基準に従
って行わなければならない。（法39条3項、法44条2項、規則40条） 

・第一種特定製品整備者から委託を受けてフロン類を回収したときは、当該第一種特定

製品の整備を発注した第一種特定製品の管理者に、フロン類を回収した日から30日以

内に「回収証明書」を交付しなければならない。（法39条6項、規則22条、規則23条） 

   ・フロン類の種類ごとに充填量及び回収量、自らが第一種フロン類再生業者として再生

した量、第一種フロン類再生業者に引き渡した量、フロン類破壊業者に引き渡した量

等について、記録を作成し、これをその作成日から5年間業務を行う事業所に保存し

なければならない。（法47条1項、規則51条） 

・フロン類の種類ごとに、毎年度、前年度の第一種特定製品の整備時に充填した量及び

回収した量、第一種特定製品の廃棄時に回収した量、自らが第一種フロン類再生業者

として再生した量、第一種フロン類再生業者に引き渡した量、フロン類破壊業者に引

き渡した量その他規則で定められている事項を都道府県知事に報告しなければなら

ない。（法47条3項、規則52条） 

・第一種フロン類再生業者から「再生証明書」の送付を受けたとき又はフロン類破壊業

者から「破壊証明書」の送付を受けたときは、遅滞なく、次の区分に応じ、それぞれ

各区分に定める者に、当該再生証明書又は破壊証明書を回付しなければならない。回

付をした再生証明書の写し又は破壊証明書の写しを3年間保存しなければならない。

（法59条2項、法70条、規則66条、規則81条） 

  イ）第一種特定製品の整備を発注した第一種特定製品の管理者 

ロ）第一種特定製品整備者から引き取った場合、当該第一種特定製品整備者 

ハ）第一種特定製品廃棄等実施者から直接に、又は第一種フロン類引渡受託者を通じ

て引き取った場合、当該第一種特定製品廃棄等実施者 

  （筆者注）第一種フロン類充填回収業者から「再生証明書」又は「破壊証明書」の回付

を受けた第一種特定製品の管理者又は第一種特定製品廃棄等実施者には、「再生証明書」

又は「破壊証明書」の保存義務はない。 

（７）第一種特定製品整備者 

   ・第一種特定製品の整備に際して、フロン類を充填する必要があるときは、都道府県知
事に登録された第一種フロン類充填回収業者に充填を委託しなければならない。（法       

37条1項） 
・第一種特定製品の整備に際して、第一種特定製品に充填されているフロン類を回収す

る必要があるときは、都道府県知事の登録を受けた第一種フロン類充填回収業者に委 
託しなければならない。（法39条1項） 

（８）第一種フロン類引渡受託者 

   ・第一種特定製品廃棄等実施者から第一種特定製品に冷媒として充填されているフロン
類の第一種フロン類充填回収業者への引き渡しを委託されたときは、第一種特定製品

廃棄等実施者から「委託確認書」の交付を受ける。（法43条2項、規則30条、規則31

条） 

   ・他の者に再委託するときは、第一種特定製品廃棄等実施者から「再委託承諾書」の交
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付を受け、3年間保存しなければならない。（法43条4項、規則33条、規則34条） 

   ・他の者に再委託するときは、「委託確認書」に再委託を受けた者の氏名等を記載し、

再委託を受けた者に委託確認書を回付しなければならない。第一種フロン類引渡受託

者（再委託を受けた者を含む。）は、第一種フロン類充填回収業者に「委託確認書」

を回付しなければならない。左のいずれの場合も、「委託確認書」の写しを当該回付

の日から3年間保存しなければならない。（法43条5項、6項、7項、規則35条、規則37

～39条） 

   ・第一種フロン類充填回収業者から「引取証明書」の写しの交付を受け（「引取証明書」

の正本は第一種特定製品廃棄等実施者に送付される。）、交付を受けた日から3年間

保存しなければならない。（法45条2項、5項、規則44条、規則45条、規則48条） 

（９）特定解体工事元請負業者 

・解体しようとする建築物その他の工作物における第一種特定製品の設置の有無につ

いて確認し、その確認結果を特定解体工事発注者に書面を交付して説明しなければな

らない。特定解体工事元請負業者は当該書面の写しを3年間保存しなければならない。 
特定解体工事発注者は当該書面（「第一種特定製品事前確認結果説明書」）を交付を

受けた日から3年間保存しなければならない。（法42条1項、3項、「特定解体工事元

請負業者が特定解体工事発注者に交付する書面に記載する事項を定める省令」（平18

経産国交環令3）） 

          ・特定解体工事発注者は、特定解体工事元請負業者が行う第一種特定製品の設置の有
無についての確認に協力しなければならない。（法42条2項） 

（10）第一種特定製品引取等実施者 

（筆者注）第一種特定製品引取等実施者とは、廃棄物業者又はリサイクル業者をい

う。 

・第一種特定製品の解体その他の処分を目的とした引取り又はその全部若しくは一部

を原材料若しくは部品その他の製品の一部として利用することを目的に第一種特定

製品を有償若しくは無償での譲受けを行おうとするときは、第一種特定製品廃棄等

実施者から、第一種特定製品廃棄等実施者が第一種フロン類充填回収業者から交付

を受けた「引取証明書」（第一種フロン類引渡受託者を通じて第一種フロン類充填

回収業者に引き渡した場合も同様）の写しの交付を受け、交付を受けた日からこれ

を3年間保存しなければならない。（法45条の2 1項、3項、規則48条の2、規則48条

の5） 

・引き取った第一種特定製品の処分を他人に再委託し、又は全部若しくは一部を利用

することを目的に第一種特定製品を他人に譲渡するときは、第一種特定製品の処分

の再委託又は譲渡を受けたものに、第一種特定製品廃棄等実施者から交付を受けた

「引取証明書」の写しを回付し、「引取証明書」の写し（の写し）を3年間保存しな

ければならない。（法45条の2 2項、3項、規則48条の4） 

・何人も第一種フロン類充填回収業者が第一種特定製品にフロン類が充填されていな 

いことを確認した場合又は「引取証明書」の写しの交付若しくは回付を受けた場合

その他第一種特定製品に充填されているフロン類が大気中に放出されるおそれがな

い場合の他は、第一種特定製品の引取り等を行ってはならない。（法45条の2 4項、

規則48条の6） 

（11）第一種フロン類再生業者 

・第一種フロン類再生業者は、その業務を行う事業所ごとに、主務大臣の許可を受けな

ければならない。（法50条1項、2項、規則54条1項、規則54条2項、規則55条） 

・フロン類の再生を行ったときは、再生を行った日から30日以内に当該フロン類を引き
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取った第一種フロン類充填回収業者に「再生証明書」を送付し、当該「再生証明書」

の写しを3年間保存しなければならない。（法59条1項、規則64～66条） 

・フロン類の種類ごとに、再生をした量、フロン類破壊業者に引き渡した量その他規則

で定められている事項に関し、その都度遅滞なく記録し、記録を作成した日からその

業務を行う事業所に5年間保存しなければならない。（法60条1項、規則68条） 

・フロン類の種類ごとに、毎年度、前年度に再生をした量、フロン類破壊業者に引き渡

した量その他規則で定められている事項を、年度終了後45日以内に環境大臣又は経済

産業大臣に報告しなければならない。（法60条3項、規則68条、規則69条） 

（12）フロン類破壊業者 

・フロン類破壊業を行おうとする者は、その業務を行う事業所ごとに主務大臣の許可を

受けなければならない。（法63条1項、2項、規則70条） 

・第一種フロン類充填回収業者又は第一種フロン類再生業者から、フロン類の引取りを

求められたときは、正当な理由がある場合を除き、引き取らなければならない。（法

69条1項、2項） 

・規則で定めるフロン類の破壊に関する基準に従ってフロン類を破壊しなければならな

い。（法69条4項、規則78条） 

・フロン類を破壊したら、フロン類を引き取った第一種フロン類充填回収業者に、フロ

ン類を破壊した日から30日以内に「破壊証明書」を送付し、「破壊証明書」の写しを

3年間保存しなければならない。（法70条、規則79条、規則80条、規則81条 

・引き取り、受託、破壊の都度遅滞なく、フロン類の種類ごとに、破壊した量その他の

主務省令で定める事項に関し、記録を作成し、記録作成日から5年間保存しなければ

ならない。（法71条1項、規則83条） 

・フロン類の種類ごとに、毎年度前年度に破壊した量その他の主務省令で定める事項を

年度終了後45日以内に環境大臣又は経済産業大臣に報告しなければならない。（法71

条3項、規則84条） 

（13）情報処理センター 

・(一財)日本冷媒・環境保全機構（JRECO）が主務大臣より法で定める情報処理センタ

ーの指定を受けている。（法76条） 

・第一種特定製品廃棄時の「回収依頼書」・「委託確認書」の交付、「引取証明書」の

受理・保存、充填回収業者による「充填証明書」・「回収証明書」などを、情報処理

センターへの登録により、電子的に行うことができるようになり、業務の効率化、利

用者の利便性向上が図れる。同センターを通じたコンピューターの利用により、算定

漏えい量報告のための集計が容易に行える。また、「回収依頼書」、「委託確認書」、

「引取証明書」、「充填証明書」、「回収証明書」などの書面によるやりとりを電子 

システム「行程管理システム」で行うサービスも行っている。（法76条～85条） 

・JRECOの下部組織である各都道府県の冷凍空調設備協会などで様式「行程管理票」を

頒布している。JRECOの「行程管理票」の流れ図は、別図のとおりである。 

（14）全ての人（事業者とはかぎらない。） 

何人も、みだりに特定製品に冷媒として使用されているフロン類を大気中に放出して 

はならない。（法86条） 

５）罰則 

  （１）1年以下の懲役又は50万円以下の罰金（法103条） 

  ・登録を受けないでフロン類の充填又は回収を業として行った者（法103条1号） 
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     ・不正の手段によって第一種フロン類充填回収業者の登録（登録の更新を含む。）を受け
た者（法103条2号） 

  ・第一種フロン類充填回収業者が業務停止命令に違反したとき（法103条3号） 

  ・許可を受けないでフロン類の再生を業として行った者（法103条4号） 

       ・不正の手段によって第一種フロン類再生業者の許可（許可の更新を含む。）を受けた者
（法103条5号） 

      ・第一種フロン類再生業者でその登録内容変更の許可を受けないで登録内容を変更した者

（法103条6号） 

  ・第一種フロン類再生業者で業務停止命令に違反した者（法103条7号）  

・フロン類破壊業者の許可を受けないでフロン類の破壊を業として行った者（法103条8

号） 

      ・不正の手段によってフロン類破壊業者の許可（許可の更新を含む。）を受けた者（法103

条9号）  

       ・フロン類破壊業者で許可事項の変更についての許可を受けないで許可事項を変更した者
（法103条10号）  

  ・フロン類破壊業者で業務停止命令に違反した者（法103条11号） 

・情報処理センターの役員・職員又はこれらの職にあった者で情報処理業務に関して知り

得た秘密を漏らした者（法103条12号） 

       ・みだりに特定製品に冷媒として充填されているフロン類を大気中に放出した者（法103

条13号） 

（２）50万円以下の罰金（法104条） 

      ・法11条3項、法13条2項、法15条2項、法18条3項、法49条8項、法62条5項、法73条4項の

規定による命令に違反した者（法104条1号） 

・法41条の規定（第一種特定製品廃棄等実施者は、第一種フロン類充填回収業者が当該第

一種特定製品にフロン類が充填されていないことを確認した場合を除き、自ら又は他の

者に委託して、第一種フロン類充填回収業者に対し、当該第一種特定製品に冷媒として

充填されているフロン類を引き渡さなければならない。）に違反して第一種特定製品の

廃棄等を行った者（法104条2号） 

・法45条の2 4項の規定に違反して第一種特定製品の引取り等を行った者（法104条3号） 

（３）30万円以下の罰金（法105条） 

・法31条1項、法53条3項又は法66条3項の届出をせず、又は虚偽の届出をした者（法105条

1号） 

・法43条1項又は2項の規定に違反して、「回収依頼書」若しくは「委託確認書」を交付せ

ず、若しくは虚偽の記載をして「回収依頼書」若しくは「委託確認書」を交付した者（法

105条2号） 
・法43条3項の規定に違反して「回収依頼書」の写し若しくは「委託確認書」の写しを保

存しなかった者（法105条3号） 

・法45条3項の規定に違反して、引取証明書を保存しなかった者（法105条4号） 

・法45条の2 1項又は2項の規定に違反して、引取証明書の写しを交付せず、又は回付しな

かった者（法105条5号） 

・法45条の2 3項の規定に違反して、引取証明書の写しを保存しなかった者（法105条6号） 
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（４）30万円以下の罰金（法106条） 

  情報処理センターの役員又は職員の違反についての罰則である。詳細は省略する。 

（５）20万円以下の罰金（法107条） 

・法47条1項、法60条1項又は法71条1項の規定に違反して、記録を作成せず、若しくは虚

偽の記録を作成し、又は記録を保存しなかった者（法107条1号） 

・法47条3項、法60条3項、法71条3項又法91条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告

をした者」（法107条2号） 

・法92条1項の規定による検査又は収去を拒み、妨げ、又は忌避した者（法107条3号） 

（６）（法108条） 

・法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、法103条（12号を除く。）、法104条、法105条又は法107条の違反行為を

したときは、その行為者を罰するほか、その法人又人に対しても、各本条の罰金刑を科

する。 

（７）10万円以下の過料（法109条） 

・法19条1項の規定による報告（フロン類漏洩の報告）をせず、又は虚偽の報告をした者

（法109条1号） 

・法33条1項又は法54条1項の規定による届出を怠った者（法109条2号） 

・法87条の規定による表示をせず、又は虚偽の表示をした者（法109条3号） 

以上 
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８．ＰＲＴＲ法（化管法）解説 

１）ＰＲＴＲ法（化管法）制定・改正の背景と経緯 

１９８４年のインド・ボパールの米国の化学工場での事故、それに続く米国々内の化学工

場での事故などを受けて、１９８６年米国において「緊急対処計画及び地域住民の知る権利

法」に基づき、有害化学物質排出目録（ＴＲＩ：Toxic Release Inventory）制度が開始され
た。１９９２年にはリオデジャネイロで開かれた国連環境開発会議（地球サミット）で採択

された持続可能な開発のための行動計画である「アジェンダ２１」の第１９章で、化学物質

リスクに関する情報交換の手法としてＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer Register）
（化学物質排出移動量登録制度）のようなデータベース・情報システムを充実させることが

推奨された。これを受けてＯＥＣＤ（経済協力開発機構）理事会は、加盟国に対し、３年後

までにＰＲＴＲ制度を導入するよう勧告した。日本では、１９９９年７月に「特定化学物質

の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」が公布され、２０００年３

月３０日に施行された。２００１年度から対象化学物質の環境中への排出量等の把握を開始

し、２００２年度からその届出が実施され、２００２年度末（２００３年３月）から集計結

果が公表されている。「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関

する法律」は、通常ＰＲＴＲ法若しくは化管法と略称される。 

２）ＰＲＴＲ法（化管法）の目的 

・法の目的は、環境保全のための化学物質の管理に関して、①特定の化学物質の環境への排

出量等の把握並びに②事業者による特定の化学物質の性状及び取扱い関する情報の提供、

等の事業者による化学物質の自主的な管理を通じて、環境保全上の支障を未然に防止する

ことである。（法1条） 

・この資料では、法が適用される事業者に関する事項を、この資料使用時の利便性を考え箇

条書きにまとめた。また、法令を参照しやすいように、規制内容ごとに、それを定めてい

る法令の箇条を示した。以下、ＰＲＴＲ法を法、ＰＲＴＲ法施行令を令、ＰＲＴＲ法施行

規則を規則と略して記載する。 

３）ＰＲＴＲ法（化管法）の適用を受ける事業者 

  （１）第一種指定化学物質等取扱事業者 

    ・第一種指定化学物質とは、 

①人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれがあ

る化学物質 
②当該化学物質の自然的作用による化学的変化により容易に生成する化学物質が①に

該当するもの 
③オゾン層を破壊するおそれがある化学物質 

のいずれかに該当し、かつ、その物理的化学的性状、その製造・輸入・使用又は生成

の状況等からみて、相当広範な地域の環境において当該化学物質が継続して存すると

認められる化学物質で、令別表第一に示されている462物質（ベンゼン、トルエン、キ

シレン等）をいう。（2021年3月31日現在）（法2条2項、令1条、令別表第一） 

    ・第一種指定化学物質等取扱事業者とは、 

製造業、電気業、ガス業等の令3条で定められている24の業種に属する事業を営む

事業者のうち、 
①第一種指定化学物質の製造の事業を営む者及び業として第一種指定化学物質又は

第一種指定化学物質を1％以上含有する製品を使用若しくは取り扱う者で、年間の

製造量又は使用量若しくは取扱量が1トン以上（特定第一種指定化学物質以外のも 
 
の）の事業所を有している事業者 
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②特定第一種指定化学物質（＊）の製造の事業を営む者及び業として特定第一種指定

化学物質又は特定第一種指定化学物質を0.1％以上含有する製品を使用若しくは取

り扱う者で、年間の製造量又は使用量若しくは取扱量が0.5トン以上の事業所を有

している事業者 

③①②以外の者であって、事業活動に伴って付随的に第一種指定化学物質を生成させ

又は排出することが見込まれる者で①②の条件に該当する事業所を有している事

業者 

で、①②③とも常用雇用者数が21人以上である事業者をいう。（法2条5項、令3条、令

4条、令5条） 

（＊）特定第一種指定化学物質とは、第一種指定化学物質の内、人の健康を損なうおそ

れが特に大きいもと考えられている石綿、エチレンオキシド、カドミウム及びその

化合物、六価クロム化合物、クロロエチレン（塩化ビニル）等の計15物質をいう。

（令4 イ）） 

      なお、第一種指定化学物質等とは、第一種指定化学物質（特定第一種指定化学物

質を含む。）と第一種指定化学物質を含有する製品（第一種指定化学物質は1％以上、

特定第一種指定化学物質は0.1%以上）を併せたものをいう。 

  （２）指定化学物質等取扱事業者 

         ・指定化学物質等とは、第一種指定化学物質等及び第二種指定化学物質等をいう。（法

3条） 

    ・第二種指定化学物質とは、 

①人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれが

ある化学物質 
②当該化学物質の自然的作用による化学的変化により容易に生成する化学物質が① 

に該当するもの 
③オゾン層を破壊するおそれがある化学物質 

のいずれかに該当し、かつ、その物理的化学的性状からみて、その製造量・輸入量・

使用量の増加等により、相当広範な地域の環境において当該化学物質が継続して存す

ることとなることが見込まれる化学物質（第一種指定化学物質を除く。）で、令別表

第二に示されている100物質をいう（2021年3月31日現在）。（法2条3項、令2条、令

別表第二） 

・指定化学物質等取扱事業者とは、 

①第一種指定化学物質（特定第一種指定化学物質を除く。以下、同じ。）の製造の事

業を営む者及び業として第一種指定化学物質又は第一種指定化学物質を1％以上含

有する製品を使用若しくは取り扱う者。 

②特定第一種指定化学物質の製造の事業を営む者及び業として特定第一種指定化学

物質又は特定第一種指定化学物質を0.1％以上含有する製品を使用若しくは取り扱

う者。 

③①②以外の者であって、事業活動に伴って付随的に第一種指定化学物質（特定第一

種指定化学物質を含む。）を生成させ又は排出することが見込まれる者で①②の条

件に該当する者。 
 のいずれかに該当する事業者、並びに第二種指定化学物質の製造の事業を営む者、業 
として第二種指定化学物質又は第二種指定化学物質を1％以上含有する製品（「第二
種指定化学物質等」という。）を使用する者及び取り扱う者のいずれかに該当する事

業者をいう。（法2条6項、令6条） 
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（筆者注）指定化学物質等取扱事業者には、業種、常用雇用者数、年間製造量・使用

量・取扱量の要件はない。 

４）ＰＲＴＲ法（化管法）の適用を受ける事業者がしなければならないこと。 

（１）事業者の責務 

指定化学物質等取扱事業者は、主務大臣の定める指針（平12環通告1「指定化学物質等

取扱事業者が講ずべき第一種指定化学物質等及び第二種指定化学物質等の管理に係る措

置に関する指針」）に留意して、指定化学物質等の製造、使用その他の取扱い等に係る

管理を行うとともに、その管理の状況に関する国民の理解を深めるよう努めなければな

らない。（法4条） 

（２）第一種指定化学物質の排出量等の把握及び届出 

ⅰ）第一種指定化学物質等取扱事業者は、その事業活動に伴う第一種指定化学物質の排

出量及び移動量を、事業所ごと、年度ごとに、第一種指定化学物質（特定第一種指定

化学物質を除き、取り扱い量が年間1t以上であるもの（「把握対象第一種指定化学物

質」という。））ごとに、又は特定第一種指定化学物質（取扱量が年間0.5t以上であ

るもの（「把握対象特定第一種指定化学物質」という。））ごとに把握しなければな

らない。（法5条1項、法5条2項、規則2条、規則3条、規則4条1号） 

・排出量は、大気への排出／公共用水域への排出／事業所内での土壌への排出／事

業所内での埋立処分、の区分ごとに把握する。排出量の算出の方法は、物質収支

を用いる方法他、五つの方法が規定されている。（法5条1項、規則法2条、規則4

条2号） 

・移動量は、下水道への移動／事業所の外への移動（廃棄物としての移動）の区分

ごとに把握する。移動量の算出の方法は、物質収支を用いる方法他、五つの方法

が規定されている。（法5条1項、規則3条、規則4条3号） 

ⅱ）第一種指定化学物質等取扱事業者は、第一種指定化学物質及び事業所ごとに、上

記ⅰ）で把握した前年度の排出量及び移動量を毎年6月30日までに、事業所所在地の

都道府県知事を経由して主務大臣に届け出なければならない。その届出に係る第一

種指定化学物質の機密保護のため、一定の理由がある場合は、当該第一種指定化学

物質の名称に代えて、規定された当該第一種指定化学物質の属する分類名称（「対

応化学物質分類名」という。）をもって通知を行うよう請求することができる。（法

5条2項、法6条、規則5条、規則6条、規則7条、規則別表） 

（３）指定化学物質等の性状及び取扱い関する情報の提供 

・指定化学物質等取扱事業者は、指定化学物質等を他の事業者に譲渡又は提供をする

ときは、その譲渡・提供をするときまでに、その譲渡・提供をする相手方に対し、

当該指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報（以下、「性状・取扱情報」と

記す。）を文書・磁気ディスクなどで提供しなければならない。提供した指定化学

物質等の性状・取扱情報の内容に変更を行う必要が生じたときは、速やかに、提供

した相手方に対し、変更後の情報を文書・磁気ディスクなどで提供するよう努めな

ければならない。（法14条、平12運令401「指定化学物質等の性状及び取扱いに関す

る情報の提供の方法等を定める省令」） 

（筆者注）文書・磁気ディスクなどで性状・取扱情報を提供することは義務規定で

あるが、変更後の情報の提供は努力義務規定である。 

・平12運令401「指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報の提供の方法等を定め

る省令」の第4条で「指定化学物質等取扱事業者は、当該指定化学物質等の性状・取

扱情報を提供する際の文書・磁気ディスクなどは、JIS Z 7253に適合する記載をす

るよう努めるものとする。」と規定され、第5条で「指定化学物質等取扱事業者は、

指定化学物質を容器に入れ又は包装して譲渡・提供する場合において、性状・取扱
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情報を提供する際は、その容器又は包装（容器に入れ、かつ、包装する場合は、そ

の容器）に、JIS Z 7253に適合する表示を行うよう努めるものとする。」と規定さ

れている。更に、第6条で「性状・取扱情報の提供は、指定化学物質等を譲渡し、又

は提供するごとに行わなければならない。ただし、同一の指定化学物質等を同一の

受領者に反復して提供する場合は、受領者から請求された場合を除き、既に性状・

取扱情報の提供が行われている場合は、当該性状・取扱情報の提供を省略してもよ

い。」と規定されている。（平12運令401「指定化学物質等の性状及び取扱いに関す

る情報の提供の方法等を定める省令」3条、4条、5条）（筆者注：この省令には、提

供する性状・取扱情報に関する16項目（所謂SDSの記載項目と概ね同様）が示されて

いる。） 

・JIS Z 7253:2019（GHSに基づく化学品の危険有害性情報の伝達方法－ラベル、作業

場内の表示及び安全データシート（SDS））では、箇条5.2（ラベル表示による情報

伝達）で「箇条6（ラベルに必要な情報及びその内容の決定手順）に規定するラベル

要素などを印刷するか、又はラベル要素などを印刷したラベルを貼付する。」、箇

条5.4では「受領者にSDSを提供することによって危険有害性を通知する。同一の化

学品を同一の受領者に反復して提供する場合は、受領者から請求された場合を除き、

既にSDSの提供が行われている場合は、SDSの提供を省略してもよい。」と規定され

ている。なお、2022年5月24日まではJIS Z 7253:2012に則ったSDSでも可と規定され

ている。 

          （筆者注）JIS Z 7253:2019の「用語及び定義」の3.25で「安全データシート、SDS(Safety 

Data Sheet)とは、化学品について、化学物質、製品名、供給者、危険有害性、安全

上の予防措置、緊急時対応などに関する情報を記載する文書」と定義されており、

PRTR法で規定されている「文書・磁気ディスクなどによる『性状・取扱情報』」と

同義と考えられるので、その意味で、SDSを提供することはPRTR法上の義務と考えて

よいであろう。 

５）罰則 

   以下に該当する者は、20万円以下の過料に処される。 

（１）法5条2による届出（排出量及び移動量の届出）をせず、又は虚偽の届出をした者 

  （２）法16条の規定（経済産業大臣は、指定化学物質等取扱事業者に対し、その指定化学

物質等の性状及び取扱いに関する情報の提供に関し報告をさせることができる。）に

よる報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

以上 

 

 

 

 

 

 

 


